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平成 24 検査事務年度における検査について 

金融庁は、平成24検査事務年度検査基本方針における「検査重点事項」に掲

げられている項目を中心として、検査を行ってきたところであり、本事例集に

おいてもこれらに関する事例を中心に掲載している。 

24検査事務年度に実施した検査において、主なリスク・カテゴリー毎にみら

れた主要な特徴点、代表的な事例は以下のとおりである。 

１．預金等受入金融機関 

  ⑴ 経営管理（ガバナンス）態勢 

   24検査事務年度における検査においては、経営方針に基づく戦略目標

（収益、費用、資本政策等）の合理性や持続可能性の観点からの分析・検

討状況（以下、「戦略目標の合理性等」という。）や、取締役・監査役等の

機能発揮状況、内部監査の有効性、業務継続体制等について、重点的に検

証を行った。 

   この結果、多くの地域金融機関において、戦略目標の合理性等について、

中期経営計画に掲げている計数目標と実績が乖離している原因分析が不十

分であるなどの指摘がみられる。 

また、多くの金融機関において、内部監査の有効性について、内部監査

計画の策定に当たり、リスクの種類や程度を的確に把握していないまま計

画を策定しているなどリスクアセスメントが不十分であるとの指摘がみら

れる。

さらに、一部の金融機関においては、取締役・監査役等の機能発揮状況

について、監査役が、取締役会において適切に発言を行っている評価事例

がみられる一方で、監査役が、リスク管理態勢上の問題点等に関して、取

締役会において必要な提言を行っていないとの指摘や、会計監査人を継続

して選任するに当たり、当該会計監査人の状況把握を十分に行っていない

など、その職責を十分に果たしていないなどの指摘もみられる。 

  ⑵ 金融円滑化 

   24検査事務年度における検査においては、中小企業金融円滑化法（以下、

「金融円滑化法」という。）の最終延長を踏まえた取組や、中小企業の経

営実態等を踏まえた取組、住宅ローン融資、成長可能性を重視した金融機

関の新規融資等の取組等について、重点的に検証を行った。 

   この結果、多くの地域金融機関において、金融円滑化法の最終延長を踏

まえた取組について、経営改善計画策定後の進捗状況の管理を十分に行っ

ていないなどの指摘がみられる一方で、中小企業の経営実態を踏まえた取

組や、成長可能性を重視した金融機関の新規融資等の取組等について評価

事例もみられる。 

具体的な評価事例としては、担保として提供し得る不動産がない債務者

に対して在庫品に係るＡＢＬの提案を行うとともに、在庫品の加工業者と
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のビジネス・マッチング及び在庫の活用方法についても提案し、新商品の

開発等に至っている事例などがある。 

  ⑶ 法令等遵守態勢 

 24 検査事務年度における検査においては、反社会的勢力への対応、マ

ネー・ローンダリング及びテロ資金供与の防止態勢や、金融市場における

不公正取引等の防止に向けた対応、不適切な新規業務等の防止に向けた対

応、ホールセール業務に係るリーガルリスク管理等について、重点的に検

証を行った。  

この結果、多くの地域金融機関において、反社会的勢力への対応や組織

犯罪等への対応について、反社会的勢力に関するデータ整備や取引解消に

向けての取組が不十分であるなどの指摘がみられる。 

他方、一部の地域金融機関においては、反社会的勢力からの普通預金口

座の復活の申出に対して、地元警察署と連携した上で謝絶を行っている評

価事例もみられる。 

さらに、疑わしい取引に関する態勢の整備については、一部の地域金融

機関において、システムによる還元資料からは不正利用口座の把握につな

がっていないにもかかわらず、口座の不正利用の特徴に係る分析に基づく

抽出基準の見直しを行っていないなどの指摘もみられる。 

  ⑷ 顧客保護等管理態勢 

 24 検査事務年度における検査においては、顧客情報の管理状況や、適

正かつ安全な金融取引を確保するための態勢整備、相談・苦情等への対応

状況、顧客に対する説明状況等について重点的に検証を行った。 

この結果、多くの金融機関において、リスク性金融商品に関する顧客説

明が不十分であるとの指摘がみられ、例えば、一部の地域金融機関におい

て、高齢者への販売に際しては家族の同席や複数日説明を行うこととして

いるにもかかわらず、理由が不明確なまま営業店の上席者同席で済ませて

いるなど、顧客の立場に立った勧誘・説明が行われていないなどの指摘が

みられた。 

また、一部の地域金融機関においては、実際の資金需要に基づかない期

越え融資（決算期を跨った短期間の与信取引）の依頼など正常な取引慣行

に反する不適切な取引の発生を防止するための態勢が整備されていないな

どの指摘もみられる。 

  ⑸ 信用リスク管理態勢 

   24検査事務年度における検査においては、大口与信先等に対する審査・

与信管理態勢や、信用集中リスクに係る管理態勢、リスク情報を適時適切

にフォローする態勢、住宅ローンのリスク管理態勢等について、重点的に

検証を行った。 

   この結果、多くの地域金融機関において、大口与信先等に対する審査・

与信管理態勢や信用集中リスクに係る管理態勢について、大口与信先等の

業況を十分に把握しておらず与信管理を的確に行っていないとの指摘や、
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信用集中を防止する観点からの検討が不十分なまま、グループ・業種毎の

与信限度額を設定しているなどの指摘がみられる。

また、住宅ローンのリスク管理態勢について、一部の地域金融機関にお

いて、シーズニング効果（一定期間経過後にデフォルト率がピークを迎え

ること）や期限前返済リスクといった住宅ローンの特性を踏まえた収益分

析管理を行っていないなどの指摘がみられる。 

さらに、金融機関の規模・業態にかかわらず、リスク情報を適時適切に

フォローする態勢について、与信先が期中に外部監査人を変更していない

かどうかを確認していないとの指摘や、非上場大会社における会計監査人

未設置先に対して、信用格付の見直しの必要性について検討していないな

どの指摘がみられる。 

  ⑹ オペレーショナル・リスク管理態勢（システムリスク管理態勢） 

   24検査事務年度における検査においては、システム障害発生時の対応状

況や、業務の拡大やシステムの更改・統合等への対応状況、システムの外

部委託等に係る管理等について、重点的に検証を行った。 

   この結果、多くの金融機関において、システム障害発生時の対応状況に

ついて、再発防止策が有効に機能しているかどうかについてフォローして

いないとの指摘や、コンティンジェンシープランの実効性を確保するため

の訓練計画を策定していないなどの指摘がみられる。 

   また、システム更改・統合等への対応状況について、該当する多くの金

融機関において、プロジェクトの進捗状況を取締役会に報告していないな

どプロジェクト管理が不十分であるといった指摘がみられる。 

   さらに、一部の金融機関においては、システムの外部委託等に係る管理

等について、外部委託先によるプログラム修正に伴って発生したシステム

障害について、外部委託先の態勢が有効に機能しなかった原因分析を行っ

ていないなどの指摘がみられる。 

２．保険会社 

24 検査事務年度における保険会社の検査においては、経営戦略と一体

的に全てのリスクを統合的に管理し、事業全体としてコントロールする統

合的リスク管理態勢の整備・確立に向けた取組や、国内外における大規模

な自然災害の発生などを踏まえた保険引受リスクが適切に管理されている

か、資産運用業務に当たり、適切なリスク管理態勢が整備されているか等

について重点的に検証を行った。 

この結果、多くの生命保険会社において、資産運用リスク管理態勢につ

いて、ＶａＲによるリスク量計測に係る市場リスク計測手法や有価証券の

評価損に係るアラームポイント抵触時の対応策の検討が十分行われていな

いなどの指摘が、また、多くの損害保険会社においては、保険引受リスク

管理態勢について、企業向け保険の割引の妥当性の確認が行われていない

などの保険引受リスク管理態勢の指摘がみられる。 

さらに、一部の保険会社においては、新商品販売や改定等にあたり、商
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品の収支状況等についての検討・モニタリングが不十分であるとの指摘も

みられる。 

金融庁としては、24 検査事務年度で多くの金融機関でみられた問題事象に

ついては、金融機関の規模や地域特性を勘案しつつ、新事務年度における検

査・監督を通じて、フォローアップを行っていく。
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預金等受入金融機関 
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経営管理(ガバナンス) 
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Ⅰ．経営管理（ガバナンス）態勢－基本的要素－ 

♦ 評 定 事 例 
➣ 内部監査部門が、重点監査項目に掲げられている、顧客説明（リスク性

金融商品）管理に係るリスクを営業店ごとに評価するに当たり、ストック

ベースでのみ評価しており、フローベースでの評価を加味する必要性につ

いて検討していない等の事例【評定：Ｂ（平均的なＢ）】 

【業態等】

  地域銀行、大中規模 

【リスク特性】

  当行は、運用上の対応でこれまで大きな問題が発生していないものの、

銀行業務が複雑化・多様化し、収益力が低下傾向にある中で、適切な内部

管理態勢が構築されなければ、当行の経営に与える影響は大きい。 

【検査結果】 

取締役会は、「内部監査規程」を策定し、内部監査部門を内部監査に関す

る業務の所管部署としている。 

また、同部門は、「内部監査要領」を策定し、営業店に対して内部監査を

実施することとしている。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

 ⑴ 内部監査部門は、年度ごとに「内部監査計画」を策定し、その中

で、内部監査を実施する営業店舗数を定めており、実施対象店舗につ

いては、営業店ごとのリスク評価を行った上で月次で選定することと

している。 

しかしながら、同部門は、リスク評価を行う際に、取引時確認、疑

わしい取引及び反社会的勢力の管理状況といった、法令等遵守に係る

リスクを評価の対象としていない。 

   また、同部門は、同計画において、重点監査項目として、①顧客説

明（リスク性金融商品）管理及び②顧客情報管理を掲げている。 

こうした中、同部門は、当該重点監査項目に係るリスクを営業店ご

とに評価するに当たり、顧客説明（リスク性金融商品）管理に係るリ

スクをストックベース1でのみ評価しており、フローベース2での評価を

加味する必要性については検討していない。 

また、同部門は、顧客情報管理に係るリスクを、情報事故3の報告数

に事務ミスや苦情の報告数を加えた数に基づいて評価しており、情報

事故、事務ミスや苦情の軽重については考慮していない。 

1 各営業店におけるリスク性金融商品のアフターフォロー先数及び高齢者の顧客数を各営業店の職員数

で割った数。 
2 各営業店における一定期間内でのリスク性金融商品の販売額や販売件数等。 
3 情報の紛失や誤廃棄等。 
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 ⑵ 内部監査部門は、「内部監査要領」において、営業店に対する内部監

査の指摘事項について、その発生原因が業務を所管している部署（以

下、「業務所管部署」という。）にあると認められる場合には、業務所

管部署に営業店に対する通達を発出させ注意喚起を行わせたり、規程

の整備などの改善策を講じさせたりしているものの、業務所管部署

が、営業店においてどのような対応が行われているかを管理している

かどうかについては、確認することとしていない。 

   こうした中、営業店に対する内部監査における「重要鍵の取扱いが

不適切」4や「カードローンの管理が不適切」5といった指摘は、依然と

して減少していない状況にあり、監査結果を踏まえた業務所管部署に

よる改善対応が不十分な実態が認められる。 

【評定結果】

① 経営陣により当行の規模・特性や経営環境を踏まえた十分な経営管

理態勢が構築されているものの、内部監査態勢について、管理者レベ

ルの弱点が認められること。 

② 今回認められた弱点は、当行の業務の適切性や健全性等に重大な影

響を及ぼすものとは認められないこと。  

③ 前回検査指摘事項6については、適切に改善が図られており、今回認

められた弱点についても、自主的な改善が期待できること。 

以上、総合的に勘案し、「Ｂ（平均的なＢ）」評定が適当。 

4 現金金庫の鍵が鍵保管庫や鍵管理機に長時間未返却となっているなど。 
5 カードローンの契約期限の管理表に記載漏れが認められるなど。 
6 「営業部門が、優越的地位の濫用防止の観点から、要管理先以下の法人に対して投資信託の販売自粛

を行っているものの、法人の代表者に対しては投資信託の販売自粛を検討していないことについて、内

部監査部門は適切性の検証を行っていない」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例） 

Ⅰ．代表取締役、取締役及び取締役会による経営管理（ガバナンス）態勢の整備・確立状況

１．組織体制の整備

①【子会社等に関する管理態勢】

➣ リスク統括部門が、グループ証券会社の内部管理態勢について、当行と

の比較などを通じて適切性を評価し、必要に応じて改善を促すとともに、

その状況をモニタリングするといったプロセスを構築していない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

リスク統括部門7は、当行のグループ証券会社について、同社の規程等を

確認するとともに、同社のコンプライアンス担当部門との会議を毎月開催

し、同社における顧客適合性の確認態勢やインサイダー取引の防止態勢に

加え、証券事故や事務ミス、苦情の発生状況などを把握することとしてい

る。 

一方で、リスク統括部門は、同社においては内部管理態勢が相応に構築

されていると過信しており、同社の内部管理態勢について、当行との比較

などを通じて適切性を評価し、必要に応じて改善を促すとともに、その状

況をモニタリングするといったプロセスを構築していない。 

➣ 理事長及び常勤理事が、内部監査において、連結対象子会社の引当基準

の見直しが必要である旨の指摘がなされているにもかかわらず、同社の赤

字・債務超過の拡大を懸念したことから、具体的な検討を行っていない等

の事例 

【業態等】 

  信用金庫及び信用組合、大規模 

【検査結果】 

当金融機関の連結対象子会社であるリース会社は、リース債権の自己査

定及び償却・引当について、債務者の延滞回数により債務者区分を判定

し、貸倒実績率に基づかない合理性を欠く引当率を適用している。 

また、内部監査部門も、当該引当基準について見直しが必要である旨再

三にわたり指摘している。 

しかしながら、理事長及び常勤理事は、こうした指摘がなされているに

7 関連会社のコンプライアンスに係る所管部署とされている。 
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もかかわらず、同社の赤字・債務超過の拡大を懸念したことから、引当基

準の見直しについての具体的な検討や貸倒実績率算出のためのデータの蓄

積を行っておらず、改善に向けた取組を行っていないなど、子会社の業務

運営に対する管理は不十分となっている。 

②【危機管理態勢】 

➣ 日本における代表者が、バックアップオフィスにおいて業務を継続する

ために必要な事務規程を整備していない等の事例 

【業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店 

【検査結果】 

日本における代表者は、当支店の危機管理について、「コンティンジェン

シー・プラン」を定めているほか、当支店のメインシステムが稼動しない

場合には、バックアップオフィスにＰＣ端末を持ち込み、同オフィスにお

いて業務を継続することとしている。

こうした中、同代表者は、バックアップオフィスにおいて業務を継続す

るために必要な事務規程を整備していないほか、当支店のメインシステム

が稼動しない場合に、バックアップオフィスにおいて、送金事務や決済事

務が遅滞なく処理できるかどうかの確認も行っていない。

Ⅱ．内部監査態勢の整備・確立状況

１．取締役会及び取締役会等による内部監査態勢の整備・確立

⑴ 方針の策定

①【取締役の役割・責任】

➣ 理事長が、当金融機関の与信が為替変動に影響を受ける業種へ集中、大

口化しており、当該業種に対する信用リスク管理が当金融機関として重要

であると認識しているにもかかわらず、内部監査部門に対して、為替の影

響等リスク特性を踏まえたリスク管理態勢の検証を監査項目に選定するよ

う指示していない事例 

【業態等】 

信用金庫及び信用組合、小規模

【検査結果】 

理事会は、「内部管理基本方針」を策定し、内部監査部門を理事長直轄の

組織としている。 
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こうした中、内部監査部門は、前回検査指摘8について、リスク管理の適

切性などに係る監査を行うため、「本部監査チェック表」を作成し、理事長

の承認を得て運用することで、監査態勢の見直しを行っている。 

しかしながら、理事長は、当金融機関の与信が為替変動に影響を受ける

業種へ集中、大口化しており、当該業種に対する信用リスク管理が当金融

機関として重要であると認識しているにもかかわらず、内部監査部門に対

して、為替の影響等リスク特性を踏まえたリスク管理態勢の検証を監査項

目に選定するよう指示していない。 

⑵ フォローアップ態勢 

①【取締役会による問題点の改善】 

➣ 理事会及び常務会が、監査指摘事項に係る報告を受けているにもかかわ

ず、経営計画や経営戦略の見直しの必要性の有無や、業務推進に係る営業

店及び本部各担当部署の体制や推進策の問題点など、管理態勢の見直しに

向けた議論を行っていない事例 

【業態等】 

  信用金庫及び信用組合、大規模 

【検査結果】 

内部監査部門は、営業推進部門に対する内部監査において、当金融機関

が最重要経営課題として掲げる収益力強化に関する業務推進面の弱点に係

る指摘を行っており、その内容は、理事会及び常務会（以下、「理事会等」

という。）に報告されている。 

しかしながら、理事会等は、当該報告を受けているにもかかわらず、経

営計画や経営戦略の見直しの必要性の有無や、業務推進に係る営業店及び

本部各担当部署の体制や推進策の問題点など、管理態勢の見直しに向けた

議論を行っていない。 

このため、営業推進部門は、理事会等からの指示がないことから、業務

推進面の弱点について、経営上の重要問題として認識するに至っておら

ず、根本的な対応策を講じていない。 

8 「本部監査が現物確認等に留まっており、十分に実施されていないにもかかわらず、改善に向けた検

討を行っていない」との指摘。 
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２．内部監査部門の役割・責任 

①【内部監査の実施】 

➣ 内部監査部門が、業務の改善に向けた提案・提言の必要性の検討に当た

り、どのような監査項目において、どれだけの件数の不備が発生している

のかなどの傾向分析を行っていない事例 

【業態等】

地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

内部監査部門は、「監査実施要領」を策定し、営業店監査で把握した不備

事項を踏まえ、当該不備事項に係る業務の所管部署に対して、必要に応じ

て業務の改善に向けた提案・提言を行うこととしている。

しかしながら、同部門は、当該提案・提言の必要性の検討に当たり、ど

のような監査項目において、どれだけの件数の不備が発生しているのかな

どの傾向分析を行っていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、保険商品販売に係る不

備事項の件数が増加しているにもかかわらず、所管部署に対して、営業店

の業務改善に向けた提案・提言が行われていない実態が認められる。 

Ⅲ．監査役・監査役会による監査態勢の整備・確立状況 

１．監査の実施 

①【監査方針及び監査計画の策定】 

➣ 監査役会が、監査役監査の具体的な監査項目に、内部監査部門による監

査機能の発揮状況を含めていない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

監査役会は、「監査方針」を策定し、監査役監査における重点監査項目と

して「グループ内会社における業務の適正を確保するための体制の構築・

運用の状況」を掲げている。 

しかしながら、監査役会は、監査役監査の具体的な監査項目に、内部監

査部門による監査機能の発揮状況を含めていない。 
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②【監査の実効的実施】 

➣ 監事会が、当局検査で指摘されているリスク管理態勢上の問題点に対す

る改善策の実効性や、経営上の重要課題に対する理事会等の取組状況、理

事の業務執行状況などに対する監査、提言を行っていない等の事例 

【業態等】 

  信用金庫及び信用組合、中規模 

【検査結果】 

  監事会は、監査計画に、リスク管理態勢の実効性の検証を掲げていない

ことなどから、当局検査で指摘されているリスク管理態勢上の問題点に対

する改善策の実効性や、経営上の重要課題に対する理事会等の取組状況、

理事の業務執行状況などに対する監査、提言を行っていない。 

また、常勤監事は、リスク統括部門からの報告により貸出金利息の誤徴

収事案9への理事長等の対応10を把握しているほか、懲戒委員会に出席し、

当該事案に係る審議内容を承知しているにもかかわらず、理事会において

意見を述べていないなど、その機能を十分に発揮していない。 

③【取締役会等への出席等】 

➣ 常勤監事が、コンプライアンス委員会において、常勤理事等の法的責任

を問う内容の内部通報に係る調査が限定的なものとなっていることについ

て、常勤理事に対して意見表明等を行っていない等の事例 

【業態等】 

  信用金庫及び信用組合、大規模 

【検査結果】 

常勤監事は、コンプライアンス委員会等の重要な会議に出席し、必要に

応じ、理事に対して意見表明等を行うこととしている。 

しかしながら、常勤監事は、同委員会において、常勤理事等の法的責任

を問う内容の内部通報に係る調査が限定的なもの11となっていることについ

て、常勤理事に対して意見表明等を行っていないほか、当該案件が経営に

重大な影響を与えるおそれがあるにもかかわらず、監事会に報告していな

い。 

9 長期プライムレートの変動に伴う金利変更手続を失念し、貸出金利息を過大に徴収している事案。 
10 顧客に経緯を説明した上で還付するなどの顧客保護の観点も踏まえた対応策を検討しないまま、顧客

説明等を行わないとする対応方針を決定している。 
11 常勤理事等の法的責任の有無に限定した調査となっており、当該事案に認められた他の問題点につい

ての調査が行われていない。 



 15

金 融 円 滑 化 編
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Ⅱ．金融円滑化 

♦ 評 定 事 例 
➣ 経営陣により、経営改善支援先へのサポート状況や、外部機関との連携

において、評価事例が認められるなど、金融仲介機能を積極的に発揮する

ための態勢が構築され、機能している事例【評定：Ａ】

【業態等】

  地域銀行、大中規模

【リスク特性】

  当行は、地域のトップバンクであり、多数の取引先を有していることか

ら、条件変更への対応やコンサルティング機能の発揮により、金融の円滑化

が適切に図られなければ、顧客や地域経済へ与える影響は大きい。 

【検査結果】 

取締役会は、「金融円滑化管理方針」を策定し、リスク統括部門を金融円

滑化管理全般に係る統括部署、融資部門を経営改善指導管理部署としている

ほか、金融円滑化推進委員会を設置し、金融円滑化に関する態勢整備につい

て協議させることとしている。 

こうした中、今回検査において検証したところ、経営改善支援先へのサポ

ート状況や、中小企業再生支援協議会（以下、「協議会」という。）などの外

部機関との連携において、以下のような評価事例が認められるなど、金融仲

介機能を積極的に発揮するための態勢が構築され、機能しているものと認め

られる。 

  造船業者及び陸上プラント事業者を主な顧客として低温溶接修理を行っ

ている債務者は、海外現地法人に係る有利子負債の増大とリーマンショッ

クの影響により本邦の業況も不振に陥り、経営の改善を図るべく協議会へ

の相談を行っている。 

それに対して、メイン行の積極的な関与がない中、準メイン行である当

行において実抜計画の策定を主導し、当該債務者に対して、海外現地法人

の譲渡などの改善策を着実に実行するよう指導を行うことにより、業況を

改善させた結果、債務者区分が正常先へランクアップしている事例が認め

られる。 

【評定結果】

① 適切なリスク管理態勢の下、経営改善支援の取組や外部機関との連携

などに積極的に取り組んでいるなど、適切かつ積極的にリスクテイクを

行い、金融仲介機能を積極的に発揮するための態勢が、当行の規模・特

性に応じ、経営陣により強固に構築され機能していること。 

② コンサルティング機能の発揮状況について、軽微な弱点が認められる

ものの、当行の業務の適切性等に対する影響は小さいこと。 

以上、総合的に勘案し、「Ａ」評定が適当。 
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♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評  価  事  例）

Ⅰ．管理責任者による態勢の整備・確立状況 

１．管理責任者の役割・責任 

⑴ 金融円滑化に係る管理の実施 

①【指導・監督】 

➣ 審査部門が、経営改善支援を行う同部門の担当者に対して、そのほとんど

がそうした業務の未経験者であるにもかかわらず、部内研修を開催するなど

のスキルアップに向けた継続的な取組を行うこととしていない等の事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

審査部門は、本部支援先に対して、同部門の担当者による直接の深度あ

る関与の下で、経営改善計画の策定支援を行うなど、債務者の事業内容に

まで踏み込んだ支援活動を行うこととし、その旨を頭取に対して報告して

いる。 

 しかしながら、同部門は、経営改善支援を行う同部門の担当者に対し

て、そのほとんどがそうした業務の未経験者であるにもかかわらず、部内

研修を開催するなどのスキルアップに向けた継続的な取組を行うこととし

ておらず、経営改善支援を行うための態勢の整備は不十分なものとなって

いる。 

 さらに、同部門担当役員は、同部門から、本部支援先の業況等12について

四半期ごとに報告を受けているものの、本部支援先に対する支援活動が実

効性のあるものとなっているかどうかを検証し、必要に応じて態勢を見直

すよう指示していない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、同部門の担当者自らが

本部支援先を訪問して経営者と面談するなどの同部門主導による経営改善

支援が十分に行われておらず、経営改善計画の策定や見直しに長期間を有

している事例が認められ、その中には、債務者区分がランクダウンしてい

る事例も認められる。 

12 経営改善支援活動の状況を含む。 
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Ⅱ．個別の問題点 

１．共通 

①【顧客説明等】 

➣ 審査部門が、信用保証協会の保証付事業性融資等の新規申込案件について、

信用保証協会等が保証を応諾しない場合に、営業店が、当行のプロパー融資

により対応する可能性を検討した上で謝絶しているかどうかといった観点か

ら、営業店による対応の適切性を検証していない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

審査部門は、前回検査指摘13を踏まえ、営業店から、事業性融資又は住宅

ローンの新規申込案件を謝絶した場合に作成する「融資謝絶記録簿」の提

出を受け、営業店による対応の適切性を検証することとしている。 

また、同部門は、「金融円滑化管理規程」に基づき、営業店が、信用保証

協会や保証会社が保証を応諾しないことのみを理由に、顧客からの融資の

申込みを謝絶することを禁止している。 

しかしながら、同部門は、信用保証協会の保証付事業性融資又は保証会

社の保証付住宅ローンの新規申込案件について、信用保証協会等が保証を

応諾しない場合に、営業店が、当行のプロパー融資の可能性を検討した上

で謝絶しているかどうかといった観点からは、営業店による対応の適切性

を検証していない。 

こうした中、今回検査で検証したところ、営業店において、事業性融資

又は住宅ローンの新規申込案件について、信用保証協会等が保証を応諾し

ない場合に、プロパー融資により対応する可能性がないかどうかについて

全く検討することなく、新規融資を謝絶している事例が認められる。 

13 「審査部門は、営業店に対して、融資要請等を謝絶した場合には「融資謝絶記録簿」を作成するよう

指示しているものの、同記録簿に記載された謝絶理由の適切性等に係る検証を十分に行っていない」と

の指摘。 
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２．中小・零細企業等向け融資 

①【取引先である中小零細企業等に対する経営相談・経営指導及び経営改善計画の策定支援等の取組等】

＜経営改善＞ 

《評価事例》

➣ 経営改善支援部門が、経費の圧縮や借入金返済額の整理を行うとともに、

診療報酬債権を担保とするＡＢＬを提案し、実行している事例 

【金融機関の業態等】 

  信用金庫及び信用組合、中規模 

【債務者の業種】

精神科医 

【債務者の業況】 

債務者は、デイケア施設のある精神科の総合治療病院を開院したもの

の、借入金の増加に伴う金利負担等により、キャッシュ・フロー不足に陥

り、健康保険からの支払いを受けるまでのつなぎ資金（増加運転資金）が

必要となっている。 

しかしながら、債務者は担保提供が可能な不動産を保有しておらず、信

用保証協会の無担保融資枠も使い切っていることなどから、資金調達が困

難となっている。 

【支援内容】

経営改善支援部門は、債務者について、アルコール依存、薬物依存等の

患者に対する総合的治療が可能で、今後も患者数の増加を見込める一方

で、経費が先行して発生し、健康保険からの支払いまでの間のキャッシ

ュ・フロー不足の拡大が見込まれると分析し、経費の圧縮や借入金返済額

の整理を行うとともに、診療報酬債権を担保とするＡＢＬを提案し、実行

している。 
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《評価事例》

➣ 経営改善支援部門が、りんごの集荷資金の融資について、りんごを担保と

したＡＢＬを提案している等の事例 

【金融機関の業態等】 

地域銀行、中小規模

【債務者の業種】 

りんごの卸売・通信販売業 

【債務者の業況】 

  債務者は、収益率の高い通信販売で収益力を強化することとしているも

のの、通信販売において売掛金の回収が進まず、実質債務超過の状態にあ

る。 

【支援内容】 

当行は、担保として提供し得る不動産はないものの、在庫を多く抱えて

いる顧客を対象に、ＡＢＬの提案を行っており、営業店に、在庫管理など

の状況や、担保となる在庫品の処分困難度などについて訪問調査を行わ

せ、その後、本部において検証を行う態勢としている。 

また、当行は、担保動産の種類に応じ、原則として外部の動産評価会社

による評価（以下、「動産評価」という。）を実施し、同評価を基に融資枠

（貸出基準額）を決定することとしている。 

こうした中、経営改善支援部門は、債務者に対するりんごの集荷資金の

融資について、りんご（りんご果汁等も含む。以下同じ。）を担保としたＡ

ＢＬで行うことを提案し、当座貸越を実行している。 

融資時点においては、動産担保となるりんごが集荷前で、実際には在庫

のない状態であったにもかかわらず、同部門は、過去のりんごの集荷実績

や当年の集荷計画などから融資額の妥当性を検証の上で、融資を実行し、

ある程度集荷計画が達成された際に動産評価を行うなど、債務者の経営実

態に即した対応を行っている。 

また、同部門は、ＡＢＬ実行後、債務者に対する月次モニタリングによ

り、在庫データ及び試算表を徴求し、検証するとともに、年１回以上在庫

の実査を行うことなどを通じて、本部及び営業店が一体となって債務者と

の緊密な関係を構築している。 

さらに、りんごの加工及び販路拡大を目的として、りんご飴加工業者と

のビジネスマッチングの提案を行った結果、当該業者の商品を債務者の通

信販売で取り扱うに至っているほか、在庫の活用方法として「りんごチッ

プス製造機」の導入を提案した結果、閑散期の人員活用と新商品（ながい

もチップス）の開発につながっている。 
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《評価事例》

➣ 融資部門が、棒鋼等の在庫（製品、半製品、原材料）を担保にしたＡＢ

Ｌの組成を行っている事例 

【金融機関の業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店

【債務者の業種】

  製鉄業（グループ企業の中核会社） 

【債務者の業況】

債務者は、棒鋼を主力製品としているが、在庫量が、公共工事の活発化

する秋から翌年春までは減る一方、上半期は増えるなど、大きく変動する

傾向にあり、期中在庫量の変動に合わせた柔軟な資金調達を必要としてい

る。 

【支援内容】

融資部門は、債務者の経営課題である資金調達の安定化に加え、当行支

援上の課題である保全の確保及び与信管理の強化を実現するスキームとし

て、棒鋼等の在庫（製品、半製品、原材料）を担保にしたＡＢＬの提案を

行っている。 

  その際、同部門は、債務者がグループ企業の中核会社であり、商流も複

雑であることから、財務分析や債務者往訪による実査（商流ヒアリング、

在庫管理状況の精査等）を通じ、グループの実態把握を強化するととも

に、動産評価会社の外部評価を活用し、在庫担保価値を客観的に把握した

上で、ＡＢＬを組成している。 

  こうした取組の結果、同部門は、グループ企業の実態を的確に把握する

一方で、債務者の資金ニーズを十分に満たす極度額を設定するに至ってい

る。
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《評価事例》

➣ 復興支援部門が、非メイン行でありながら、東日本大震災で被災した債

務者に対して、グループ補助金の申請などの支援を行っている等の事例 

【金融機関の業態等】 

地域銀行、中小規模 

【債務者の業種】

不動産管理業（グループ企業の中核会社） 

【債務者の業況】

 債務者は、東日本大震災により、本社事務所が全壊するなど、グループ

企業を含めて甚大な被害を受けているが、震災後、メイン行による補助金

申請支援等が十分に行われていない状況にある。 

【支援内容】

当行は、非メイン行でありながら、復興支援部門が、営業店と連携し、

債務者に対して、グループ補助金14の申請などの支援を行っている。具体的

には、独立行政法人中小企業基盤整備機構の「復興支援アドバイザー制

度」15を利用してアドバイザーの紹介を行っているほか、同アドバイザーと

共に、頻繁に債務者を訪問し、グループ補助金申請に向けた情報収集を行

い、グループ企業の構成についての提案や、計画書作成の支援を行ってい

る。 

  こうした中、一度は補助金申請が不採択となったものの、その後も同ア

ドバイザーと共に支援を続けた結果、二度目の申請で、グループ補助金の

採択を受けている。 

また、同部門は、債務者及びグループ企業に対して、補助金入金までの

つなぎ資金融資の相談に応じているほか、高度化スキーム貸付16の申請支援

等を行うなど、当該グループの再建に向けて積極的な支援を行っている。

14 中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業。復興のリード役となり得る「地域経済の中核」を形成

する中小企業等グループが復興事業計画を作成し、都道府県の認定を受けた場合に，施設・設備の復

旧・整備について補助が行われるもの。 
15 東日本大震災で被災した中小企業、自治体、中小企業支援機関（商工会等）を対象に、復興を支援す

るための専門家を派遣する制度。 
16 被災中小企業・施設整備支援事業。 
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《評価事例》

➣ 営業店が、債務者に対して、平日診療時間の延長や休日診療の開始を提

案し、税理士と連携して経営改善計画の策定を支援している等の事例 

【金融機関の業態等】 

  地域銀行、中小規模 

【債務者の業種】

審美歯科医院経営 

【債務者の業況】

債務者は、審美歯科を開業したものの、歯科分野の特異性から患者数が

伸び悩み、業績不振に陥っている。 

【支援内容】

営業店は、債務者に対して、平日診療時間の延長や休日診療の開始を提

案し、税理士と連携して経営改善計画の策定を支援しているほか、当行取

引先の高齢者世帯への訪問診療をあっせんしたり、自由診療を受ける患者

の支払いの利便性向上のため、クレジットカード会社を紹介したりするな

ど、営業面の支援も実施している。 

こうした取組の結果、債務者において、患者数が増加し、保険診療収

入、自由診療収入ともに増収となり、資金繰りが改善している。 

《評価事例》

➣ 経営改善支援部門が、債務者が所有する賃貸ビルの主要テナントの撤退

が決定した際に、新たなテナントの入居に向けた支援を行うとともに、他

行の債権を肩代わりしている等の事例 

【金融機関の業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【債務者の業種】

ビル賃貸業 

【債務者の業況】 

  債務者は、賃貸用ビルのリニューアルに際して、当行及び他行から資金

を調達したものの、その後当初想定していたキャッシュ・フローが得られ

ず、債務超過に陥っており、当行において、条件変更を実施するに至って

いるが、他行が条件変更に応じないほか、主要テナントの撤退が決定し、

資金繰りが困難な状況にある。 
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【支援内容】

経営改善支援部門は、債務者が所有する賃貸ビルについて、主要テナン

トであるスーパーの撤退が決定し、地域最大のショッピングセンターが閉

鎖する可能性が生じる中、小売業を営む他の取引先にテナント入居の打診

を行った結果、当該スーパーの撤退前に新たなテナントの入居が決定する

に至っている。 

こうした取組の結果、ショッピングセンターの営業が空白期間なく継続

されるとともに、賃貸契約の見直しにより賃貸料が増加し、キャッシュ・

フローが改善している。

また、同部門は、他行の債権を肩代わりしているほか、地元の有力企業

である債権者に対してＤＥＳ17の提案を行い、主要株主として経営再建に協

力をすることを要請することにより、実質債務超過の解消と金利負担の軽

減を図っている。 

《評価事例》

➣ 営業推進部門が、大型車両の売買予約契約付ＡＢＬのスキームを提案し、

かつ第三者への対抗要件を備えるための工夫を行っている事例 

【金融機関の業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【債務者の業種】

建設業 

【債務者の業況】

  債務者は、大小様々な建設機械を保有していたが、東日本大震災におい

て主要大型車両が被災したことから、当該車両を再取得するための資金を

必要としている。 

【支援内容】 

営業推進部門は、ＡＢＬを積極的に推進しており、動産評価アドバイザ

ー18の資格を持つ同部門職員が中心となり、営業店と連携した推進体制19を

整備している。 

また、同部門は、ＡＢＬの全ての取扱事例を「ＡＢＬニュース」により

17 Debt Equity Swap：債権者が持っている債権を債務者の株式に転換する手法。 
18 ＮＰＯ法人日本動産鑑定が、24 年４月に、金融機関の中小企業に対する目利き力を高める目的で創設

した資格。 
19 経営改善支援部門は、決算書より棚卸資産・機械装置・売掛金の残高が 100 百万円以上の債務者のリ

ストを作成し、営業店に、同リストからＡＢＬの活用が見込まれる債務者を選定させ、債務者にＡＢＬ

の活用を提案することとしている。 
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営業店に伝達することとしているほか、営業店の融資・営業担当職員を対

象として、ＡＢＬをテーマ20とした研修を実施している。

こうした中、同部門は、債務者に大型車両の取得資金及び長期運転資金

の資金需要があることを把握し、資金の調達方法として、大型車両の売買

予約契約付ＡＢＬスキームを提案している。同スキームにおいて、当行

は、業務提携先であるリース会社との間で、売買予約の期間及び金額を定

めた売買予約契約を締結し、債務者のデフォルト時には、当該リース会社

に担保物件の買取を実施させるものとなっている。 

  さらに、同部門は、当該ＡＢＬスキームにおいて、第三者への対抗要件

を備えるために、①譲渡担保契約証書に確定日付を付す、②自動車登録フ

ァイル上での所有名義を当行に変更する、③譲渡担保物件である旨のステ

ッカーを債務者の了解を得て貼り付ける、などの工夫を行った上で、債権

管理を行っている。

《評価事例》

➣ 営業推進部門が、収益力が低調でメイン行から新規融資を受けることが

できない債務者に対して、債務者の売掛金債権を担保としたＡＢＬを実施

している事例 

【金融機関の業態等】 

  地域銀行、中小規模 

【債務者の業種】

日用雑貨卸売業 

【債務者の業況】 

債務者は、日用雑貨品の価格競争の激化や、大手量販店の物流見直し

（仕入先の１本化）等により、取扱高が急速に低下しているほか、化粧品

事業の人員コストや物流コストの増大により、３期連続で赤字決算となっ

ており、メイン行から新規融資を受けられない状況にある。 

【支援内容】

営業推進部門は、債務者の売掛金債権に注目し、当該売掛金を担保とし

たＡＢＬを実施し、化粧品等の仕入資金に応需している。 

当行は、売掛金担保融資（ＡＢＬ）を行う際には、債務者に対するモニ

タリングを重視しており、具体的には、月次で債務者とコンタクトを取

り、通帳のコピーや受取手形台帳などの書類を徴求し、入金件数の減少が

確認される場合には、要因等を確認する一方、出金状況から、第三債務者

の有する債権の有無を確認するなどの工夫を行っている。 

20 「担保とする事業資産毎の適格性」や「譲渡担保の基礎知識」等。 
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こうした取組の結果、債務者は、化粧品取扱高の増加による粗利益改善

等により、黒字回復に至っており、メイン行等からも資金供給が再開され

た結果、資金繰りも安定するに至っている。 

《評価事例》

➣ 経営改善支援部門が、債務者に対して、販売手法の変更により利益率の

改善を図る改善策とともに、冷凍魚介類を活用した動産担保融資（ＡＢ

Ｌ）を提案し、実行している事例   

【金融機関の業態等】 

  地域銀行、中小規模 

【債務者の業種】

鮮魚卸売業 

【債務者の業況】 

  債務者は、中央卸売市場で鮮魚の受託販売21業を営んでいるが、同市場の

取扱高減少に伴い、収益が悪化している。 

【支援内容】

経営改善支援部門は、債務者の利益率の改善を図るため、販売手法を受

託販売から買付販売22に変更する改善策を提案しているが、当該改善策に

は、漁船水揚げ時に仕入れを行う必要があるというデメリットがあった。 

一方で、同部門は、動産評価専門家の養成に努めており、動産につい

て、流通価値や在庫処分価値など、様々な価値の算定を行うとともに、そ

の管理状況等を正確に把握し、評価する技術を有している。 

こうした中、同部門は、債務者に対して、カニ・エビ・カツオ等の冷凍

魚介類を活用した動産担保融資（ＡＢＬ）を提案し、実行した結果、必要

な運転資金が確保され、債務者の業況が改善するに至っている。 

21 卸売業者が出荷者から委託を受けて販売し、手数料を取る販売方式。 
22 卸売業者が出荷者から買い付けた物品を販売すること。 
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《評価事例》

➣ 経営改善支援部門が、企業再生支援機構を活用し、当行債権の放棄、Ｄ

ＤＳによる金融支援、同機構からの新規融資、及び当行からの診療報酬債

権担保融資（ＡＢＬ）により、債務者の資金繰りの安定化を図っている等

の事例 

【金融機関の業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【債務者の業種】

  病院 

【債務者の業況】 

  消化器系疾患の医療において地域トップクラスの病院である債務者は、

借入金の増加に伴う金利負担や業容の拡大に伴う人件費負担などにより、

赤字が常態化する状況に陥っており、外部専門家を導入し、経営の改善に

向けて取り組んできたものの、資金繰りの厳しい状態が継続している。 

【支援内容】

経営改善支援部門は、メイン行として、企業再生支援機構（以下、「機

構」という。）を活用することとし、当行債権の放棄、ＤＤＳによる金融支

援、機構からの新規融資及び当行からの診療報酬債権担保融資（ＡＢＬ）

により、債務者の資金繰りの安定化を図っているほか、あわせて、機構と

ともに、債務者に人材を派遣して、ガバナンスの強化や、業績の月次モニ

タリングを行っている。 
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＜事業再生・業種転換＞ 

《評価事例》

➣ 経営改善支援部門が、中小企業再生支援協議会等と連携して、債務者の

再生計画の策定を支援し、既存借入金の肩代わり及び設備資金の追加融資

を行うとともに、行内情報ネットワークを活用して、当行取引先を紹介し

ている事例 

【金融機関の業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【債務者の業種】

温泉旅館経営 

【債務者の業況】 

  債務者は、温泉街の老舗温泉旅館であるが、過剰債務により経営が悪化

している。 

【支援内容】

経営改善支援部門は、中小企業再生支援協議会及び地域再生ファンドと

連携して、債務者の再生計画の策定を支援している。 

こうした中、同部門は、既存借入金の肩代わり及び設備資金の追加融資

を行うとともに、行内情報ネットワーク23を活用して、債務者を当行の取引

先である川魚の養殖・加工販売業者と引き合わせている。 

こうした取組の結果、同養殖・加工販売業者の川魚を使用した料理が債

務者の看板メニューとなり、売上げの増加につながっている。 

23 営業エリア内の顧客情報等について、全営業店にて閲覧可能とした情報共有システム。 
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Ⅲ．法令等遵守態勢 

♦ 評 定 事 例 
➣ コンプライアンス統括部門が、当行独自の反社会的勢力データベースに

新たな反社会的勢力等を追加する場合には、既存取引先に対するスクリー

ニングを行うこととしている一方で、全国銀行協会から提供される「反社

会的勢力リスト」に新たな反社会的勢力が追加された場合には、既存取引

先に対するスクリーニングを行うこととしていない等の事例【評定：Ｃ】

【業態等】

  地域銀行、大中規模 

【リスク特性】

 疑わしい取引の届出件数及び不正利用口座数がともに増加傾向にあり、

反社会的勢力との取引先数も相応にあることから、当行口座が犯罪に利用

されることにより、重大なレピュテーショナル・リスクに晒され、経営に

大きな影響を与える可能性が高い。 

【検査結果】

  取締役会は、「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、コンプライア

ンス統括部門を法令等遵守の統括部署としている。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

１．反社会的勢力等への対応 

コンプライアンス統括部門は、当行独自の反社会的勢力データベース

に新たな反社会的勢力等を追加する場合には、既存取引先に対するスク

リーニングを行うこととしている。 

しかしながら、同部門は、全国銀行協会から提供される「反社会的勢

力リスト」に新たな反社会的勢力が追加された場合には、既存取引先に

対するスクリーニングを行うこととしていない。 

また、同部門担当役員は、こうした実態を取締役会に報告していな

い。 

こうした中、今回検査において検証したところ、当行が把握していな

い反社会的勢力等との取引が多数認められる。 

２．複数口座保有者への対応 

コンプライアンス統括部門及び事務リスク管理部門24は、新規に開設さ

れた口座が振り込め詐欺等に不正利用されるおそれがある場合には、営

業店に、当該口座への預為連動入金禁止の設定25を行わせることとしてい

24 本人確認事務に関する業務を所管している。 
25 口座開設店舗以外から振込があった場合に、指定された口座に自動入金せずに、一旦保留扱いとする

対応。 
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る。 

一方で、当行は、個人の普通預金口座について保有数の制限を行って

おらず、複数口座の保有者が多数認められる状況にある。 

しかしながら、両部門は、既に当行に口座を保有している顧客が新規

に開設した口座について、複数口座の開設理由を具体的にヒアリングす

るよう定めていないほか、預為連動入金禁止の設定対象としていないな

ど、複数口座の保有者による口座の不正利用を防止する観点からの対応

は不十分なものとなっている。 

こうした中、今回検査において、不正利用口座先を検証したところ、

その多くが複数口座の保有者となっている実態が認められる。 

 ３．不正利用口座の早期発見及び疑わしい取引の届出 

   取締役会は、「疑わしい取引に関する規程」を策定し、コンプライアン

ス統括部門を疑わしい取引の届出の所管部署としている。 

   また、同部門は、１か月間の入出金回数等が一定の基準に該当した場

合には、「取引調査表」を営業店に還元して取引内容を確認させ、疑わし

い取引と判断される場合には、営業店から同部門へ報告させることとし

ている。 

   こうした中、同部門は、前回検査において、「コンプライアンス統括部

門は、基準が振り込め詐欺などの短期間での犯罪に係る被害等の未然防

止につながっていないにもかかわらず、モニタリング方法や基準の見直

しを検討していない。」との指摘を受けている。 

   しかしながら、同部門は、「基準の見直し」について、仮に基準を低く

設定しても疑わしい取引の届出件数はそれ程増加しないとして、見直す

こととしておらず、例えば、１日の入出金回数に着目した基準や非稼動

口座の再取引に着目した基準を導入することについて検討していない。 

   また、内部監査部門は、前回検査指摘事項に対する改善状況を検証し

ているものの、コンプライアンス統括部門が基準の見直しを行わないこ

ととした判断が妥当かどうかについては検証していない。 

   さらに、経営会議は、前回検査指摘事項に対する改善状況の報告を受

けているものの、基準の見直しを行わないことについて何ら意見を付し

ていない。 

【評定結果】 

① 反社会的勢力等に係る既存取引先のスクリーニングが行われていな

いほか、複数口座保有者に対する取引時確認態勢が不十分であるな

ど、軽微ではない態勢の不備が認められ、当行の規模・特性を踏まえ

た法令等遵守態勢の構築は不十分であること。 

② 反社会的勢力等への対応については、経営陣レベルの弱点が認めら

れ、複数口座保有者への対応については、管理者レベルの弱点が認め

られること。 

また、不正利用口座の早期発見等に係る前回検査指摘に対する対応

が不十分であること。 
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③ 当行が把握していない反社会的勢力等との取引が多数認められるな

ど、当行の業務の適切性等に対する影響が認められること。 

以上、総合的に勘案し、「Ｃ」評定が適当。 



 33

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評  価  事  例） 

Ⅰ．管理者による法令等遵守態勢の整備・確立状況 

１．管理者の役割・責任

⑴ 態勢の整備 

①【モニタリング態勢】 

➣ コンプライアンス統括部門等が、内部格付が低位である顧客に対してグル

ープ証券会社との取引を勧誘することを原則禁止としている等の行内ルール

が遵守されているかどうかを、営業店に点検させる仕組みを構築していない

等の事例

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門及び営業推進部門は、営業店がグループ証券

会社に顧客を紹介する場合、営業店に「紹介票」を作成させるとともに、

顧客から「紹介に係る同意書」26（以下、「同意書」という。）を取り付けさ

せ、原則として事務センターを経由して、紹介票及び同意書を同社に対し

て送付させた上で、同社の営業店による当該顧客に対する営業活動を開始

させることとしており、こうした取組により優越的地位の濫用を防止する

こととしている。 

また、営業推進部門は、営業店において、内部格付が低位である顧客に

対してグループ証券会社との取引を勧誘することを原則禁止としている27ほ

か、同社担当者との同行訪問を行った場合には、その状況を記録28させるこ

ととしている（以下、「当該ルール」という。）。 

しかしながら、両部門は、当該ルールが遵守されているかどうかを営業

店に点検させる仕組みを構築しておらず、両部門による営業店に対する指

導・モニタリングも十分なものとなっていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、営業店において当該ル

ールが遵守されていない事例が認められる29。 

26 当行とグループ証券会社との間で相互提供する顧客情報の利用目的、情報の範囲、情報の利用者等を

内容とする。 
27 内部格付が低位である顧客については、営業店に配置されている営業責任者の承認を得た場合に限り、

証券子会社への紹介ができることとされている。 
28 グループ証券会社との取引を顧客が応諾するかどうかは当該顧客によるが、当行との取引に一切影響

を与えるものではないことを説明したこと等について記録させることとされている。 
29 グループ証券会社に内部格付が低位な顧客の紹介が行われているにもかかわらず、営業責任者の承認

を得ていない事例、グループ証券会社の担当者との同行訪問が行われているにもかかわらず、同行訪問

記録の記載がない事例などが認められる。 
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２．コンプライアンス統括部門の役割・責任 

①【連絡・情報収集の実施】 

➣ コンプライアンス統括部門が、インサイダー取引等の防止について、当

行で管理している重要情報が限られたものとなっている実態や他社で発生

したインサイダー取引の事例を踏まえて、重要情報の管理態勢を見直す必

要がないかどうかを検討していない等の事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

取締役会は、「内部者取引未然防止方針」を策定し、コンプライアンス統

括部門をインサイダー取引等の防止に係る所管部署としているほか、行員

等30が重要情報31を取得した際の管理手法32を定めている。 

こうした中、同部門は、インサイダー取引等の防止について、当行で管

理している重要情報が限られたものとなっている実態33や他社で発生したイ

ンサイダー取引の事例を踏まえて、重要情報の管理態勢を見直す必要がな

いかどうかを検討していない。 

また、同部門、営業推進部門34及び内部監査部門は、例えば、営業店にお

いて重要情報の入手者から営業店長に対する報告が的確に行われているか

どうかをモニタリングしていないなど、営業店の重要情報管理の有効性に

ついて十分に検証していない。 

30 当行と直接雇用契約のある者及び派遣社員を含む。 
31 「内部者取引未然防止方針」において、「上場会社等およびその子会社の業務等に関する事実であって、

投資者の投資判断等に影響を及ぼすものとして金融商品取引法第 166 条第２項に規定する、別表に掲げ

る事項」とされている。 
32 行員等が、重要情報あるいは重要情報に該当するおそれのある情報を入手した場合には、直ちに部店

長に報告させることとしているほか、当該情報が重要情報に該当する場合には、部店長は、情報を入手

した者に、情報の具体的な内容及び公開予定時期等を記載する「取引先重要情報管理表」を作成させ、

必要に応じて重要情報の管理について指示を行うこととしている。 
33 当行が管理している重要情報は、「上場企業等の決算または業績予想に係わる事項」など法令に列挙さ

れた項目にとどまっている。 
34 行員等が重要情報を入手した際に、「内部者取引未然防止方針」に基づき、営業店長から「取引先重要

情報管理表」の写しの提出を受けることとされている。 
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②【法令等違反行為への対処】 

➣ 営業推進部門及びコンプライアンス統括部門が、住宅ローンのつなぎロー

ン以外の融資商品について、徴収する金利が利息制限法の上限金利を超過し

ていないかどうかの検証を行わせることとしていない事例

【業態等】

  主要行等及び外国銀行支店 

【検査結果】 

営業推進部門及びコンプライアンス統括部門は、住宅ローンのつなぎロ

ーンの繰上返済において、顧客から利息制限法の上限を超える利息を徴収

した事務事故が発生したことを踏まえ、つなぎローンにおいて繰上返済が

行われた場合には、担当部署にチェックリストを作成させて、徴収する金

利が利息制限法の上限金利を超過していないかどうかを検証させることと

している。

しかしながら、両部門は、住宅ローンのつなぎローン以外の融資商品に

ついては、同様の事務事故は発生しないと過信して、こうした検証を行わ

せることとしていない。

こうした中、今回検査において、無担保ローン商品で繰上返済が行われ

た先について検証したところ、利息制限法の上限金利を超過して利息を徴

収している事例が認められる。 

Ⅱ．個別の問題点 

１．組織犯罪等への対応

⑴ 疑わしい取引

①【疑わしい取引に関する態勢の整備】

➣ 事務リスク管理部門が、システムによる還元資料からは不正利用口座の

把握につながっていないにもかかわらず、口座の不正利用の特徴に係る分

析に基づく抽出基準の見直しを行うこととしていない等の事例

【業態等】

地域銀行、大中規模 

【検査結果】

事務リスク管理部門35は、「疑わしい取引に関する規程」を策定し、抽出

基準に該当する取引を、システムにより日次及び月次で抽出し、営業店に

還元するとともに、営業店に当該還元資料を活用して疑わしい取引の届出

の必要性に係る検討を行わせ、届出の必要があると判断される場合には、

35 不正利用口座の発生防止及び不正利用口座を発見した際の対応に関する業務を所管している。 
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同部門への報告を行わせることとしている。 

しかしながら、同部門は、口座の不正利用の特徴に係る分析に基づく抽

出基準の見直しを行うこととしていない。 

こうした中、当行においては、不正利用口座と認められた事例は、全て

警察や弁護士等からの通報により発覚したものであり、当該還元資料を活

用して発覚したものは皆無となっている実態が認められる。 

また、同部門は、営業店が、当該還元資料を適切に活用して疑わしい取

引の届出の必要性を検討しているかどうかについての検証も行っていな

い。 

こうした中、今回検査において検証を行った営業店のいずれにおいて

も、当該還元資料を活用して疑わしい取引の届出の必要性に係る検討を行

っていない実態36が認められる。 

２．反社会的勢力への対応 

①【反社会的勢力に対応する態勢の整備】 

➣ 事務リスク管理部門が、警察からの捜査関係事項照会により反社会的勢力

等の情報を把握した際に、疑わしい取引の届出は行っているものの、当該情

報のコンプライアンス統括部門への報告は行っていない事例 

【業態等】

  地域銀行、中小規模 

【検査結果】

コンプライアンス統括部門は、全国銀行協会から提供される「反社会的

勢力リスト」や警察庁から提供される「凍結口座名義人リスト」に加え

て、当行独自のリストとして、「新聞情報37リスト」及び「問題先38リスト」

を作成することにより、反社会的勢力データベースを整備することとして

いる。 

  こうした中、事務リスク管理部門は、警察から捜査関係事項照会を受け

た場合には、同照会により把握した反社会的勢力等の情報に基づき、当局

に対して疑わしい取引の届出を行うこととしている。 

また、同部門は、「疑わしい取引に関する規程」において、当局に対して

疑わしい取引の届出を行った場合には、コンプライアンス統括部門に対し

てその旨を報告することとされている。 

しかしながら、事務リスク管理部門は、当該情報を把握した際に、疑わ

しい取引の届出は行っているものの、当該情報のコンプライアンス統括部

門への報告は行っていない。 

36 疑わしい取引の届出の必要性に係る検討を行った証跡を残していないことを含む。 
37 地元新聞に掲載された暴力団、暴力団員やその共生者等の情報。 
38 営業店から暴力団員等の風評・噂のある先として情報提供があった先、警察から捜査関係事項照会が

あった先、疑わしい取引の届出をした先など、報道以外の情報。 
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こうした中、今回検査において検証したところ、当該情報が、事務リス

ク管理部門からコンプライアンス統括部門へ報告されず、反社会的勢力デ

ータベースに登録されていない事例が認められる。 

➣ コンプライアンス統括部門が、反社会的勢力に関する情報収集及び管理の

対象を暴力団関係者等の「個人」に限定し、「法人」を反社会的勢力データ

ベースに登録していない事例 

【業態等】

  信用金庫及び信用組合、中規模 

【検査結果】

コンプライアンス統括部門は、「コンプライアンス・マニュアル」におい

て、反社会的勢力39に関する情報を積極的に収集・分析するとともに、当該

情報を一元的に管理した反社会的勢力データベースを構築することとされ

ている。 

しかしながら、同部門は、反社会的勢力に関する情報収集及び管理の対

象を暴力団関係者等の「個人」に限定し、「法人」を反社会的勢力データベ

ースに登録することとしていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、反社会的勢力データベ

ース登録先と法人取引先を照合した結果、法人取引先の代表者が反社会的

勢力データベースに登録されているが、同法人については反社会的勢力デ

ータベースへの登録が行われていない事例が認められる。 

➣ 営業推進部門が、反社会的勢力ではないことの表明・確約を得た顧客につ

いて、後日、反社会的勢力であることが判明した先があるにもかかわらず、

融資担当者が新規開拓した先であり取引解消は困難であるとして、取引解消

に向けた検討を行っていない事例 

【業態等】

  信用金庫及び信用組合、小規模

【検査結果】 

理事会は、「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、新規顧客の口座

開設時には、顧客から反社会的勢力ではないことの表明・確約を得ること

としており、その後、反社会的勢力と判明した場合には、取引を解消する

こととしている。 

しかしながら、営業推進部門は、当該表明・確約を得た顧客について、

39 暴力団関係企業（暴力団員が実質的に経営に関与している企業等）を含む。 
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後日、反社会的勢力であることが判明した先があるにもかかわらず、融資

担当者が新規開拓した先であり取引解消は困難であるとして、取引解消に

向けた検討を行っていない事例が認められる。 

②【反社会的勢力に対応する担当部署の役割】

《評価事例》

➣ 反社会的勢力からの普通預金口座の復活の申出に対して、地元警察署と

連携した上で謝絶を行っている事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】  

コンプライアンス統括部門は、「コンプライアンス・マニュアル」を策定

し、「反社会的勢力」、「口座不正利用履歴者」40、「反社会的勢力の周辺者」
41及び「懸念情報先」42を反社会的勢力データベースに登録して管理すると

ともに、「反社会的勢力」、「口座不正利用履歴者」及び「反社会的勢力の周

辺者」との取引を一切排除することとしている43。 

こうした中、今回検査において検証したところ、反社会的勢力からの普

通預金口座の復活の申出に対して、地元警察署と連携した上で謝絶を行っ

ている事例が認められる。 

➣ コンプライアンス統括部門が、本部各部及び営業店に対して、業務委託

契約書に暴力団排除条項を導入するよう指示していない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】  

コンプライアンス統括部門は、警察が公表している「暴力団排除条例に

関するＱ＆Ａ」において、各種契約書に暴力団排除条項を導入するよう求

められていることを認識している。 

しかしながら、同部門は、業務委託契約については、契約前に、契約し

ようとする先の名称が反社会的勢力データベースに登録されていないかど

40 過去に預金口座を犯罪収益口座として不正利用し、強制解約に至った者。 
41 反社会的勢力の配偶者、生計を同一にする親族、内縁の妻など。 
42 新聞報道や警察情報では反社会的勢力と断定できないものの、反社会的勢力又はその周辺者の疑いが

懸念される者など。 
43 「懸念情報先」との取引は、預金取引については理由によって受け付ける場合もあるが、与信取引に

ついては排除することとしている。 
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うかを確認しているとして、本部各部及び営業店に対して、業務委託契約

書に暴力団排除条項を導入するよう指示していない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、業務委託先の大半につ

いて、業務委託契約書に暴力団排除条項が導入されていない実態が認めら

れる。 

➣ コンプライアンス統括部門が、普通口座の開設及び投資信託の購入など

の取引について、当日中に適切な事前審査を行うことができないとして、

営業店に事前審査を行わせることとしていない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】  

コンプライアンス統括部門は、営業店が融資取引等44の申込みを受けた場

合には、営業店に、取引を行う前に、当該申込者の氏名が反社会的勢力デ

ータベースに登録されている先と一致しないかどうかを確認させ、一致し

た者については警察への照会を行い、反社会的勢力であるとの正式回答を

得た場合には、融資取引等を謝絶させることとしている（以下、このプロ

セスを「事前審査」という。）。 

一方で、同部門は、普通口座の開設及び投資信託の購入などの取引につ

いては、当日中に適切な事前審査を行うことができない45として、営業店に

事前審査を行わせることとしていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、当行に普通預金口座を

有している反社会的勢力データベースへの登録先の中に、反社会的勢力と

しての認定日以降に口座が開設されている事例が認められる。 

44 当座預金口座の開設、貸金庫申込、保護預り、夜間金庫申込、物品購入及び業務委託を含む。 
45 当行の反社会的勢力データベースは、過去の新聞に掲載された情報から登録されたもので、警察に対

して最新情報の照会ができていないものが多く含まれていることから、適切な事前審査を行うためには、

警察への照会に対する回答を待たなければならないとしている。 
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３．リーガル・チェック等態勢 

①【取引及び業務に関するリーガル・チェック等態勢の整備】 

➣ 経営企画部門が、海外営業店に対して、「法務リスク検討要領」の周知を

図っておらず、法務リスクの検討対象とすべき案件について確実に検討が実

施されているかどうかを確認する仕組みについても適切な整備を行っていな

い事例 

【業態等】 

地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

経営企画部門46は、「法務リスク検討要領」を策定し、法務リスクの検討

対象案件47を定めるとともに、検討対象案件の類型に応じた検討手続48を整

備している。 

また、同部門は、前回検査における指摘49を踏まえ、本部各部及び国内営

業店に対しては、同要領の周知を図っているほか、検討対象とすべき案件

について確実に検討が実施されているかどうかを臨店指導等50を通じて確認

する仕組みを整備しているものの、海外営業店に対しては、同要領の周知

を図っておらず、検討対象とすべき案件について確実に検討が実施されて

いるかどうかを確認する仕組みについても適切な整備を行っていない。 

こうした中、海外営業店において、締結したシステムの保守契約書につ

いて、法務リスクの検討を行っていない事例が認められる。 

46 法務リスクに関する業務を所管している。 
47 ①新業務、新商品及び新サービス、②新たな種類の契約又は既存の契約についての重要な変更契約、

③法務リスクが高いと合理的・客観的に判断される内部規程、文書、取引及び業務等。 
48 営業店案件は、営業店が検討を行った上で、当該案件を所管する本部各部が１次チェックを行う。本

部案件は、当該案件を所管する本部各部が１次チェックを行う。さらに、営業店案件及び本部案件とも

に、必要に応じて、経営企画部門が２次チェックを行う。新業務等に係る約款、契約書等については、

経営企画部門が全件２次チェックを行う。 
49 「経営企画部門は、営業店に対して「法務リスク検討要領」を周知しておらず、営業店における法務

リスクの検討を十分に行っていない」との指摘。 
50 契約書の点検事項等を解説した「法務リスク検討のポイント」の発出及び研修を含む。 
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➣ コンプライアンス統括部門が、海外拠点のオンサイトモニタリングの実

施対象等の検討に当たって、現地法令の規制内容や、現地法令を遵守する

ための海外拠点内ルールの策定・運用状況を考慮することとしていない事

例

【業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、営業店におけるコンプライアンスの状況

をチェックするため、オンサイトモニタリングを実施することとしてお

り、実施対象や頻度については、コンプライアンスの重点分野に係る情報51

を基に検討することとしている。

こうした中、当行は、海外拠点を多数有し、海外業務を積極的に推進し

ている状況にあるにもかかわらず、同部門は、オンサイトモニタリングの

実施対象等の検討に当たって、現地法令の規制内容や、現地法令を遵守す

るための海外拠点内ルールの策定・運用状況を考慮することとしていな

い。

51 銀証ファイアウォール規制の分野に係る国内外の銀証連携の面談記録件数や、マネー・ローンダリン

グ等防止の分野に係る疑わしい取引の届出件数等。 
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Ⅳ．顧客保護等管理態勢 

♦ 評 定 事 例 
➣ 営業推進部門が、営業店に対して、決算期を跨った実需に基づかない短

期間の与信取引は優越的地位の濫用に当たる可能性が高いことを踏まえた

特段の対応を行っていない等の事例【評定：Ｂ（Ｃに近いＢ）】   

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【リスク特性】

  当行への苦情件数が高止まりしており、リスク性金融商品に関する顧客

説明に係る苦情も寄せられていることから、リスク顕在化の可能性は高

く、経営に重大な影響が生じるおそれがある。 

【検査結果】

取締役会は、「顧客保護等管理規程」を策定し、コンプライアンス統括部

門を顧客保護等管理の統括部署としている。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

１．決算期を跨った実需に基づかない短期間の与信取引

審査部門は、「与信取引に関する顧客説明マニュアル」を策定し、優越

的地位の濫用と誤認されるような取引を行うことを禁止している。 

こうした中、営業推進部門は、営業店に対して、貸出金残高目標を達

成するよう指示する一方で、決算期を跨った実需に基づかない短期間の

与信取引（以下、「実需に基づかない与信取引」という。）は優越的地位

の濫用に当たる可能性が高いことを踏まえた特段の対応を行っていな

い。 

また、審査部門は、営業店において、優越的地位の濫用に当たる可能

性が高い過当な歩積両建預金の受入れが行われていないかどうかを、月

次で検証している一方で、実需に基づかない与信取引が行われていない

かどうかについては、検証することとしていない。 

さらに、コンプライアンス統括部門は、実需に基づかない与信取引を

防止するための管理態勢の検証を行っていないほか、営業推進部門及び

審査部門に対して、金融検査結果事例集などを参考に、他行において発

生している実需に基づかない与信取引が当行において発生していないか

どうかを確認するよう指示していない。 

加えて、コンプライアンス委員会は、コンプライアンス統括部門等52に

対して、実需に基づかない与信取引に係る報告を求めていないほか、監

督指針53で求められている、実需に基づかない与信取引を防止するための

52 審査部門を含む。 
53 「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」。 
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管理態勢の整備についての審議も行っていない。 

こうした中、今回検査において全営業店を対象に検証したところ、多

数の営業店において、実需に基づかない与信取引が行われている実態が

認められる。 

２．顧客説明管理態勢

顧客説明対象業務の所管部署は、「顧客説明管理規程」を改定54し、営

業店が、70 歳以上の高齢者にリスク性金融商品や保険商品を販売する場

合には、可能な限り家族の同席を求めることとし、家族の同席が困難な

ときは、営業店の担当者に加え、役席者を同席させた上で、役席者に適

合性の確認を行わせることとしているほか、営業店が、外貨預金、特約

付外貨定期預金55又は保険商品の申込みを受け付けた場合には、内部管理

責任者56又は役席者に、顧客が当該申込みの内容を理解しているかどうか

を電話により確認させることとしている。 

また、営業推進部門は、特約付外貨定期預金の募集に当たり、営業店

に通達を発出し、高齢者に対する適合性確認の対象と方法が変更されて

いることについて注意喚起を行っている。 

しかしながら、同部門は、営業店に対して、適合性の確認手続を徹底

するための十分な指導を行っておらず、今回検査で検証したところ、営

業店において、70 歳以上の高齢者に対して特約付外貨定期預金を販売し

ているにもかかわらず、電話により顧客の理解状況を確認していない事

例が認められる。 

【評定結果】 

 ① 経営陣により当行の規模・特性や経営環境を踏まえた概ね十分な経

営管理態勢が構築されているものの、決算期を跨った実需に基づかな

い短期間の与信取引について、経営陣レベルの弱点が認められ、リス

ク性金融商品等の販売に係る顧客説明管理態勢について、管理者レベ

ルの弱点が認められること。 

② 今回認められた弱点は、当行の業務の適切性等に重大な影響を及ぼ

すものとは認められないこと。 

③ 前回検査指摘事項57については、概ね改善が図られていることから、

自主的な改善が期待できるものの、一部において改善の取組が十分で

はないことから、注視する必要があること。 

以上、総合的に勘案し、「Ｂ（Ｃに近いＢ）」評定が適当。 

54 改定前は、75 歳以上の高齢者にリスク性金融商品や保険商品を販売する場合に、可能な限り家族の同

席等を求めており、役席者の同席、内部管理責任者等による電話確認は要しないこととしていた。 
55 オプション内包型の外貨定期預金。一般に、通常の外貨定期預金より利率が高い。満期日の払戻しに

ついては、預入時の為替レートと判定日（満期日の２営業日前）の為替レートを比較し、その結果に応

じて、元本と利息が外貨で払い戻されるか日本円で払い戻されるかが決定される。 
56 副支店長など、営業店長の次席者。 
57 「顧客サポート等管理部門は、担当部署に対して、苦情発生原因の分析や改善策の策定を求めていな

い」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指  摘 ・ 評  価  事  例） 

Ⅰ．各管理責任者による顧客保護等管理態勢の整備・確立状況 

１．顧客説明管理態勢

⑴ 顧客説明に係る管理の実施 

①【顧客説明に係る管理態勢の整備】 

➣ 営業推進部門が、投資信託等の販売に係る業績評価方法の改定について、

販売担当者による短期回転売買の増加といったリスクがあることを認識し

ているにもかかわらず、現状のモニタリング手法がなお有効であるかどう

かについては検証していない等の事例

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

営業推進部門は、投資信託等58の販売について、業容拡大などを目的とし

て、業績評価方法を改定している59。 

こうした中、同部門は、当該改定について、販売担当者による短期回転

売買の増加といったリスクがあることを認識しているにもかかわらず、当

該リスクを踏まえて、現状のモニタリング手法60がなお有効であるかどうか

については検証していないほか、投資信託の解約・購入を短期間に行った

取引を抽出して分析するなど、販売担当者に対して牽制機能を発揮するた

めの対応も行っていない。 

また、常務会も、当該リスクの発生に備えた管理態勢の整備の必要性に

ついて、十分な議論を行っていない。 

58 公共債及び保険を含む。 
59 業績評価の対象を、純増額（販売額－解約額）から、販売額に改定。 
60 営業推進部門は、営業店が顧客に投資信託の乗換勧誘を行った場合には、営業店に、乗換勧誘の理由

及び乗換勧誘時の説明内容を「投資信託の乗換え勧誘に係る記録表」に記録させ、臨店モニタリング時

に当該記録の内容を検証することとしている。 
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⑵ 評価・改善活動

➣ コンプライアンス統括部門が、高齢者取引に占める原則外取引件数の割

合が増加傾向にあり、また、顧客適合性に係る苦情が多数発生している状

況にあることを把握しているにもかかわらず、投資型商品の勧誘販売に係

るモニタリング方法について、実効性があるかどうかを検討していない事

例

【業態等】

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、「コンプライアンスマニュアル」を策定

し、70 歳以上の高齢者に対して投資型商品の勧誘販売（以下、「高齢者取

引」という。）を行う場合において、複数日の面談61、親族からの同意取得62

が顧客からの強い依頼により行い得ない場合（以下、「原則外取引」とい

う。）には、営業店に配置された内部管理責任者の承認を要することとして

おり、同責任者に、合理的かつ具体的な承認理由を「取引確認書」に記録

させた上で、同部門に対して送付させることとしている。 

これを受け、同部門は、原則外取引について、顧客適合性の確認状況等

を定期的にモニタリングすることとしている。 

しかしながら、同部門は、高齢者取引に占める原則外取引件数の割合が

増加傾向にあり、また、顧客適合性に係る苦情が多数発生している状況に

あることを把握しているにもかかわらず、投資型商品の勧誘販売に係るモ

ニタリング方法について、実効性があるかどうかを検討していない。 

➣ コンプライアンス統括部門が、投資型商品について、高齢者及び高齢者

の親族からの苦情が多数発生しているにもかかわらず、高齢者に対する販

売ルールを見直す必要がないかどうかについて検討していない等の事例

【業態等】

地域銀行、大中規模 

【検査結果】

経営会議は、「顧客サポート等管理規程」を策定し、リスク統括部門に、

顧客からの相談・苦情及び顧客とのトラブル（以下、「苦情等」という。）

への対応の管理を行わせるほか、苦情等を踏まえた業務改善に向けた進捗

の管理を行わせることとしている63。 

61 面談（商品説明）を２日以上行うこととされている。 
62 申込日までに親族（70 歳未満の推定相続人）に同席の下で（同席が不可の場合には営業店の役職者か

らの架電等により）同意を得ることとされている。 
63 また、「事務分掌規程」において、コンプライアンス統括部門に、顧客保護等に関する業務品質向上に

関する統括及び進捗管理を行わせることとしている。 



 46

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

⑴ リスク統括部門は、苦情等が発生した場合における同部門への迅速

な報告の重要性を、営業店に対して周知徹底していない。 

こうした中、営業店において、苦情等が発生しているにもかかわら

ず同部門への報告を行っておらず、訴状や当局からの照会により初め

て同部門が認識している事例が認められる。 

⑵ コンプライアンス統括部門は、顧客からの苦情等について、顧客に

勘違いや誤解を生じさせるなど、苦情等に至った原因を当行側が作っ

たのではないかといった観点からの検証を十分に行っておらず、投資

型商品について、高齢者及び高齢者の親族から、「投資型商品のリスク

特性を十分に理解できていないのに、契約させられた。」といった苦情

が多数発生しているにもかかわらず、高齢者に対する販売ルールを見

直す必要がないかどうかについて検討していない。 

Ⅱ．個別の問題点 

１．顧客説明態勢 

⑴ 個別の取引又は商品に関する着眼点

①【リスク商品に関する顧客説明】

➣ 営業推進部門が、顧客説明マニュアルにおいて、リスク性金融商品の販

売に係る営業店長による事前承認の対象を、与信先の法人本体のみとし、

法人の代表者やその家族についてはその対象としていない等の事例

【業態等】 

  地域銀行、中小規模 

【検査結果】 

営業推進部門は、リスク性金融商品（保険商品を除く。以下同じ。）及び

保険商品の「顧客説明マニュアル」を策定し、リスク性金融商品につい

て、営業店に対して、顧客が与信先の場合には当該商品の販売64を原則とし

て禁止する一方で、例外として、与信先からの申出により販売する場合に

は、優越的な地位の濫用の問題がないことを確認するため、営業店の担当

者に「リスク性金融商品提案確認票」65を作成させた上で、営業店長の事前

承認を得させることとしている。 

  また、保険商品については、保険業法に基づく非公開金融情報の保護措

置により、販売前に与信先の法人の代表者やその家族と判別できないこと

64 リスク性金融商品の仲介を含む。 
65 リスク性金融商品を提案する理由、与信先との取引状況、与信先の直近の決算概要などを記載するも

の。 
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があるため、全ての販売先について、営業店の担当者に加入目的や申込経

緯等を記録させた上で、営業店長に適正な募集であるかどうかの確認を行

わせることとしている。 

こうした中、同部門は、同マニュアルにおいて、与信先が法人の場合に

は、リスク性金融商品の販売に係る営業店長による事前承認の対象を、与

信先の法人本体のみとし、法人の代表者やその家族についてはその対象と

していない。 

  また、同部門は、保険商品の販売先が与信先の法人の代表者やその家族

であることが事前に判明している場合に、優越的な地位の濫用の問題がな

いことを確認するため、営業店の担当者に営業店長の事前承認を得させる

必要がないかどうかについて、検討していない。 

こうした中、営業店において、与信先の法人の代表者やその家族に対し

て、優越的な地位の濫用の問題がないことを確認しないまま、リスク性金

融商品を販売している事例や、優越的な地位の濫用の観点からの検討が不

十分なまま保険商品を販売している事例が認められる。 

⑵ 弊害防止措置に関する着眼点 

➣ リスク統括部門が、与信審査部門に対して、実需確認の際に客観的な資

料に基づき検証を行うよう指示を徹底していない事例 

【業態等】

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】

リスク統括部門は、「デリバティブ取引マニュアル」を策定し、為替デリ

バティブ取引について、勧誘販売時に、顧客がリスク・テイクを目的とす

る66ことが把握された場合には、販売不可としている。 

こうした中、同部門は、為替デリバティブ取引は全件本部稟議を要する

こととし、与信審査部門に、ヘッジ対象となる取引の内容を踏まえてヘッ

ジニーズに妥当性があるかどうかの審査（以下、「実需確認」という。）を

行わせることとしている67。 

しかしながら、リスク統括部門は、与信審査部門に対して、実需確認の

際に客観的な資料に基づき検証を行うよう指示を徹底していない。 

こうした中、今回検査において、為替デリバティブ取引を新規に導入し

た先について検証したところ、与信審査部門による実需確認において、当

該取引先にどのようなヘッジニーズがあるのかについて、客観的な資料に

基づく十分な検証が行われていない事例が認められる。

66 ヘッジ対象となる取引が存在しないものをいう。なお、オーバーヘッジの場合には、顧客から強い要

請があれば取引可とされている。 
67 このほか、案件受付時に、営業店に、顧客が作成した書面により、ヘッジ対象取引及びヘッジ理由等

を確認させることとしている。 
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Ⅴ．統合的リスク管理態勢

♢ 個 別 事 例（指  摘 ・ 評  価  事  例）

Ⅰ．経営陣による統合的リスク管理態勢の整備・確立状況

⑴ 改善活動

①【改善の実施】

➣ 常務会が、ストレス・テストで算出されたリスク量が、前期末の自己資

本及び純資産額を超過する状況となっているにもかかわらず、有価証券の

運用方針の見直しなど、当該状況に対応するための方策を検討していない

事例  

【業態等】 

  信用金庫及び信用組合、小規模 

【検査結果】  

 理事会は「市場リスク管理規程」を策定し、自己資本の充実度評価に当

たって、採用したリスク計量化手法の限界・弱点をフォローする管理手法

として、ストレス・テストを実施することとしている。 

また、常務会は、同規程に基づき、経営企画部門に、ストレス・テスト

の実施結果を報告させるとともに、経営に大きく影響する重要な事項等に

ついて、対応を協議の上、必要に応じ理事会へ付議することとしている。 

  しかしながら、常務会は、ストレス・テストで算出されたリスク量が、

前期末の自己資本及び純資産額を超過する状況となっているにもかかわら

ず、有価証券の運用方針の見直しなど、当該状況に対応するための方策を

検討していない。 
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Ⅱ．管理者による統合的リスク管理態勢の整備・確立状況

１．統合的リスク管理部門の役割・責任

⑴ コントロール及び削減

①【リスク限度枠等を超過した場合の対応】

➣ リスク管理委員会が、統合的リスク量がリスク資本を超過する状況が継

続していることを把握しているものの、リスク量を管理するための具体策

について検討していない等の事例  

【業態等】 

  信用金庫及び信用組合、大規模 

【検査結果】 

理事会は、「統合的リスク管理方針」を策定し、リスク管理委員会を統合

的リスクの統括部署とし、同委員会に各リスク管理部署の連絡・報告体制

の整備や管理体制の改善を図らせることとしている。 

また、常務会は、「統合的リスク管理規程」を策定し、最低自己資本額を

定め、「統合的リスク量」と「リスク資本」の対比によって自己資本の十分

性を確認し、必要に応じて各リスク量の調整を図ることとしている。 

しかしながら、同委員会は、統合的リスク量がリスク資本を超過する状

況が継続していることを四半期ごとの報告で把握しているものの、リスク

量を管理するための具体策について検討していない。 

また、経営企画部門68は、リスク量の算定根拠となる有価証券の種類別残

高、未保全額の推移やリスク・ファクターである金利、デフォルト率の変

化など、統合的リスク量がリスク資本を超過している要因や、対応を要す

るリスクの特定のために必要な情報を同委員会や理事会に対し報告してい

ない。 

68 リスク管理委員会の事務局。 
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Ⅵ．信用リスク管理態勢 

♦ 評 定 事 例 
➣ リスク統括部門が、総与信残高に占める不動産賃貸業に対する与信残高

の割合が依然として大きい中で、営業店別や信用格付別での不動産賃貸業

に対する与信残高や与信先数の分析など、不動産賃貸業に対する与信の実

態についての詳細な分析を実施していない等の事例【評定：Ｂ（平均的な

Ｂ）】 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【リスク特性】 

  当行は、総与信残高に占める不動産賃貸業に対する与信残高の割合が相

対的に大きいことから、不動産賃貸業に対する信用リスク管理が適切に行

われず、信用リスクが顕在化した場合には、当行の経営に与える影響は大

きい。 

【検査結果】 

取締役会は、「信用リスク管理規程」を策定し、リスク統括部門を信用リ

スク管理の統括部署としているほか、審査部門を与信審査の所管部署とし

ている。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

⑴ リスク統括部門は、不動産賃貸業について、要注意先の比率が高い

ことを踏まえて、与信稟議における専決制限業種69として管理すること

としている。 

こうした中、同部門は、総与信残高に占める不動産賃貸業に対する

与信残高の割合が依然として大きい中で、同部門担当役員に対して、

当該与信残高を月次で報告するにとどまっており、例えば、営業店別

や信用格付別での不動産賃貸業に対する与信残高や与信先数の分析な

ど、不動産賃貸業に対する与信の実態についての詳細な分析を実施し

ていない。 

⑵ 審査部門は、不動産賃貸業向け与信について、原則として年１回実

施する信用格付の見直しの際に、営業店に、「不動産一覧表」を作成さ

せて、賃貸用不動産の空室率を確認させることとしているものの、こ

うした取扱いを規程に定めていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、営業店において、

信用格付の見直しの際に、「不動産一覧表」が作成されず、空室率の確

認も行われていない事例が認められる。 

69 営業店長限りで与信稟議を決裁できる与信金額の上限額が、他業種の半分の額に制限される。 
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【評定結果】 

  ① 経営陣により当行の規模・特性を踏まえた十分な信用リスク管理態

勢が構築されているものの、不動産賃貸業に関する信用リスク管理に

ついて、管理者レベルの弱点が認められること。 

  ② 今回認められた弱点は、当行の健全性等に重大な影響を及ぼすもの

とは認められないこと。 

  ③ 前回検査指摘事項70については、適切に改善が図られており、今回認

められた弱点についても、自主的な改善が期待できること。 

  以上、総合的に勘案し、「Ｂ（平均的なＢ）」評定が適当。 

70 「審査部門は、与信先の審査管理について、営業店が調査分析不足であるなど債務者の深度ある実態

把握を行っていないにもかかわらず、是正指導を十分に行っていない」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指  摘 ・ 評  価  事  例） 

Ⅰ．経営陣による信用リスク管理態勢の整備・確立状況

１．内部規程・組織体制の整備

①【信用リスク管理部門の態勢整備】

➣ 日本における代表者が、リスク管理委員会において、信用リスク管理部

門による格付の見直し状況を含め、シンジケート・ローンの実質的な与信

先を含む個別の与信先の情報を適時適切に把握するための管理態勢を構築

していない事例 

【業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店 

【検査結果】 

  日本における代表者は、リスク管理委員会を開催し、与信先の信用状況

や懸念事項について議論することとしているほか、海外本店の定める「ク

レジットポリシー」に基づき、信用リスク管理部門に、与信先の格付を見

直す必要がないかどうかについての検討を定期的71に行わせるとともに、業

況の急激な変化などにより信用状況の悪化が認められる場合には、随時見

直しの要否を検討させることとしている。 

また、同代表者は、業務計画において、シンジケート・ローンの取組を

増加させることとしている。 

しかしながら、同代表者は、同委員会において、同部門による格付の見

直し状況を含め、シンジケート・ローンの実質的な与信先を含む個別の与

信先の情報を適時適切に把握するための管理態勢を構築していない。 

こうした中、同部門において、急激な業況の変化により信用状況が悪化

しているシンジケート・ローンの実質的な与信先について格付の見直しを

適時に行っておらず、同委員会に対しても、当該実質的な与信先の信用状

況が悪化している事実を報告していない事例が認められる。 

71 与信先の内部格付に応じて、１年、又は半期に一度。 
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Ⅱ．管理者による信用リスク管理態勢の整備・確立状況

１．信用リスク管理部門の役割・責任

①【審査部門の役割・責任】

➣ 融資部門が、営業店に対して、融資の実行時や実行後における事業計画

の検証や進捗管理のほか、試算表や工事明細一覧などの徴求により、債務

者の実態を把握するよう適切な指導を行っていない事例  

【業態等】 

  信用金庫及び信用組合、中規模 

【検査結果】 

理事会は、｢信用リスク管理規程｣を策定し、融資部門に、与信関連資産

及び問題債権に係る管理やモニタリングを実施させることとしている。 

また、同部門は、審査担当として営業店を指導し、個別案件ごとのリス

ク特性を踏まえた融資応諾の妥当性を検討するとともに、個々の融資案件

について、リスク管理方針や信用リスク管理規程に則った案件であるかに

ついて、採算性や将来性を重視しつつ常時検証することとしている。 

しかしながら、同部門は、営業店に対して、融資の実行時や実行後にお

ける事業計画の検証や進捗管理のほか、試算表や工事明細一覧などの徴求

により、債務者の実態を把握するよう適切な指導を行っていない。 

このため、不動産業者に対する土地開発資金の融資実行に当たって、営

業店での債務者の事業計画に係る実効性の検証や実行後における同計画の

進捗管理が十分でなく、同計画に掲げた造成が行われなったことから、事

業が進捗せず、貸出期間の長期化を招いている事例のほか、融資実行後に

おいて、未成工事支出金を多額に計上している建設業者からの工事明細一

覧を徴求しておらず、債務者の実態把握が不十分な事例が認められる。 

②【与信管理部門の役割・責任】

➣ 審査部門が、大口与信先の与信限度額の設定・変更を取締役会に付議す

るに当たり、各債務者の与信残高や資金需要を考慮するにとどまり、各債

務者の信用リスクや企業規模等を勘案していない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

審査部門は、「信用リスク管理規程」において、一定の基準に該当する大

口与信先に係る与信限度額の設定・変更を取締役会に付議することとされ

ている。 

しかしながら、同部門は、与信限度額の設定・変更を取締役会に付議す
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るに当たり、各債務者の与信残高や資金需要を考慮するにとどまり、各債

務者の信用リスクや企業規模等72を勘案しておらず、与信限度額管理の実効

性は十分なものとなっていない。 

こうした中、取締役会において、債務者の関連会社に対して新たに融資

を実行するに当たり、当該債務者グループに対して、グループとしての信

用リスク等を十分に検討しないまま、与信限度額を設定している事例や、

与信残高が与信限度額に近接している債務者に対して、信用リスク等を十

分に検討しないまま、与信限度額を引き上げた上で追加融資を実行してい

る事例が認められる。 

➣ 信用リスク管理部門が、営業店に、与信先が会計監査人を変更していな

いかどうかを確認させることとしていないほか、会計監査人の変更が把握

された場合にも、債務者格付を変更する必要がないかどうかを検討させる

こととしていない等の事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

信用リスク管理部門は、「債務者格付規程」を策定し、営業店に、取引先

において信用力に影響が生じ得る事象が発生している場合には、債務者格

付73を変更する必要がないかどうかについて検討させることとしている。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

 ⑴ 信用リスク管理部門は、営業店に、与信先が会計監査人を変更して

いないかどうかを確認させることとしていないほか、会計監査人の変

更が把握された場合にも、債務者格付を変更する必要がないかどうか

を検討させることとしていない。 

⑵ 信用リスク管理部門は、日本公認会計士協会から全国銀行協会に対

して、会社法監査の適切な実施に係る注意喚起がなされた74ことを踏ま

えて、「債務者格付規程」を改定し、非上場大会社について、債務者格

付の新たな付与又は見直しの際に、営業店に会計監査人による監査報

告書の写しの提出を求めさせることとしている。  

こうした中、当行と与信取引のある非上場大会社の中に、会計監査

人が設置されていない先があるにもかかわらず、同部門は、当該先に

ついて、法令違反の状態にあり、決算の信頼性にも疑義が生じ得るこ

とを踏まえて、債務者格付の見直しを行う必要がないかどうかを検討

していない。 

72 業種を含む。  
73 債務者の信用力を評価して付すもの。 
74 「会社法監査の適切な実施について」（23年８月）。 
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➣ 信用リスク管理部門が、住宅ローンの借換案件に関するリスク分析を行

っておらず、また、営業統括部門も、借換案件の取扱いが増加することに

伴い、同ローンの審査基準を見直す必要がないかどうかについて検討して

いない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

 当行においては、中期経営計画に住宅ローンの肩代わり推進が掲げられ

る中、借換案件の取扱いが増加しており、借換案件に係るリスク管理の必

要性が高まっている状況にある。 

  しかしながら、信用リスク管理部門75は、借換案件に関するリスク分析76

を行っておらず、また、営業統括部門77も、借換案件の取扱いが増加するこ

とに伴い、住宅ローンの審査基準を見直す必要がないかどうかについて検

討していない。 

Ⅲ．個別の問題点

①【信用格付】

➣ 信用リスク管理部門が、信用格付モデルランクの判定後に定性評価によ

り修正を加える際の基準について、定性要因の「程度に応じて、モデルラ

ンクからの修正を行う」と定めるにとどまっており、統一的な運用が可能

な具体的なものとなっていない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

信用リスク管理部門は、「信用格付基準」を策定し、債務者の財務内容に

ついて、営業店78及び審査部門79にスコアリングモデルによる定量的な評価

に基づき信用格付モデルランクを判定させ、定性評価による修正を加えさ

せた上で、最終的な信用格付ランクを決定することとしている。 

しかしながら、同部門は、信用格付モデルランクの判定後に定性評価に

より修正を加える際の基準について、定性要因の「程度に応じて、モデル

ランクからの修正を行う」と定めるにとどまっており、当該基準は統一的

75 住宅ローンに係るリスク特性の分析・検証に関する事項等を所管している。 
76 例えば、新規案件と借換案件のデフォルト時損失率を比較することにより、借換案件が過度のリスク

を内包する状況となっていないかなど。 
77 審査基準の策定・改廃に関する事項等を所管している。 
78 一次査定を行うこととされている。 
79 二次査定を行うこととされている。 
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な運用が可能な具体的なものとなっていない。 

このため、今回検査において検証したところ、経営環境の大幅な悪化に

伴う定性評価の検討が的確に行われておらず、信用格付ランクの変更が必

要な事例が認められる。 

➣ 信用リスク管理部門が、信用格付について、決算期到来時点における信

用格付の正確性については検証しているものの、期中の信用状況の大幅な

変化に対する信用格付の随時見直しの検討が適切に行われているかどうか

については検証していない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

  信用リスク管理部門は、「信用格付基準」において、債務者に付与した信

用格付について、営業店及び審査部門に、原則として年１回、債務者の決

算期に見直しを行わせることとしているほか、営業店が債務者の信用状況

の大幅な変化に関する情報を入手した場合には、次期決算期の到来を待つ

ことなく、速やかに見直しを行う必要がないかどうかを検討させることと

している。 

また、信用リスク管理部門は、「資産査定マニュアル」を策定し、営業店

が付与した信用格付の正確性について、対象先を抽出した上で検証するこ

ととしている。 

しかしながら、同部門は、決算期到来時点における信用格付の正確性に

ついては検証しているものの、期中の信用状況の大幅な変化に対する信用

格付の随時見直しの検討が適切に行われているかどうかについては検証し

ていない。 

こうした中、営業店において、債務者へのモニタリングにより信用状況

の大幅な変化（悪化）に関する情報を把握しているにもかかわらず、信用

格付の随時見直しの検討が行われていない事例が認められる。 
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②【信用集中リスクの管理】

➣ リスク管理委員会が、現行の与信集中リスク管理手法に問題がないかど

うかについての洗出しに着手しておらず、クレジット・リミットを個社別

に設定する必要がないかどうかなど、大口与信先に対する与信集中の抑制

に向けた具体策の検討を行っていない事例 

【業態等】 

  地域銀行、中小規模 

【検査結果】 

取締役会は、「信用リスク管理規程」を策定し、融資部門に信用リスク管

理手法の見直し等80を行わせることとしているほか、中期経営計画におい

て、当行の融資ポートフォリオを分析し、与信集中リスクの抑制を図ると

ともに、大口与信先についての実態把握を強化することとしている。 

また、常務会は、信用リスク管理の対応策等81について、リスク管理委員

会に審議させることとしている。 

しかしながら、リスク管理委員会は、与信残高上位グループ先に対する

与信の状況や、業種別に設定されたクレジット・リミットの遵守状況等82に

ついて、融資部門から四半期ごとに報告を受けることとしているものの、

大口与信比率が上昇傾向にある中、現行の与信集中リスク管理手法に問題

がないかどうかについての洗出しには着手しておらず、クレジット・リミ

ットを個社別に設定する必要がないかどうかなど、大口与信先に対する与

信集中の抑制に向けた具体策の検討を行っていない。 

③【信用リスクの計測手法を用いている場合の検証項目】

➣ 信用リスク管理部門が、住宅ローンの生涯収益分析に当たって、当行と

外部機関との経過年数別のデフォルト率の形状が異なっていることが明ら

かになっているにもかかわらず、当行の実態に適したパラメータを使用す

る観点からの見直しを行っていない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

信用リスク管理部門は、住宅ローンの生涯収益分析に当たって、実行年

度別、保証料率帯別及び地区別の試算を行うこととしている。 

その際、同部門は、生涯収益を試算する際のパラメータである経過年数

別のデフォルト率について、当行のデフォルトデータの蓄積が十分でなか

80 信用リスク管理の規程整備を含む。 
81 信用リスク管理の対応状況を含む。 
82 地区別、業種別残高推移を含む。 
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ったことから、外部機関のデフォルトデータを使用することとしている。 

こうした中、当行のデフォルトデータが蓄積された結果、当行と外部機

関との経過年数別のデフォルト率の形状が異なっていることが明らかにな

っているにもかかわらず、同部門は、当該試算について、当行の実態に適

したパラメータを使用する観点からの見直しを行っていない。 
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Ⅶ．資産査定管理態勢

♦ 評 定 事 例
➣ 資産査定管理部門が、賃貸物件の不動産担保評価に当たり、「不動産担保

評価マニュアル」において、敷金等の要返済財源を控除することとしてい

ない等の事例【評定：Ｂ（Ａに近いＢ）】 

【業態等】 

地域銀行、大中規模

【リスク特性】 

  当行の償却・引当額は減少傾向にあり、また、不良債権比率も業態平均

を下回る水準にあるものの、大口与信先への与信集中が認められており、

正確な自己査定が行われなければ、経営に与える影響は相応にある。 

【検査結果】 

取締役会は、「自己査定規程」を策定し、資産査定管理部門を資産査定管

理の統括部署としている。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

１．自己査定の正確性 

資産査定管理部門は、「自己査定マニュアル」を策定し、営業店に一次

査定を実施させ、自ら二次査定を実施するとともに、内部監査部門に自

己査定の正確性に係る内部監査を実施させることとしている。 

こうした中、営業店は、同マニュアルにおいて、一過性の赤字で翌期

に黒字化することが確実と見込まれる債務者については、債務者区分を

正常先と判定することとされている。 

しかしながら、営業店は、一部の債務者について、一過性の赤字であ

るか否かの検証を十分に行っておらず、資産査定管理部門及び内部監査

部門においてもこれを看過していることから、翌期の黒字化が見込めな

いにもかかわらず、債務者区分を正常先にとどめている事例が認められ

る。 

 ２．担保不動産の評価 

   資産査定管理部門は、「不動産担保評価マニュアル」を策定し、担保不

動産について、定期的又は必要に応じて営業店に現地調査83を行わせた上

で、同部門が評価を行うこととしている。 

   また、同部門は、同マニュアルにおいて、一定の要件に該当する債務

83 融資実行後、３～５年のサイクルで行うほか、債務者区分が破綻懸念先以下となった場合に行うこと

とされている。 
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者の不動産担保については、外部の不動産鑑定士に評価を依頼すること

とし、賃貸物件の評価に当たっては、敷金等84の要返済債務を控除した評

価を行わせることとしている。 

しかしながら、同部門は、当行が自ら賃貸物件の評価を行う際には、

同マニュアルにおいて、敷金等の要返済債務を控除することとしていな

いため、賃貸物件の評価において、要返済債務の控除が行われていない

事例が認められる。 

【評定結果】 

 ① 経営陣により当行の規模・特性を踏まえた十分な管理態勢が構築さ

れているものの、自己査定の正確性や担保不動産の評価について、管

理者レベルの弱点が認められること。 

② 要追加償却・引当額の乖離は認められるものの、当行の健全性等に

重大な影響を及ぼすものとは認められないこと。 

③ 前回検査と比較して、債務者区分の変更率や要追加償却・引当額の

乖離率は、大幅に改善していること。 

  ④ 前回検査指摘事項85については、適切に改善が図られており、今回認

められた弱点についても、自主的な改善が期待できること。 

以上、総合的に勘案し、「Ｂ（Ａに近いＢ）」評定が適当。 

84 入居保証金を含む。 
85「経営改善計画の実現可能性等に係る検証を十分に行っていないことなどから、当局査定と自己査定結

果が相違する債務者が多数認められる」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指  摘 ・ 評  価  事  例） 

Ⅰ．自己査定結果の正確性及び償却・引当結果の適切性

①【自己査定結果の正確性】

➣ 審査部門が、経営改善計画の妥当性の検証に当たり、債務圧縮に向けた

方策の実現可能性についての検証を十分に行っていない等の事例 

【業態等】 

  地域銀行、中小規模 

【検査結果】 

取締役会は、「自己査定規程」を策定し、貸出金等の自己査定について、

営業店に一次査定を、審査部門に二次査定を実施させ、資産査定管理部門

に検証させることとしている。 

また、取締役会は、「自己査定マニュアル」を策定し、経営改善計画がな

ければ要管理先又は破綻懸念先と判断される先について、同計画の妥当性

を検証し、実現可能性が高い等86の要件を全て満たす場合には、その他要注

意先と判断することとしている。 

しかしながら、審査部門は、同計画の妥当性の検証に当たり、債務圧縮

に向けた方策の実現可能性についての検証を十分に行っていない。 

また、資産査定管理部門は、審査部門に対して、不良資産の判定に当た

り、債務者の資産内容や企業グループ間の資金の流れを具体的に把握する

よう指示していないほか、上場企業等87の実態把握に当たり、適時開示資料

を的確に活用するよう指示していない。 

➣ 審査部門が、営業店において、過去の当局検査や監査法人の指摘を踏ま

えて改正したマニュアルに沿って、適切に一次査定を実施しているかどう

かを十分に検証していない事例 

【業態等】 

  信用金庫及び信用組合、大規模 

【検査結果】 

  常務会は、｢自己査定基準｣を策定し、貸出金に係る一次査定を営業店

に、二次査定を審査部門に実施させた後、内部監査部門に検証させた査定

結果について承認を行い、理事会に報告することとしている。 

  また、審査部門は、前回検査の指摘88を受けて、「自己査定マニュアル」

86 計画が合理的であることを含む。 
87 上場企業グループに属する債務者を含む。 
88 「売却予定である事業用不動産の含み損を債務者の実態バランスに反映させていない」との指摘。 
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を見直し、事業の用に供していない不動産や売却計画のある不動産につい

ては、市場価格に基づく再評価を行い、実態バランスに反映させることと

している。 

  しかしながら、同部門は、営業店が、過去の当局検査や監査法人の指摘89

を踏まえ、マニュアルに沿って、適切に一次査定を実施しているかどうか

を十分に検証していない。 

  このため、業況不芳な債務者に係る自己査定において、売却を計画して

いない事業用資産の含み益を実態バランスに反映させることにより資産超

過と判定し、債務者区分を要注意先にとどめている事例や、不動産販売業

者の実態バランスにおいて販売用不動産に係る多額の含み損を反映してい

ない事例が認められる。 

➣ 資産査定管理部門が、不動産の評価の妥当性の検証について、相対的に

競争力が劣る物件や、賃料・稼働率等が下方トレンドにある物件について、

こうしたネガティブな要素を不動産評価に反映させるための具体的な検証

項目を定めていない事例 

【業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店 

【検査結果】 

  資産査定管理部門は、不動産ファンドの裏付資産である不動産の評価の

妥当性の検証について、主要なパラメータである賃料水準、稼働状況及び

取引利回りを中心とした検証を実施することとしている。 

しかしながら、同部門は、相対的に競争力が劣る物件や、賃料・稼働率

等が下方トレンドにある物件について、こうしたネガティブな要素を不動

産評価に反映させるための具体的な検証項目を定めていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、不動産ファンドについ

て、賃料・稼働率等が下方トレンドにあることなどを踏まえると、分類額

の修正が必要な事例が認められる。 

89 「債務者の保有する事業用資産（本社の土地・建物）に係る評価益について、実態バランスへの反映

は認められない」との指摘。 
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Ⅷ．市場リスク管理態勢 

♦ 評 定 事 例
➣ 市場リスク管理部門が、外貨金利のリスク量の割合が高まっている状況

にあるにもかかわらず、金利リスクを、円金利リスクと外貨金利リスクと

に区別した上でバック・テスティングを実施することとしていない事例

【評定：Ｂ（Ａに近いＢ）】  

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【リスク特性】 

  当行の有価証券ポートフォリオは、国債のデュレーションを短縮する一

方で、外国債券の比率を高めており、外貨金利リスクが適切に管理されな

ければ、リスクが顕現化し損失が発生する可能性は相応にある。 

【検査結果】 

市場リスク管理部門は、「市場リスク管理規程」において、市場リスクを

金利リスク、価格変動リスク（政策投資株式）、価格変動リスク（純投資株

式）及びその他リスクの４カテゴリーに区分して、各リスク量についてバ

ック・テスティングを実施することとしている。 

こうした中、同部門は、外国債券の購入を増加させており、外貨金利の

リスク量の割合が高まっている状況にあるにもかかわらず、金利リスク

を、円金利リスクと外貨金利リスクとに区分した上でバック・テスティン

グを実施することとしていない。 

【評定結果】 

① 経営陣は、ストレス・テスト結果を踏まえて金利リスク削減を指示

するなど、ＰＤＣＡサイクルが回っている実態が認められ、経営陣に

より当行の規模・特性を踏まえた十分な市場リスク管理態勢が構築さ

れていること。 

② 今回検査において、管理者レベルの弱点が認められるものの、当行

の健全性等に重大な影響を及ぼすものとは認められないこと。 

③ 前回検査指摘事項90については、適切に改善が図られており、今回認

められた弱点についても、自主的な改善が期待できること。 

以上、総合的に勘案し、「Ｂ（Ａに近いＢ）」評定が適当。 

90「市場リスク管理部門は、リスク限度枠と警告水準を同額に設定しており、警告水準による管理が機能

していない」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指  摘 ・ 評  価  事  例）

Ⅰ．管理者による市場リスク管理態勢の整備・確立状況

１．市場リスク管理部門の役割・責任

⑴ モニタリング

①【取締役会等への報告】

➣ 審査部門が、当行が購入した社債について、当行がこれまでに購入した債

券とは異なる新たなリスク・プロファイルを有しているにもかかわらず、新

商品として取り扱っておらず、ＡＬＭ委員会に対して、その購入に係る付議

を行っていない等の事例  

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

市場リスク管理部門は、「市場リスク管理規程」を策定し、投資対象の有

価証券について、新たなリスク・プロファイルを有する新商品を当行のポ

ートフォリオに組み入れる場合には、当該有価証券を所管する部署に、Ａ

ＬＭ委員会への付議を行わせることとしている。 

こうした中、当行が購入した、利払繰延条項・期限前償還条項・劣後特

約付無担保社債（以下、「当該社債」という。）について、以下のような問

題点が認められる。 

⑴ 審査部門は、当該社債について、当行がこれまでに購入した債券と

は 異なる新たなリスク・プロファイル91を有しているにもかかわら

ず、繰上償還期が数年後に設定されていることをもって、実質的には

償還期間数年の劣後債であると判断し、新商品として取り扱っておら

ず、ＡＬＭ委員会に対して、その購入に係る付議を行っていない。 

また、市場リスク管理部門は、審査部門から当該社債の購入稟議の

回付を受けた際に、審査部門が新商品として取り扱っていないことを

看過しており、審査部門に対して、同委員会に付議するよう求めてい

ない。 

⑵ 市場リスク管理部門は、審査部門から当該社債の購入稟議の回付を

受けた際に、当該社債のリスクを洗い出していないほか、購入後のリ

スク管理方法についても検討していない。 

こうした中、当該社債については、時価が把握できなかった場合の

リスク量の測定手法や、当該社債の償還期間が長期に及ぶという特性

を踏まえた、クレジット・スプレッドの変化による価格変動リスク測

定の必要性に係る検討が何ら行われないまま、購入が決定されている

91 長期の満期までの間に、利息の支払いが発行体の裁量によって繰り延べられる可能性がある。 
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実態が認められる。 

⑵ 検証・見直し

①【戦略目標等の見直し】

➣ 市場リスク管理部門が、市場部門が策定した運用方針について、当行の中

長期的な収益目標に則したものとなっているかどうかといった観点や、当行

の資産及び負債全体から見て最適なものとなっているかどうかといった観点

からの検証を十分に行うことなく、ＡＬＭ委員会に付議している等の事例   

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

取締役会は、「市場リスク管理規程」において、市場リスク管理部門をＡ

ＬＭ運営に関する所管部署としている。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

１．純投資有価証券に関する運用方針の策定 

市場リスク管理部門は、「ＡＬＭ管理規程」を策定し、市場部門に、純

投資有価証券に関する運用方針を年度ごとに策定させた上で、市場リス

ク管理部門がＡＬＭ委員会に対して付議することとしている。 

しかしながら、市場リスク管理部門は、市場部門が策定した運用方針

について、当行の中長期的な収益目標に則したものとなっているかどう

かといった観点や、当行の資産及び負債全体から見て最適なものとなっ

ているかどうかといった観点からの検証を十分に行うことなく、当該運

用方針をそのまま同委員会に付議している。 

こうした中、同委員会は、当該運用方針について、純投資有価証券の

種類ごと92の新規購入限度額等93について審議するにとどまっており、同

委員会による当該運用方針に係る審議は不十分なものとなっている。 

２．純投資有価証券の運用方針の検証 

市場リスク管理部門は、「ＡＬＭ管理規程」に基づき、純投資有価証券

を運用方針通りに運用したと想定した場合の総合損益と実際の総合損益

との乖離状況をモニタリングし、ＡＬＭ委員会に対して、定期的に報告

することとしている。 

こうした中、同部門は、同委員会に対して、上記の乖離状況に係る報

告を行うにとどまり、上記の乖離が発生した要因の分析や、当該分析に

基づき運用方針が有効であるかどうかについての報告を行っていない。 

92 国内債券、外国債券、投資信託等。 
93 リスク量の見通し等を含む。 
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Ⅱ．個別の問題点

１．市場リスク計測手法

⑴【市場リスク計測態勢の確立】

➣ 取締役会が、クレジット・リンク債以外の信用スプレッド変動リスクを有

する債券について、市場リスク管理部門に、同リスクの計測を行わせていな

い事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

取締役会は、中期経営計画の主要施策として、「有価証券運用力の強化」

を掲げ、クレジット投資による収益増強を図ることとしている。 

こうした中、取締役会は、当行の保有する債券のうち、クレジット・リ

ンク債については、市場リスク管理部門に信用スプレッド変動リスク94の計

測を行わせているものの、それ以外の信用スプレッド変動リスクを有する

債券95については、同リスクの計測を行わせておらず、信用スプレッド変動

リスクの把握は不十分なものとなっている。 

94 信用スプレッドが変動することによって現在価値（又は期間収益）が変動するリスク。 
95 当行は、当該クレジット・リンク債以外に、多額の事業債、金融債、円建て債等を保有している。 
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Ⅸ．流動性リスク管理態勢 

♢ 個 別 事 例（指  摘 ・ 評  価  事  例）

Ⅰ．各管理者による流動性リスク管理態勢の整備・確立状況

１．流動性リスク管理部門の役割・責任

⑴ 流動性リスクの特定・評価

①【流動性リスクの評価】

➣ ＡＬＭ委員会が、流動性リスク管理部門及び関係部署に対して、中長期

の調達・運用ギャップが生じている海外拠点について、その状況をモニタ

リングし報告する態勢を整備するよう指示していない等の事例 

【業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店 

【検査結果】 

取締役会は、「流動性リスク管理方針」を策定するとともに、ＡＬＭ委員

会を設置し、資金の調達・運用に関する事項等について審議・調整を行わ

せることとしている。また、取締役会は、流動性リスク管理部門に、流動

性リスクに係る各種リミット等の設定の企画立案を関係部署との協働によ

り行わせることとしている。 

さらに、ＡＬＭ部門及び国際業務部門は、地場通貨について、流動性対

策としてのコミットメントラインの保有状況の把握を行うこととしてい

る。 

こうした中、今回検査において、市場が比較的限定されている地場通貨

について、海外拠点ごとに短期（１年以内）と中長期の期間別での検証を

行ったところ、複数の海外拠点について、他の拠点と比較して中長期の調

達・運用にギャップが生じている状況が認められる。 

しかしながら、ＡＬＭ委員会は、流動性リスク管理部門及び関係部署に

対して、中長期の調達・運用ギャップが生じている海外拠点について、そ

の状況をモニタリングし報告する態勢を整備するよう指示していない。 

また、ＡＬＭ部門等は、地場通貨を取り扱う海外拠点に、拠点の特性に

応じて地場通貨の中長期の調達・運用ギャップに係る協議ポイントを設定

させ、協議ポイントの水準に到達した場合には、海外拠点のＡＬＭ委員会

に対応方針を協議させるといった態勢を整備していない。 
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Ⅱ．個別の問題点

１．ＡＬＭ委員会等の役割・責任

①【流動性戦略等の策定】

➣ ＡＬＭ委員会が、当面の資金調達先や資金調達額の検討を行うにとどま

り、大幅に貸出を増加させることとしている業務計画を踏まえて、コミッ

トメントライン等により安定的に資金調達を行い、流動性リスクを管理す

る方法について、十分な検討を行っていない等の事例 

【業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店 

【検査結果】 

日本における代表者は、ＡＬＭ委員会を設置し、流動性に係る方針につ

いて議論することとしているほか、「流動性リスク管理方針」に基づき、流

動性リスクの管理を行わせることとしている。  

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

１．業務計画を踏まえた流動性リスク管理 

当支店は、業務計画において、大幅に貸出を増加させるなど、ビジネ

スの積極的な拡大を図ることを計画している。 

しかしながら、ＡＬＭ委員会は、当面の資金調達先や資金調達額の検

討を行うにとどまり、当該計画を踏まえて、コミットメントライン等に

より安定的に資金調達を行い、流動性リスクを管理する方法について、

十分な検討を行っていない。 

２．流動性危機時の対応（コンティンジェンシー・プラン） 

日本における代表者は、海外本店の定める「ＡＬＭ方針」に基づき、

流動性危機時においては、資金繰りの逼迫度に応じて当支店の状況を区

分96することとしているほか、流動性リスク管理責任者に、流動性の状況

等97に係る分析を行わせるとともに、ＡＬＭ委員会及び海外本店に対し

て、当該分析の内容を報告させることとしている。 

こうした中、同代表者及び同責任者は、資金繰りの逼迫度区分に応じ

て、各職員がどのような対応を行う必要があるのかを明らかにするなど

の態勢整備を十分に行っていない。

96 ３段階に区分。 
97 流動性リスクの発生原因や流動性資金の不足額を含む。 
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Ⅹ．オペレーショナル・リスク管理態勢 

♦ 評 定 事 例 
➣ リスク統括部門が、「事務リスク管理規程」において、当日中に対応処理

が完了した事務ミス・事務事故について、事務リスク管理部門を通じた報

告を不要としている等の事例【評定：Ｂ（平均的なＢ）】

【業態等】

  地域銀行、大中規模 

【リスク特性】

 システム障害の発生件数は少ないものの、事務ミス・事務事故（以下、

「事務ミス等」という。）の発生件数が増加傾向にあり、事務ミス等に起因

した不祥事件も発生していることから、適切な事務リスク管理が行われな

ければ、顧客に相応の影響を与えるおそれがある。 

【検査結果】

  取締役会は、「リスク管理規程」を策定し、リスク統括部門をオペレーシ

ョナル・リスク管理の統括部署としているほか、事務リスク管理部門を事

務リスク管理の所管部署、システムリスク管理部門をシステムリスク管理

の所管部署としている。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

１．事務リスク管理態勢 

リスク統括部門は、「事務リスク管理規程」を策定し、営業店で発生し

た事務ミス等について、事務リスク管理部門を通じて報告を受けること

としている。 

しかしながら、リスク統括部門は、同規程において、当日中に対応処

理が完了した事務ミス等については、事務リスク管理部門を通じたリス

ク統括部門への報告を不要としており、例えば、顧客に影響を及ぼす事

務ミス等であっても、当日中に対応処理が完了したものについては報告

が行われないこととなるにもかかわらず、当該報告基準の適切性を検証

していない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、取引金額の相違や取

扱口座の相違といった顧客に影響を及ぼす事務ミス等について、営業店

で当日中に対応処理が完了したことをもって、事務リスク管理部門を通

じたリスク統括部門への報告が行われていない事例が認められ、両部門

において、事務ミス等の発生状況を正確に把握していない実態が認めら

れる。 

２．システムリスク管理態勢（危機管理態勢） 

取締役会は、「業務継続態勢規程」を策定し、経営企画部門を危機管理



 70

の統括部署としている。 

また、経営企画部門は、「業務継続基準」を策定し、総務部門を災害対

策の所管部署、リスク統括部門をシステム障害対策の所管部署としてい

るほか、総務部門、リスク統括部門及びシステムリスク管理部門（以下、

「総務部門等」という。）に、災害対策やシステム障害に関する業務継続

計画を策定させることとしている。 

しかしながら、経営企画部門は、総務部門等に対して、業務継続計画

の策定に当たり、銀行業務全体を対象として、復旧目標時間及び必要な

経営資源98を洗い出すよう指示していない。 

このため、総務部門等は、「業務継続基準」において優先的に継続すべ

き重要業務とされている口座振替業務について、復旧目標時間や対応手

順を定めていない。 

【評定結果】 

① 経営陣により当行の規模・特性を踏まえた十分なオペレーショナ

ル・リスク管理態勢が構築されているものの、事務リスク管理につい

ては、事務ミス等の報告基準の適切性に係る管理者レベルの弱点が認

められ、システムリスク管理については、業務継続計画の策定に当た

り、管理者レベルの弱点が認められること。 

  ② 今回認められた弱点は、当行の健全性等に重大な影響を及ぼすもの

とは認められないこと。 

③ 前回検査指摘事項99については、適切に改善が図られており、今回認

められた弱点についても、自主的な改善が期待できること。 

以上、総合的に勘案し、「Ｂ（平均的なＢ）」評定が適当。 

98 要員、システム（バックアップシステム、重要データのオフサイト保管を含む。）、代替オフィス等。 
99 「事務リスク管理部門は、キャッシュカード等の重要拾得物の取扱いについて、営業店に明確にして

いない」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指  摘 ・ 評  価  事  例）

《事務リスク管理態勢》 

Ⅰ．管理者による事務リスク管理態勢の整備・確立状況

１．事務リスク管理部門の役割・責任

⑴【事務統括部門の役割・責任】

➣ 事務リスク管理部門が、事務ミスによる信用保証協会保証付融資の代位

弁済否認事案が連続して発生しているにもかかわらず、当該事案の内容を

十分に確認しておらず、発生原因の分析や再発防止策の策定を関係部門任

せにしている事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

事務リスク管理部門は、「事務リスク管理規程」において、営業店で発生

した事務事故・事務ミスに係る発生原因の分析や再発防止策の策定を行う

こととされている。 

しかしながら、同部門は、前回検査以降、事務ミス100による信用保証協

会保証付融資の代位弁済否認事案が連続して発生しているにもかかわら

ず、当該事案の内容を十分に確認しておらず、発生原因の分析や再発防止

策の策定を関係部署任せにしている。 

100 代位弁済請求期限超過や担保物件への抵当権の設定漏れなど。 
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《システムリスク管理態勢》 

Ⅰ．個別の問題点

１．情報セキュリティ管理

⑴【不正使用防止】

➣ システムリスク管理部門が、個人データシステムの個人データへのアク

セスについて、業務の必要性に応じてアクセスレベルをコントロールする

体制を整備していない等の事例 

【業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店 

【検査結果】 

システムリスク管理部門は、「システムリスク管理規程」において、個人

データシステムの個人データへの不正アクセスのリスクを管理することと

されている。

しかしながら、同部門は、当該システムの個人データへのアクセスにつ

いて、業務の必要性に応じてアクセスレベルをコントロールする体制を整

備しておらず、当該システムの個人データへのアクセスが可能なカード

を、業務に必要のない者も含めて全職員に配布している。 

また、同部門は、個人データを外部記憶媒体にダウンロードし、印刷す

る場合のチェック体制を整備しておらず、全職員が、本部各部署や営業店

に設置されている端末から個人データをダウンロードし、印刷することが

可能な状態となっている。 

２．システム企画・開発・運用管理等

⑴ システム企画・開発態勢

①【開発管理】

➣ システムリスク管理部門が、次期システム移行推進プロジェクトの懸案

事項のうち、顧客への対応やシステム上の対応等を要する事項について、

全体スケジュールへの影響を踏まえて対応期限を設定するといった進捗管

理を行っていない事例 

【業態等】 

  地域銀行、中小規模 

【検査結果】 

取締役会は、「次期システム移行計画書」を承認し、次期システム移行推

進プロジェクトを立ち上げ、次期システムを稼働させる全体スケジュール

を策定している。 
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また、システムリスク管理部門は、外部委託先と合同でプロジェクト全

体会議を開催し、プロジェクト進行中に発生する懸案事項に的確に対応で

きているかどうかなど101について審議することとしている。 

こうした中、同部門は、懸案事項のうち、顧客への対応やシステム上の

対応等102を要する事項について、全体スケジュールへの影響を踏まえて対

応期限を設定するといった進捗管理を行っていない。 

➣ システムリスク管理部門が、外部委託先から結合試験工程が完了した旨

の報告を受けた際に、結合試験工程の完了基準や総合試験工程の開始基準 

が全て満たされているかどうかを確認しないまま、総合試験工程を開始す

るとの判断を行っている事例 

【業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店 

【検査結果】 

システムリスク管理部門は、「システム更改プロジェクト」の開発計画書
103を策定するとともに、システム開発の外部委託先との会議を隔週で開催

し、同プロジェクトの進捗状況を管理することとしている。 

また、同部門は、結合試験工程104、総合試験工程105及び総合運転試験工

程106の各工程について開始基準及び完了基準を定め、外部委託先との会議

において、これらの基準が全て満たされているかどうかを確認した上で、

次の工程に進むかどうかを判断することとしている。 

しかしながら、同部門は、外部委託先から結合試験工程が完了した旨の

報告を受けた際に、結合試験工程の完了基準107や総合試験工程の開始基準
108が全て満たされているかどうかを確認しないまま、総合試験工程を開始

するとの判断を行っている。 

101 プロジェクトの進捗状況に問題はないかを含む。 
102 事務上の対応を含む。 
103 プロジェクト開発の進捗管理を明確化するために策定されるもの。 
104 プログラムの機能ごとに試験する工程。 
105 システム全体を連携させて試験する工程。 
106 対外接続を含めて総合的に試験する工程。 
107 例えば、バグ検出の傾向分析及び収束状況の妥当性を確認していること。 
108 例えば、試験実施要領の作成が完了していること。 
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②【テスト等】

➣ システムリスク管理部門が、ホームページシステムについて、大量の個

人情報が保有されているものではないとして、外部からの攻撃に対して安

全かどうかを検証するテストを実施していない事例 

【業態等】 

  地域銀行、大中規模 

【検査結果】 

経営会議は、「セキュリティスタンダード」において、外部のネットワー

クに接続している情報システム109について、システムリスク管理部門に、

外部からの攻撃に対して安全かどうかを検証するテストを実施させること

としている。 

こうした中、同部門は、イントラネットシステム及びインターネットバ

ンキングシステムについては当該テストを実施しているものの、ホームペ

ージシステムについては、大量の個人情報が保有されているものではない

として、当該テストを実施していない。 

このため、顧客が新規口座を開設するために当行のホームページに入力

した個人情報については、ホームページシステムへの攻撃があった場合

に、外部に流出するおそれがないかどうかの確認が行われていない。 

３．外部委託管理

⑴ 外部委託業務の管理

①【外部委託先のモニタリング】

➣ システムリスク管理部門が、新システムへの機能追加において、過去の

障害要因を踏まえて、外部委託先に対して、テスト範囲に不足がないかど

うかを十分に確認していない事例  

【業態等】 

  主要行等及び外国銀行支店 

【検査結果】 

システムリスク管理部門は、新たなシステムを稼動させる際には、「シス

テムリスク管理規程」に基づき、当該システムの開発を行った外部委託先

が実施したテスト結果を検証するとともに、当該システムの稼動について

常務会による決裁を受けることとしている。 

こうした中、新たに稼動したシステムにおいて、稼動前後にシステム障

害が多発したことを踏まえて、同部門は、当該システムの開発を行った外

部委託先に報告を求め、その主要な要因が「テスト範囲の不足」にあった

109 イントラネットシステム、インターネットバンキングシステム及びホームページシステム。 
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ことを確認している。 

しかしながら、同部門は、当該システムへの機能追加において、こうし

た過去の障害要因を踏まえて、当該外部委託先に対して、テスト範囲に不

足がないかどうかを十分に確認しておらず、同システムへの機能追加の後

に、「テスト範囲の不足」を要因とするシステム障害が再び発生している実

態が認められる。 

４．付保預金の円滑な払戻しのための整備状況等

➣ 事務リスク管理部門が、預金口座名寄せのためのデータ整備において、

「不明先」として登録している先について、営業店において、ＡＴＭの利

用があった場合に窓口へ誘導させるよう取り組ませることとしていない事

例 

【業態等】 

  地域銀行、中小規模 

【検査結果】 

預金口座名寄せのためのデータ整備に関する所管部署である事務リスク

管理部門は、生年月日の未登録先について、営業店に対して「不明先登録

一覧表」110を半年ごとに送付し、調査111を行わせた上で、生年月日が判明

した場合には「不明先」登録を取り消すこととし、生年月日が依然として

不明な場合には「不明先」として引き続き登録することとしている。 

しかしながら、同部門は、「不明先」として登録している先について、Ａ

ＴＭによる現金の入出金に着目することとしておらず、営業店において、

ＡＴＭの利用があった場合に窓口へ誘導させるよう取り組ませることとし

ていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、「不明先」に登録してい

る口座の中には、ＡＴＭによる現金の入出金が継続的に行われている口座

が認められており、名寄せデータの整備に向けた取組は十分なものとなっ

ていない。 

110 生年月日不明先の氏名、住所、不明理由などが記載されている。 
111 郵便、電話、訪問等による調査。 
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信託兼営金融機関 
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Ⅰ．信託業務管理態勢 

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

➣ 当社は、原受託者の指図に基づき事務を行っていることから、原受託者

の指図に誤りや不備があった場合には、当社の事務も影響を受ける関係に

あるにもかかわらず、原受託者に対して、発生した問題事象を適切にフィ

ードバックし、再発防止・業務改善につなげる仕組みを構築していない事

例 

【業態等】

信託兼営銀行等 

【検査結果】 

  当社は、再信託方式により、信託財産の管理業務を受託しており、原委

託者及び原受託者との間で「三者間協定書」を締結し、原受託者と連帯し

て原委託者に対する責任を負うこととしている。 

  こうした中、当社は、原受託者の指図に基づき事務を行っていることか

ら、原受託者の指図に誤りや不備があった場合112には、当社の事務も影響

を受ける関係にあるにもかかわらず、原受託者に対して、発生した問題事

象を適切にフィードバックし、再発防止・業務改善につなげる仕組みを構

築していない。 

112 原受託者の指図の誤りや不備については、今のところ、当社が検知して事故等の顕現化を未然に防止

している実態にある。 
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Ⅱ．信託引受管理態勢

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．信託引受の適正性 

１．委託者の属性に応じた信託引受（適合性の確保） 

➣ 信託引受管理部門が、商品勧誘の開始前における顧客の適合性確認につ

いて、事前承認を行うに当たっての確認事項や定量・定性的な基準を明確

化していない事例 

【業態等】

信託兼営銀行等 

【検査結果】 

信託引受管理部門は、商品勧誘の開始前における顧客の適合性確認につ

いて、営業店に「適合性チェックシート」を起票させ、当社ルールである

分散投資基準113を充足していない先や指定基金114に対して商品を勧誘する

場合には、当該商品勧誘が妥当であるとする判断事由を記載させた上で、

事前に、同部門の承認を受けさせることとしている。 

しかしながら、同部門は、当該承認を行うに当たっての確認事項や定

量・定性的な基準を明確化していない。 

このため、商品勧誘を妥当とする判断事由の記載が、客観性や具体性に

欠け、不十分な内容となっている事例115が認められる。 

➣ 信託財産運用部門等が、年金信託の受託後における顧客属性や適合性に

ついて、厚生年金基金等の運用指針の変更時などに確認することとしてい

るものの、厚生年金基金等の理事長の交代や、市場環境の変化、他社提案

のオルタナティブ商品の組入れなどの際には、確認することとしていない

等の事例 

【業態等】

信託兼営銀行等 

【検査結果】 

信託財産運用部門、信託引受管理部門及び信託財産運用管理部門は、年

113 顧客保護の観点から、オルタナティブ投資やエマージング国への投資等を行う商品の勧誘を制限する

自社ルール。 
114 厚生年金保険法第 178 条の２第１項の規定に基づき、積立水準が著しく低い厚生年金基金として、厚

生労働大臣による指定を受けた基金。 
115 指定基金に対する商品勧誘に当たり、商品のリスク特性について、価格変動性や収益性等に係るコメ

ントが記載されていないにもかかわらず、「流動性あるプロダクトであり問題なし」として承認されてい

る事例。 
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金信託の顧客についての適合性の確認態勢を強化するため、流動性等の観

点から懸念のある一部のオルタナティブ投資に係る提案先選定基準を新設

するなどの改善を図っている。 

こうした中、顧客属性や適合性の確認について、以下のような問題点が

認められる。 

⑴ 信託引受管理部門は、新たな顧客と信託契約を締結しようとする場

合には、あらかじめ顧客属性を把握するため、営業店に「顧客カー

ド」を作成させることとしている116。 

しかしながら、同部門は、厚生年金基金等117について、年金制度や

運用に関する相応の知識を持っていると考えられることなどを理由に、

「顧客カード」の作成を不要としており、具体的な顧客属性118を把握

する態勢を整備していない119。 

⑵ 信託財産運用部門、信託引受管理部門及び信託財産運用管理部門

は、年金信託の受託後における顧客属性や適合性について、厚生年金

基金等の運用指針の変更時などに確認することとしているものの、厚

生年金基金等の理事長の交代や、市場環境の変化、他社提案のオルタ

ナティブ商品の組入れなどの際には、確認することとしていない。 

➣ 信託企画部門が、不動産管理処分信託に係る信託受益権の譲渡に際して、

信託受益権の譲渡価格と受託基準額との乖離を検証することとしているも

のの、受託基準額の算定根拠について検証し得る態勢を十分に整備してい

ない等の事例 

【業態等】

信託兼営銀行等 

【検査結果】 

信託企画部門は、不動産管理処分信託に係る信託受益権の譲渡に際し

て、委託者の不適切な目的等に利用されないことを確認するため、信託受

益権の譲渡価格と受託基準額120との乖離を検証することとしている。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

116 法人の概要、投資経験及び投資方針等を記載することとしている。 
117 企業年金基金等を含む。 
118 例えば、厚生年金基金等の組織構成や、商品（新興国債券・株式や不動産ファンド等）別の投資経験

等。 
119 営業推進部門は、営業推進上の目的から、総合型厚生年金基金に係る財政状況や資産運用実績（損益

率）等を把握することとしており、また、信託企画部門は、規約型確定給付企業年金の受託要件として、

当初受託財産額や制度全体の人数等を定め、これを把握することとしており、一部については把握して

いる。 
120 譲渡価格の妥当性を検証する際に基準とする価格。信託企画部門は、「受託基準額算定手順」におい

て、鑑定評価書等を元に受託基準額を算定することと定めている。 
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⑴ 信託企画部門は、受託基準額の算定根拠について検証し得る態勢を

十分に整備していないことなどから、還元利回りの補正に係る判断根

拠等を検証できない事例等が認められる。 

⑵ 信託企画部門は、オフバランス案件に係る信託受益権の譲渡価格と

受託基準額との乖離幅について、妥当と判断する基準を緩和している
121。 

しかしながら、同部門は、日本公認会計士協会の実務指針122におい

て、オフバランス案件の不動産が特別目的会社に「適正な価額」で譲

渡されることが求められているにもかかわらず、乖離幅が緩和した基

準内にあることのみをもって更なる検証が行われることなく引受がな

されてしまう可能性について検討することなく、当該基準を緩和して

いる実態が認められる。 

121 信託企画部門は、妥当と判断する乖離幅について、オフバランス案件は±10％以内、その他の案件は

±30％以内としていたところ、全案件±30％以内と緩和している。 
122 「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」。 
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Ⅲ．信託引受審査態勢 

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．信託引受審査の適正性 

１．共通項目 

⑴ 委託者の目的の検証 

➣ 受託審査部門及び信託委員会が、信託報酬が通常より高額に設定されて

いるにもかかわらず、委託者の目的が不適切なものでないかどうかといっ

た観点から、信託財産額及び優先・劣後受益権の設定金額の妥当性を十分

に検証していない事例 

【業態等】

信託兼営銀行等 

【検査結果】 

取締役会は、「信託引受審査方針」を策定し、信託業務について、法令等

を遵守した上で適正に行うこととしており、受託審査部門を同業務に係る

所管部署としているほか、信託委員会に受託審査に係る協議を行わせるこ

ととしている。 

こうした中、今回検査で受託審査部門及び信託委員会による受託審査の

状況について検証したところ、委託者の保有する貸付債権に係る評価損を

確定させるため、回収の可能性に応じて、同債権を優先受益権と劣後受益

権とに切り分ける信託スキームにおいて、信託報酬が通常より高額に設定

されているにもかかわらず、委託者の目的が不適切なもの123でないかどう

かといった観点から、信託財産額及び優先・劣後受益権の設定金額の妥当

性が十分に検証されていない事例が認められる。 

123 損失隠しや、不公正な会計処理など。 
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Ⅳ．信託財産管理に係る管理態勢

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．信託財産管理業務の委託の適正性 

１．業務委託先の選定に係る審査 

➣ 事務統括部門及び信託財産運用部門が、投資顧問業者が選定した証券保

護預け先について、同様の役割・機能を持つ海外カストディアンと比較し

て大幅に緩和した基準を用いて審査しているにもかかわらず、当該基準の

適切性について検証していない事例 

【業態等】

信託兼営銀行等 

【検査結果】 

当社の外国証券の管理に係る外部委託先については、事務統括部門が

「海外カストディアン選定・評価基準」124に基づき、海外カストディアン

の選定及び審査を行うこととし、信託財産運用部門が「外部委託管理手

続」125に基づき、投資顧問業者が選定した証券保護預け先の審査を行うこ

ととしている。 

こうした中、事務統括部門及び信託財産運用部門は、投資顧問業者が選

定した証券保護預け先については、同様の役割・機能を持つ海外カストデ

ィアンと比較して大幅に緩和した基準を用いて審査しているにもかかわら

ず、当該基準の適切性について検証していない。 

124 海外カストディアンの選定及び見直しに関する手続が規定されている。 
125 外部委託の管理及び運営に関する事務手続が規定されている。 
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Ⅴ．信託財産運用管理態勢

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．利益相反行為等の防止 

１．その他の留意すべき事項 

⑴ 重要な非公開情報の管理 

➣ 信託財産運用部門のコンプライアンス管理者が、公表日の 10 営業日以前

から保有している重要情報があるにもかかわらず、取引先の重要情報の公

表日から遡って 10 営業日の期間中に売買されている銘柄の検証を行うにと

どまっている等の事例 

【業態等】

信託兼営銀行等 

【検査結果】 

信託財産運用部門のコンプライアンス管理者は、ファンドマネージャー

が独自に入手したインサイダー情報に基づいて有価証券売買を行っていな

いかどうかについて検証を行うこととしている。 

また、同管理者は、トレーダーが売買を発注する際の通話（録音記録）

について、誤発注などがないかどうかの検証を行っている。 

さらに、コンプライアンス統括部門は、インサイダー情報管理者（部室

店長）を対象としてオンサイト及びオフサイトのモニタリングを行ってい

る。 

こうした中、以下のような問題点が認められる。 

⑴ 信託財産運用部門のコンプライアンス管理者は、有価証券売買の事

後検証を、四半期に一度、一銘柄に対して実施するにとどまり、株価

に与える影響等を考慮した抽出を行っていないほか、公表日の 10 営業

日以前から保有している重要情報があるにもかかわらず、取引先の重

要情報の公表日から遡って 10 営業日の期間中に売買されている銘柄の

検証を行うにとどまっており、確認対象期間の設定が適切であるかど

うかの検討は不十分なものとなっている。 

また、コンプライアンス統括部門は、同管理者による検証の頻度･内

容等の十分性について確認していない。 

⑵ 信託財産運用部門のコンプライアンス管理者は、トレーダーが売買

を発注する際の通話を四半期に一度抽出し検証しているものの、イン

サイダー取引防止の観点からは活用しておらず、より実効的な検証態

勢とするための抽出目的、範囲及びチェック頻度についての検討は不

十分なものとなっている。 



 85

⑶ コンプライアンス統括部門は、インサイダー情報管理者以外の情報

取扱者に対しては、モニタリングを実施していないほか、インサイダ

ー情報管理者に対するモニタリングにおいても、検証した証跡を残し

ていない。 

Ⅱ．信託財産運用業務の委託の適正性 

１．業務委託先の管理態勢 

➣ 営業推進部門が、財務状況の悪い委託先について、親会社の状況などを

確認することなく委託を継続し、管理部署である信託財産管理部門及び統

括部署である信託財産運用管理部門も、営業推進部門による実態把握の状

況を十分に検証していない事例 

【業態等】

信託兼営銀行等 

【検査結果】 

当社は、外部委託先管理について、委託業務の区分ごとに統括部署を定

めている。こうした中、統括部署は、委託先の財務状況が悪い場合には、

原則として委託を見合わせることとする一方で、止むを得ず委託先として

選定する必要がある場合には、委託部署にその理由を明らかにさせた上で

協議を求めるとともに、定期的に委託先の財務状況等のチェックを行わせ

ることとしている。 

また、当社は、不動産信託については、信託財産管理部門を管理部署と

し、同部門に、委託先の財務状況等についての報告を委託部署から受けさ

せ、統括部署に定期的に報告させることとしている。 

しかしながら、不動産信託の委託部署である営業推進部門が、財務状況

の悪い委託先について、親会社の状況などを確認することなく委託を継続

し、管理部署である信託財産管理部門及び統括部署である信託財産管理の

管理部門も、営業推進部門による実態把握の状況を十分に検証していない

事例が認められる。 
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Ⅵ．併営業務管理態勢 

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．併営業務管理態勢 

１．併営業務管理部門の態勢と役割 

⑴ 併営業務管理部門による管理態勢 

➣ 遺言信託管理部門が、例外的に取り扱うこととしていた遺留分侵害案件

において、当該案件の取扱いの辞退に至っている事案の原因分析を行って

おらず、受託審査の改善や営業店への指導に活用していない事例 

【業態等】

信託兼営銀行等 

【検査結果】 

  遺言信託管理部門は、「遺言信託管理規程」に基づき、相続人の間で法的

紛争を生ずる蓋然性が高い遺留分侵害案件などについては、原則として取

り扱わない126こととしている。 

こうした中、同部門が例外的に取り扱うこととしていた遺留分侵害案件

において、遺言者の相続が開始されるに至って、当該案件の取扱いを辞退

している事案が発生しているにもかかわらず、同部門は、原因の分析を行

っておらず、受託審査の改善や営業店への指導に活用していない。 

126 遺留分を侵害する場合であっても、財産分配が少ない相続人が既に遺留分の放棄を行っていることが

確認できる場合など、遺留分減殺請求につながるおそれが低く、遺言執行が円滑に実施できると想定さ

れる場合には、取り扱うことができることとしている。 
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保険会社 



 88

Ⅰ．経営管理（ガバナンス）態勢－基本的要素－

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．代表取締役、取締役及び取締役会による経営管理（ガバナンス）態勢の整備・確立状況

１．組織体制の整備

①【保険会社全体の組織体制の整備】

➣ 取締役会及び経営会議が、業務効率化が顧客に及ぼす影響について、分

析・評価を行う態勢を整備していない事例 

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

当社は、主力商品である自動車保険の特約の拡充や新規商品の開発・販

売等により、取扱商品が多様化しており、また、保有契約件数も、主力商

品を中心に増加を続けている状況にある。 

こうした中、取締役会及び経営会議は、事業費率を改善するため、不採

算ビジネスの整理に取り組むこととするとともに、組織の統廃合、各部門

の人員調整等を行う一方で、適切な内部管理及び業務品質の確保に取り組

み、過度な業務効率化による弊害を防止することとしている。 

しかしながら、取締役会及び経営会議は、業務効率化が顧客に及ぼす影

響について、分析・評価を行う態勢を整備していない。 

こうした中、過度な業務効率化により顧客への弊害127が生じている実態

が認められる。

②【保険会社全体の情報の集約及び分析・検討等】

➣ 総合企画部門が、収益性が恒常的に悪い代理店についての要因分析、改

善策の策定及び営業店への指導を行う態勢を整備していない等の事例 

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

当社は、収益性の改善が最大の経営課題となっている。 

こうした中、総合企画部門は、収入保険料ベースで大半を占める代理店

チャネルを対象に、各代理店の修正一次収支残及び修正一次収支残率128に

基づいた収益管理を行うこととしているものの、収益性が恒常的に悪い代

127 保険金支払いに係る遅延等。 
128 各代理店の収入保険料から支払保険金及び代理店手数料等を控除し、支払備金積増額を調整したもの

を修正一次収支残といい、修正一次収支残を収入保険料で割ったものを修正一次収支残率という。 
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理店についての要因分析、改善策の策定及び営業店への指導を行う態勢を

整備していないほか、経営陣に対しても、当該代理店の状況に係る情報提

供を実施していない。 

③【新規商品等に関する取扱い】

➣ 新商品委員会が、既契約者乗換え専用保険の商品開発に当たり、当社の

販売チャネルに照らした顧客ニーズ等の調査を行っていないほか、販売開

始に際しても、販売目標・収支見込み等の計画を策定していない等の事例 

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

新商品委員会は、主力商品の既契約者乗換え専用保険を開発し、販売を

開始している。 

しかしながら、同委員会は、同保険の商品開発に当たり、当社の販売チ

ャネルに照らした顧客ニーズ等の調査を行っていないほか、販売開始に際

しても、販売目標・収支見込み等の計画を策定していない。 

また、同委員会は、同保険の販売開始後も、販売実績がない状態が継続

しているにもかかわらず、当社の販売チャネルに照らして、商品内容が顧

客ニーズ等に合致しているかどうかの検証や、販売停止を含めた販売方針

の見直しについての検討・議論を行っていない。 

こうした中、同保険は、販売実績が全くないまま販売停止を余儀なくさ

れているが、同委員会は、販売停止に至った要因分析等を行っていない。

➣ 商品開発委員会が、内部収益率の算定方法を変更した際に、外貨建て商

品等について同収益率が一定比率未満となることを認識していたにもかか

わらず、保険料率を改定する必要がないかどうかについて検討していない

事例 

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

経営会議は、「保険料率管理規程」を策定し、商品開発委員会に、販売

中の商品の収益性を内部収益率129により確認させた上で、同収益率が一定

比率未満の場合には、保険料率を改定する必要がないかどうかについて検

129 商品の収益性を判断する指標。新規契約を獲得するための初期投資（事業費等）に対して、保険期間

開始から保険期間終了までに得られる収益がどの程度あるかを示すもの。 
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討させることとしている。 

こうした中、同委員会は、同収益率の算定方法を変更130した際に、外貨

建て商品や円貨建て一時払い商品の多くの商品について同収益率が一定比

率未満となることを認識していたにもかかわらず、保険料率を改定する必

要がないかどうかについて検討していない。

Ⅱ．内部監査態勢の整備・確立状況

１．内部監査部門の役割・責任

①【内部監査計画の策定】

➣ 内部監査部門が､監査対象先の選定に当たり､金融機関代理店について､当

社の保険販売件数の中で同代理店によるものの占める割合が少ないことを

理由に、リスク評価や分析を行っていない事例 

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

取締役会は、グループ会社が策定する年度ごとの監査方針に基づき、内

部監査部門に、内部監査計画を策定させ、グループ会社による事前承認を

経た上で、内部監査を実施させることとしている。その際、同部門は、各

部署のリスク評価や分析を行った上で、監査対象先の選定を行うこととし

ている。 

しかしながら､同部門は､監査対象先の選定に当たり､金融機関代理店につ

いては､当社の保険販売件数の中で同代理店によるものの占める割合が少な

いことを理由に、リスク評価や分析を行っていない。

➣ 内部監査部門が、監査対象先の選定において､各所管部署の業務に内在す

るリスクの洗出しを行っていない事例 

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

取締役会は、年度ごとに「内部監査基本方針」を策定しており、これに

基づいて、内部監査部門に内部監査を行わせることとしている。 

また、同部門は、当局の「検査基本方針」及び「監督方針」に掲げられ

130 内部収益率の計算に使用する事業費の定義を見直したもの。 
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た項目を「監査重点項目」としており、その対象となる部署の中から、監

査周期等を踏まえ、監査対象先の選定を行うこととしている。 

しかしながら、同部門は、監査対象先の選定において､各所管部署の業務

に内在するリスクの洗出しを行っておらず､リスクの所在やその程度に応じ

て監査対象先を選定する態勢の整備状況は不十分なものとなっている。

➣ 内部監査部門が、リスクアセスメントを実施するに当たり、販売チャネ

ルごとの特徴をリスク評価に反映させる必要があるにもかかわらず、グル

ープ会社の内部監査部門が作成したリスクアセスメントの標準フォーマッ

トをそのまま採用している事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

当社は、銀行窓販のほか、複数の販売チャネルを有している。 

しかしながら、内部監査部門は、リスクアセスメントを実施するに当た

り、販売チャネルごとの特徴131をリスク評価に反映させる必要があるにも

かかわらず、グループ会社の内部監査部門が作成したリスクアセスメント

の標準フォーマット132をそのまま採用している。 

こうした中、内部監査部門は、銀行窓販を所管している営業部門に対し

て、銀行窓販に係る保険募集管理態勢の監査を全く実施していない。

②【内部監査の実施】

➣ 内部監査部門が、グループ会社の内部監査部門に対して、当社とグルー

プ会社との苦情対応のルールの違いにより発生する可能性がある苦情の記

録漏れについて、監査項目の着眼点とするよう指示していない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

内部監査部門は、当社とグループ会社との間の代理代行業務のうち、当

社商品の募集等の委託業務については、当該グループ会社の内部監査部門

に監査を委託しており、同社の内部監査部門から監査結果の報告を受けた

上で、監査結果の内容を確認することとしている。 

131 例えば、銀行窓販においては、圧力募集の防止の観点から、募集人たる銀行等に対する行為規制が多

数存在する。 
132 当社のような、複数の販売チャネルを有する会社を想定したものとなっていない。 
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また、内部監査部門は、同社の内部監査部門に対して、委託業務に係る

監査項目の着眼点について指示を行うこととしている。 

しかしながら、今回検査において検証したところ、内部監査部門は、当

社と同社との苦情対応のルールの違い133により発生する可能性がある苦情

の記録漏れについて、監査項目の着眼点とするよう指示していない。 

③【フォローアップ態勢】

➣ 内部監査部門が、各部署の策定した改善対応策が具体的なものとなって

いないといった問題があることを把握しているにもかかわらず、改善に向

けた指導を行っていない事例 

【業態等】 

 損害保険会社 

【検査結果】 

内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、内部監査における指摘事項

を踏まえて各部署が策定した改善対応策を取りまとめるとともに、改善状

況のフォローアップを行うこととしている。 

しかしながら、同部門は、各部署の策定した改善対応策が具体的なもの

となっていないといった問題があることを把握しているにもかかわらず、

改善に向けた指導を行っておらず、内部監査における指摘事項が、長期間

にわたり改善されていない事例が認められる。 

➣ 内部監査部門が、支払管理部門における苦情の登録漏れ等に係る監査指

摘のフォローアップにおいて、登録件数がある程度増加したことから一定

の改善は図られたものと過信し、改善策の実効性を検証していない等の事

例 

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

内部監査部門は、監査指摘に対する各部署の改善状況をフォローアップ

した上で、取締役会に対して報告することとしている。 

こうした中、同部門は、支払管理部門における苦情の登録漏れ等に係る

監査指摘134のフォローアップにおいて、登録件数がある程度増加したこと

133 記録を要する苦情について、当社は「苦情を全て記録する」としているのに対して、グループ会社は

「当社に非がない苦情については、記録を要しない」としている。 
134 支払管理部門は、苦情登録基準の改定やモニタリングの実施等の改善に努めているとしているにもか
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から一定の改善は図られたものと過信し、改善策の実効性を検証していな

い。 

また、内部監査部門は、取締役会に対する改善状況の報告においても、

苦情の登録漏れが当社の適切な業務運営にどのような影響を与えるかとい

った観点からの報告や問題提起を行っていない。 

さらに、同部門は、顧客情報管理態勢についても、監査の都度、問題点

を指摘しているにもかかわらず、リスクを過少に評価して、有効な改善策

の策定につなげていない実態が認められる。 

かわらず、監査の都度、苦情の登録漏れについて指摘を受けている。 
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Ⅱ．法令等遵守態勢 

♦ 評 定 事 例 
➣ コンプライアンス統括部門が、インサイダー取引防止について、部署ご

との法人関係情報の入手頻度に応じた制限の実施に当たり、同情報の外部

からの入手に係る実態把握を行ったとしているものの、社内の他部署から

伝達を受ける同情報については実態把握を行っていない等の事例【評定：

Ｂ】 

【業態等】 

  生命保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、「内部者取引未然防止規程」に基づき、役

職員による株式等の売買について、部署ごとの法人関係情報の入手頻度に応

じた制限135を実施することとしている。 

しかしながら、同部門は、当該制限の実施に当たり、どの部署が、どのよ

うな法人関係情報を、どの程度外部から入手しているかについて実態把握を

行ったとしているものの、社内の他部署から伝達を受ける法人関係情報につ

いては実態把握を行っていないほか、部署ごとの株式等の売買制限のあり方

が妥当かどうかについての検証も行っていない。 

こうした中、法人関係情報を入手する頻度が高い一部の部署について、株

式等の売買が制限されていない実態が認められる。 

【評定結果】

① 経営陣により当社の規模・特性を踏まえた十分な法令等遵守態勢が構

築されているものの、インサイダー取引を防止する態勢について、管理

者レベルの弱点が認められること。 

② 今回認められた弱点は、当社の業務の適切性等に重大な影響を及ぼす

ものではないこと。 

③ 前回検査指摘事項136については、適切に改善が図られており、今回認

められた弱点についても、自主的な改善が期待できること。 

以上、総合的に勘案し、「Ｂ」評定が適当。 

135 売買禁止や、売買前の事前届出の義務付けなど。 
136 「不祥事件等について、報告基準が明確でないことなどから、必要な報告がなされていない事例が認

められる」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．管理者による法令等遵守態勢の整備・確立状況

１．管理者の役割・責任

⑴ 態勢の整備

①【コンプライアンス関連情報の収集、管理、分析及び検討】

➣ コンプライアンス統括部門が、グループ会社との連携に係るルールを整

備していないことから、グループ会社が当社社員の関与した不祥事件を当

局に届け出ているにもかかわらず、当該事実を把握しておらず、当該不祥

事件の全容解明や再発防止策の策定を行っていない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、グループ会社とともに、「コンプライアン

ス推進会議」を開催することとしており、当社グループ全体のコンプライ

アンス態勢の確立に努めるとしている。 

しかしながら、同部門は、グループ会社との連携に係るルールを整備し

ていないことから、グループ会社が当社社員の関与した不祥事件137を当局

に届け出ているにもかかわらず、当該事実を把握しておらず、当該不祥事

件の全容解明や再発防止策の策定を行っていない実態が認められる。

②【法令等違反行為処理態勢】

➣ コンプライアンス統括部門が、疑義事案が当局への届出が必要な不祥事

件に該当するかどうかについて、保険募集人の故意・重過失の有無に基づ

き判断している事例 

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、「コンプライアンス・マニュアル」を策

定し、疑義事案138の発生を把握した社員に、所属部門長を通じて同部門に

対する報告を行わせることとしている。 

137 グループ会社の代理・代行業務に係る当社社員による不祥事件。 
138 不祥事故が疑われる事案。不祥事故とは、コンプライアンス・マニュアルにおいて、「社員又は代理

店若しくはその使用人が、保険業法等に基づき届出義務のある不祥事件又はその他の保険募集に関する

不適切行為に該当する行為を行ったこと」と定義されている。 
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しかしながら、同部門は、疑義事案が当局への届出が必要な不祥事件に

該当するかどうかについて、保険業法等139の規定が、故意・重過失の存在

を要件としていないにもかかわらず、保険募集人の故意・重過失の有無に

基づき判断している。

こうした中、今回検査において検証したところ、保険募集人の故意・重

過失が認められないことを理由に、不祥事件に該当しないとされている不

適切な事例が認められる。

③【顧客サポート等管理責任者等との連携】

➣ コンプライアンス統括部門が、事務管理部門が苦情内容から不正行為の

疑いがないかどうかを判断することは可能であるとして、事務管理部門に

対して、具体的な判断基準を示していない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、前回検査の指摘事項140を踏まえた改善策

として、当社に寄せられる全ての苦情について、不正行為の疑いがないか

どうかのモニタリングを行うとともに、関係部署との連携強化に努めてき

たとしている。その結果、同部門は、一定の成果が確認できたとして、モ

ニタリングの対象を新契約に係る苦情に絞ることとし、転換契約など新契

約以外の苦情に対するモニタリングは、事務管理部門に行わせることとし

ている。 

しかしながら、コンプライアンス統括部門は、事務管理部門が策定する

「懲戒処分基準」141により不正行為の典型例を示しているため、事務管理

部門が、苦情内容から不正行為の疑いがないかどうかを判断することは可

能であるとして、事務管理部門に対して、具体的な判断基準を示していな

い。 

こうした中、今回検査において、転換契約に係る苦情を検証したとこ

ろ、不正行為の疑いのある案件が多数認められる。 

139 保険業法第 127 条第１項及び同法施行規則第 85条第５項並びに保険会社向けの総合的な監督指針。 
140 「懲戒委員会に報告されていない不正行為がある」との指摘。 
141 不正行為内容と懲戒処分内容との関係を示したもの。 
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⑵ 評価・改善活動

➣ コンプライアンス統括部門が、不祥事件届出に至らない不祥事案につい

て、発生部署に、発生原因・問題点の分析及び再発防止策の策定、並びに

本社への完了報告を行わせていない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、「不祥事案対応マニュアル」を策定し、不

祥事案が発生した場合には、発生部署に、所属部門長又は担当役員へ報告

させるとともに、発生から原則として１週間以内に「不祥事案報告書」を

提出させることとしている。 

また、同部門は、同マニュアルにおいて、不祥事件届出に至らない不祥

事案（以下、「不届事案」という。）については、発生部署の所属部門長等

に、契約者対応を確認させた後、発生原因・問題点の分析及び再発防止策

の策定を行わせた上で、本社への完了報告を行わせることとしている。 

しかしながら、同部門は、不祥事件届出に記載された発生原因・問題点

の分析及び再発防止策により、類似の事案全体に対してもその効果が及ん

でいると過信して、不届事案に係る、発生原因・問題点の分析及び再発防

止策の策定、並びに本社への完了報告を行わせておらず、同マニュアルの

規定に則した運用は行われていない。 

Ⅱ．個別の問題点

１．反社会的勢力への対応

①【反社会的勢力に対応する態勢の整備】

➣ 総務部門が、反社会的勢力データベースの掲載対象を暴力団員等に限定

し、暴力団員等以外の者で反社に含まれ得る者についての情報収集を行っ

ていない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

総務部門は、「反社会的勢力への対応規程」及び「反社会的勢力への対応

マニュアル」を策定し、反社会的勢力（以下、「反社」という。）データベ

ースを作成するなど、反社との関係遮断に向けた取組を推進することとし
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ている。 

しかしながら、同部門は、同データベースの掲載対象を暴力団員等142に

限定し、例えば「暴力団の資金獲得活動に与する行為を行っている者」な

ど、暴力団員等以外の者で反社に含まれ得る者についての情報収集を行っ

ていない。

➣ コンプライアンス統括部門が、「反社会的勢力対応要領」において反社情

報の収集・提供部署を限定しており、それ以外の部署については事務処理

マニュアルや事務フローを整備していない等の事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、各部署が事故処理や苦情受付等の顧客対

応を行う中で、契約者又は被保険者等の契約関係者が反社会的勢力（以下、

「反社」という。）であることが判明した場合には、各部署から保険引受部

門、営業店及びコンプライアンス統括部門へ報告させることとしている。 

しかしながら、コンプライアンス統括部門は、「反社会的勢力対応要領」

において反社情報の収集・提供部署を限定しており、それ以外の部署につ

いては事務処理マニュアルや事務フローを整備していないほか、各部署に

対して、反社グレー先143についての報告基準等を明示していない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、各部署が反社又は反社

グレー先と認識している契約関係者について、同部門への報告がなされて

いない事例が多数認められる。

142 暴力団構成員、同準構成員又は元暴力団員を含む。 
143 元反社あるいは反社の親族である先又は反社の疑義がある先。 
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Ⅲ．保険募集管理態勢 

♦ 評 定 事 例 
➣ 保険募集管理部門が、「損害保険募集管理マニュアル」において、代理

店管理部門による代理店の保険募集資料の改訂状況の点検について、具体

的な手法や実施時期を定めていない事例【評定：Ｂ】 

【業態等】 

  損害保険会社 

【検査結果】 

保険募集管理部門は、「損害保険募集管理マニュアル」を策定し、当社が

保険募集資料の改訂を行う場合には、代理店にも、そのウェブサイト上の保

険募集資料の改訂を行わせるとともに、代理店管理部門に、代理店における

改訂状況の点検を行わせることとしている。 

しかしながら、保険募集管理部門は、同マニュアルにおいて、代理店管理

部門による点検の具体的な手法や実施時期を定めていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、当社が保険募集資料の改

訂を行った際に､複数の代理店において、ウェブサイト上の保険募集資料の

改訂が行われず、代理店管理部門による点検においても看過されている事例

が認められる。 

【評定結果】

① 経営陣により当社の規模・特性を踏まえた十分な保険募集管理態勢が

構築されているものの、代理店の管理について、管理者レベルの弱点が

認められること。 

② 今回認められた弱点は、当社の業務の適切性等に重大な影響を及ぼす

ものではないこと。 

③ 前回検査指摘事項144については、適切に改善が図られており、今回認

められた弱点についても、自主的な改善が期待できること。 

以上、総合的に勘案し、「Ｂ」評定が適当。 

144 「電話による申込みにおいて、顧客に対するオペレーターの案内が補償内容を十分理解させる説明と

なっていない」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．経営陣による保険募集管理態勢の整備・確立状況

１．評価・改善活動

⑴ 分析・評価

①【保険募集管理態勢の分析・評価】

➣ 経営会議が、保険契約における顧客の適合性の確認において、「受電方

式」については、営業社員によるなりすまし等により、契約者の意思確認

が適切に行われないリスクがあることを認識しているにもかかわらず、保

険募集管理部門に対して、募集管理上のリスクの洗出しを行うよう指示し

ていない事例 

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

経営会議は、保険契約における顧客の適合性を確認するため、契約締結

前に、顧客に対して、外部委託先に電話で契約申込意思等の確認を行わせ

る取組145を導入しており、当該確認の方法については、営業社員に、「受電

方式」146又は「架電方式」147の２つの方式から選択させることとしてい

る。 

しかしながら、経営会議は、受電方式については、営業社員の携帯電話

を使用して確認が行われることから、営業社員によるなりすまし等によ

り、契約者の意思確認が適切に行われないリスクがあることを認識してい

るにもかかわらず、当該取組の運営を所管する保険募集管理部門に対し

て、募集管理上のリスクの洗出しを行うよう指示していない。 

また、同部門は、受電方式と架電方式との間で、顧客適合性がないとさ

れた事案の発生率に乖離があることを認識していたにもかかわらず、当該

乖離の状況について、経営会議に対して報告するにとどまり、深度ある分

析を行っていない。

145 対象は、外貨建て保険契約、変額保険契約、契約者が 65歳以上である契約及び新人営業社員が取り

扱う契約。 
146 契約申込時に、営業社員が専用ダイヤルに電話し、外部委託先が営業社員から電話を替わった顧客に

対して確認を行う方式。 
147 契約申込日とは別の日時に、外部委託先が顧客に電話し、確認を行う方式。 
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Ⅱ．管理者による保険募集管理態勢の整備・確立状況

１．保険募集管理部門の役割・責任

①【保険募集に関する法令等遵守についてのモニタリングの実施】

➣ 保険募集管理部門が、コンプライアンス一斉点検に際し、保険料の収納

において、口座振替への移行などキャッシュレス化が進展していることを

踏まえたリスクの洗出しや代理店指導等を実施していない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

当社の代理店における不祥事件については、「保険料の費消・流用」、「無

断契約」及び「無登録・無届募集」等が発生している状況にある。 

このため、保険募集管理部門は、コンプライアンス・プログラムの最重

要課題として、上記の３つの問題に焦点を当てたコンプライアンス一斉点

検148を各事業部門に実施させることとしている。 

また、同部門は、各事業部門に対して一斉点検の流れとチェック項目ご

との解説を示し、一斉点検を通じて、代理店に対する法令遵守等に係る指

導の徹底を図ることとしている。 

しかしながら、同部門は、保険料の収納において、口座振替への移行な

どキャッシュレス化が進展していることを踏まえたリスクの洗出しや代理

店指導等を実施していない。 

こうした中、今回検査において、口座振替契約の中から、契約者と口座

名義人が異なり、かつ募集人名義の口座を使用している契約を抽出して検

証したところ、当社基準に照らして不適切な（もしくは疑義のある）契約

が多数認められる。 

➣ 保険募集管理部門が、営業推進部門に代理店扱契約の早期消滅契約の調

査を行わせているものの、当該調査の対象を作成契約の有無に限定してお

り、その他の募集コンプライアンス上の問題については調査することとし

ていない等の事例  

【業態等】 

 生命保険会社 

【検査結果】 

保険募集管理部門は、「不適正契約チェック要領」を策定し、代理店扱契

約のうち、契約後１年以内に失効又は解約となった契約を早期消滅契約と

148 収入保険料規模、チャネルを問わず、専属・当社代理申請の代理店に対して実施。 
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定義し、営業推進部門に不適正契約の有無等を調査させた上で、その調査

内容の妥当性を検証することとしている。 

しかしながら、保険募集管理部門は、当該調査の対象を作成契約149の有

無に限定しており、その他の募集コンプライアンス上の問題150については

調査することとしていないほか、当社直扱契約を、調査対象から除外して

いる。 

また、同部門は、早期消滅契約のほかに、クーリングオフ又は取消しと

なった契約についても、募集コンプライアンス上の問題を内包している可

能性があるにもかかわらず、調査を行うこととしていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、クーリングオフ期間内

に解約処理が行われているなど、顧客説明の十分性に疑義のある事例が認

められる。

Ⅲ．個別の問題点

１．保険募集に共通する問題点

①【顧客に対する説明等】

➣ 保険募集管理部門が、医療保険のがん特約について、がん保険と同様に

無保険期間が生じるにもかかわらず、その旨を契約者等に周知するための

取組を行っていない事例 

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

保険募集管理部門は、がん保険に係る乗換契約の募集に当たり、保険期

間の始期から責任開始期まで一定期間の無保険期間が生じることについ

て、保険募集時の重要事項として契約のしおりや約款に記載するととも

に、無保険期間に係る専用チラシを作成して、代理店に配布することによ

り、契約者等への周知を図っている。

しかしながら、同部門は、医療保険のがん特約については、がん保険と

同様に無保険期間が生じるにもかかわらず、その旨を契約者等に周知する

ための取組を行っていない。

149 名義借り契約、無断契約、架空契約など。 
150 募集人による重要事項等についての誤った説明や不十分な説明に起因して、顧客が商品内容を承知し

ていない事案など。 
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②【保険募集資料等の表示の適切性】

➣ 保険募集管理部門が、問題が認められた保険募集用の資料等については

使用しないよう、支社、営業部門及び代理店に対して指示しているものの、

その対応状況を確認することとしていない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

保険募集管理部門は、「募集文書作成マニュアル」を策定し、当社又は代

理店が募集文書を新規に作成・使用しようとする場合には、同部門による

審査・承認を要することとしている。 

しかしながら、同部門は、23 年 12 月に当局から全保険会社に対して要

請のあった「保険募集用の資料等の表示に関する再検証」を行った結果、

問題が認められた資料等については使用しないよう、支社、営業部門及び

代理店に対して指示しているものの、その対応状況を確認することとして

いない。 

こうした中、代理店において、使用しないよう指示された資料等が継続

して使用されている事例が認められる。 

➣ 保険募集管理部門が、商品内容が記載されていない募集文書について、

審査部門による事前承認が必要となるのかどうかを明確にしていない等の

事例 

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

保険募集管理部門は、「募集作成規程」において、本社各部署、営業店、

代理店又は営業社員が募集文書を作成する場合には、審査部門による事前

承認が必要である旨を定めている。 

しかしながら、保険募集管理部門は、同規程において、募集文書の定義

を商品内容が記載されているものとしており、商品内容が記載されていな

い募集文書については、承認が必要となるのかどうかを明確にしていな

い。 

また、同部門は、募集文書の適切性を確保する観点から、代理店及び営

業社員によるホームページ（以下、「ＨＰ」という｡）の開設の有無につい

て営業店から報告させ、報告のあったＨＰを調査することとしているもの

の、営業店からの報告に漏れがないかどうかの確認を行っていないほか、

調査の頻度は数年に１度にとどまっている。 

こうした中、今回検査において検証したところ、｢お金の心配をしないで
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治療が受けられる｣といった文言が、前提条件などの注意喚起文言を併記し

ないまま使用されている募集文書が、承認を受けずに用いられている事例

や､改定前の商品の補償内容がＨＰに掲載されている事例が認められる。

③【適正な募集事務管理】

➣ 事務統括部門が、募集人の口座を利用した代理店による保険料の立替え

等の不適切な募集への対策を講じていない事例 

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

事務統括部門は、募集人の口座を利用した保険料収納について、保険料

の立替え等を防止する観点から原則として禁止151し、営業社員扱いの場合

には、該当する契約に係る遵守状況を営業社員の所属部門長に確認させる

こととしている。 

しかしながら、同部門は、代理店扱いの場合には、代理店の募集人の口

座情報を全て把握することは困難であるとして、募集人の口座を利用した

代理店による保険料の立替え等の不適切な募集への対策を講じていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、代理店による保険料の

立替え、保険料の流用及び特別利益の提供等の不適切な契約が多数認めら

れる。 

➣ 事務統括部門が、契約者が保険料の振込をコンビニエンスストアで行う

ことが可能な送金扱契約制度の導入に際して、当該制度における留意事項

などに係る規程を策定していない等の事例 

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

事務統括部門は、契約者の利便性向上を目的として、契約者が保険料の

振込をコンビニエンスストアで行うことが可能な送金扱契約制度（以下、

「コンビニ払い」という。）を導入している。 

しかしながら、同部門は、コンビニ払いにおける留意事項などに係る規

程を策定していない。 

また、コンプライアンス統括部門は、不祥事件等の発見を目的として、

151 募集人と生計を同一にする家族は除く。 
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成績仮装疑義案件の調査を実施しているものの、コンビニ払いの導入を踏

まえた調査手法の見直しを行っていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、契約者に代わって募集

人が送金している事例が多数認められる。

④【保険募集の委託・管理】

➣ 保険募集管理部門が、異例取扱事案の発生原因について、代理店の募集

実態を踏まえた深度ある分析を行っておらず、代理店に有効な再発防止策

を講じさせるには至っていない事例 

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

保険募集管理部門は、「異例取扱規程」を策定し、代理店で生じた事務処

理上の取扱ミスの訂正といった異例取扱いについて、代理店から支店に対

して経緯書を提出させた上で、支店から同部門に対して承認の申請を行わ

せることとしている。 

また、同部門は､異例取扱事案の承認を行う際に､必要に応じて､個別に発

生原因の分析を行い､代理店に対して改善指導を行うこととしている。 

しかしながら、同部門は、異例取扱事案の発生原因について、代理店の

募集実態を踏まえた深度ある分析を行わないまま、その大半は代理店の失

念や事務ミスであると整理しており、代理店に有効な再発防止策を講じさ

せるには至っていない。 
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２．損害保険関係における問題点

①【自己契約等】

➣ コンプライアンス統括部門が、自己・特定契約の点検において、契約区

分が未入力であっても契約計上が可能であるにもかかわらず、システム上

の防止措置を十分に講じていないほか、代理店が契約を意図的に他代理店

扱いとするケースの把握方法を十分に検討していない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、自己・特定契約比率152について、各支店

等が行う一斉点検153において確認することとしており、同比率が 30％を超

える代理店に対しては、改善計画書の提出を求め、是正を図ることとして

いる。 

しかしながら、同部門は、契約区分が未入力であっても契約計上が可能

であるにもかかわらず、システム上の防止措置を十分に講じていないほ

か、代理店が契約を意図的に他代理店扱いとするケースの把握方法を十分

に検討していない。 

このため、今回検査において代理店主名と契約者名（他代理店扱いを含

む）が同一である契約を検証したところ、自己・特定契約が多数認めら

れ、これにより新たに自己・特定契約比率が 30％超となる代理店が認めら

れる。

152 保険業法第 295 条により、自己もしくは自己と人的・資本的に密接な関係がある者を契約者とする保

険契約の占める比率が、取扱保険料全体の 50％を超えることを禁止している。なお、監督指針において

は、同比率が 30％を超える代理店への改善指導を求めている。 
153 代理店業務監査時に行う「自己・特定契約管理シート点検」、代理店の事業年度末に行う「自己・特

定契約事業年度末一斉点検」。 
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Ⅳ．顧客保護等管理態勢 

♦ 評 定 事 例 
➣ 支払管理部門が、保険金等の支払漏れが生じやすいケースを抽出し、事

後検証を行っているものの、事後検証の範囲が、保険金等の支払漏れを捕

捉する観点から適切なものとなっているかどうかを検証していない等の事

例【評定：Ｃ】 

【業態等】 

  損害保険会社 

【検査結果】

１．保険金等支払管理態勢

支払管理部門は、付随的な保険金等を支払わない場合には、正当な理由等

を入力しなければシステム上で案件を完了できないシステムを導入している

ほか、保険金等の支払漏れが生じやすいケースを抽出し、事後検証を行うこ

ととしている。 

しかしながら、同部門は、事後検証の範囲が、保険金等の支払漏れを捕捉

する観点から適切なものとなっているかどうかを検証していないほか、事後

検証で保険金等の支払漏れが判明した場合に、同種の支払漏れを防止するた

めに、マニュアルや事務プロセスを整備する必要性がないかどうかを検討し

ていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、複数の保険種目にまたが

る保険金等の支払漏れや、付随的な保険金等の支払漏れ等が認められる。

また、同部門は、各損害サービスセンターにおいて、保険金等支払いに係

る顧客との交渉経緯の記録が紙ベースで管理され、自らも事後検証を手作業

で行っている現状を踏まえ、システム開発部門に対して、システム開発案件

としての要望154を行っている。 

しかしながら、システム開発案件の決定を行う経営会議は、顧客に与える

影響等の観点からの議論を行っておらず、当該システム開発案件は未着手の

状態となっている。

２．顧客サポート等管理態勢

① 苦情の把握 

顧客サポート等管理部門は、前回検査の指摘155を踏まえ、コールセン

ターのオペレーター用の苦情情報報告基準を策定し、同センターから同

部門へ報告すべき申出の判断基準を明確化するとともに、同センターの

受電記録について、半期ごとに、サンプル抽出によるモニタリングを行

うこととしている。 

しかしながら、同部門は、事故受付に特化したコールセンターについ

154 保険金等支払いに係る名寄せシステム及び支払工程管理システムの開発を要望している。 
155 コールセンターから顧客サポート等管理部門への苦情情報の報告漏れについての指摘。 
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ては、オペレーター用の苦情情報報告基準を策定していないほか、受電

記録のモニタリングも実施することとしていない。 

また、同部門は、顧客から寄せられた苦情を、顧客サポートデータベ

ースシステムにより一元的に集約し、苦情の発生対応状況の正確な把

握・管理を行うこととしている。 

しかしながら、同部門は、解決済みの苦情であっても、顧客サポート

データベースシステムに登録すべき苦情に当たることをコールセンター

に周知・徹底していない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、コールセンターから

同部門への苦情の報告が漏れている事例が多数認められる。

② 苦情を業務改善につなげる取組

取締役会及び経営会議は、顧客サポート委員会を設置し、同委員会

に、顧客サポート等管理部門が集約・分析した苦情データを基に、業務

改善事項の設定、担当部門への指示及び改善策の実施状況の検証を行わ

せることとしている。 

こうした中、同委員会が業務改善事項として設定した事項について、

継続して苦情が発生しているにもかかわらず、同委員会は、担当部門が

実施している改善策の実効性を検証しておらず、苦情を業務改善に活用

する取組は不十分なものとなっている。 

【評定結果】

① 保険金等支払いに係る事後検証が適切に行われる態勢となっていない

など、軽微ではない態勢の不備が認められ、当社の規模・特性を踏まえ

た顧客保護等管理態勢の構築は不十分であること。

② 保険金等支払管理態勢については、経営陣レベルの弱点が認められる

ほか、顧客サポート等管理態勢については、管理者レベルの弱点が認め

られること。

③ 保険金等支払いにおいて、態勢の不備を起因とする支払漏れ等が認め

られ、当社の業務の適切性等に対する影響が認められること。   

以上、総合的に勘案し、「Ｃ」評定が適当。 
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♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．各管理責任者による顧客保護等管理態勢の整備・確立状況

１．保険契約管理態勢

⑴ 契約管理部門の役割・責任

①【保険契約管理に関するモニタリングの実施】

➣ 業務管理部門が、超過保険等の発生防止のための顧客への説明を営業社

員又は代理店任せにしているほか、契約締結後のサンプルチェックなどに

より、超過保険等となっていないかどうかを検証することとしていない等

の事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

業務管理部門は、超過保険156等157について、募集文書に注意喚起文言を

記載するなどにより、顧客に対して注意喚起を行い、発生防止に努めてき

たとしている。 

しかしながら、同部門は、超過保険等の発生防止のための顧客への説明

を営業社員又は代理店任せにしているほか、契約締結後のサンプルチェッ

クなどにより、超過保険等となっていないかどうかを検証することとして

いない。 

また、各商品部門は、保険事故が発生した際に、損害サービスセンター

において超過保険が発見され、「著しい超過保険」158に該当する場合には、

報告を受けるとともに、超過保険料を顧客へ返金することとしているもの

の、「著しい超過保険」に該当しない場合には、報告を受けることとしてい

ない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、特約の重複等により、

顧客に不要な保険料を負担させている事例が多数認められる。

156 保険金額が保険価額を超えているもの。 
157 重複保険を含む。 
158 保険価額の 50％以上、又は百万円以上超過している保険。 
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２．保険金等支払管理態勢

⑴ 管理者の役割・責任

① 内部規程等の策定

➣ 支払管理部門が、搭乗者傷害保険の支払漏れ事案を踏まえ、「死傷区分

の違い」については、追加調査を行っている一方で、「部位・症状の違

い」については、追加調査を行っていないほか、搭乗者障害保険支払後に

入手した診断書により部位・症状を確認する業務フローやチェック態勢を

構築していない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

支払管理部門は、他社における支払漏れに関する報道を受け、当社にお

ける同様な事案の有無について調査を行った結果、搭乗者傷害保険（以

下、「搭傷」という。）の支払事案の中に、「部位・症状の違い」159による

支払漏れ、「死傷区分の違い」160による支払漏れを確認し、追加支払いを

行っている。 

このため、同部門は、「死傷区分の違い」について追加調査を実施して

おり、その結果支払漏れ事案を確認し、追加支払いを行っているほか、再

発防止策として、人身傷害保険支払時に、担当支店等に搭傷の追加支払い

の必要性がないかどうかを確認させる仕組みを導入している。 

一方で、同部門は、「部位・症状の違い」については、症状が治療の過

程で重篤なものに変化する可能性は極めてまれであるとして、追加調査を

行っていないほか、搭傷支払後に入手した診断書により部位・症状を確認

する業務フローやチェック態勢を構築していない。 

このため、今回検査において、搭傷支払事案を検証したところ、骨折を

打撲として支払っているものなど、「部位・症状の違い」による支払漏れが

認められる。

159 骨折、肺挫傷などの重篤な傷病が、初期（初診時など）時点で診断されず、その後の診察により診断

されたもの。 
160 搭傷の部位・症状別による支払終了後、人身傷害保険において後遺障害を認定した際に、搭傷の後遺

障害認定の必要性を検証していないため、追加支払いの漏れが発生したもの。 
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➣ 損害調査部門が、後遺障害逸失利益保険金を支払担当部門に算出させる

に当たり、査定要素をどのように査定結果に反映させるのかを明確にして

いないほか、支払担当部門に対する定期検査において、算出された保険金

額の妥当性についての検証を行っていない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

損害調査部門は、後遺障害逸失利益保険金161を支払担当部門に算出させ

るに当たり、保険約款に基づき、後遺障害の部位・程度、被保険者の職

業、現実の減収額及び将来の収入の蓋然性といった査定要素を反映させた

上で、損害調査部門が定める「損害調査マニュアル」における後遺障害逸

失利益賠償金の算定方法を準用させることとしている。 

しかしながら、損害調査部門は、こうした査定要素をどのように査定結

果に反映させるのかを明確にしていないほか、支払担当部門に対する定期

検査において、算出された保険金額の妥当性についての検証を行っていな

い。 

こうした中、今回検査において、同保険金の支払事案を検証したとこ

ろ、支払担当部門の担当者ごとに判断が異なっていることに起因して、保

険金の支払額が過少となっている事案及び過大となっている事案が認めら

れる。

② 態勢の整備

➣ コンプライアンス統括部門が、疑義事案の調査を行うに当たり、契約者

等が三者面談を望まない場合には、それ以上の調査を行わないまま、「調査

棚上げ」又は「事故非該当」のいずれかに分類しており、不祥事故の該

当・非該当の判断を適切に行っていない等の事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

支払管理部門は、告知義務違反による契約の解除権の行使について責任

を持つ部署として、全ての事案について事実関係を確認し、医的査定を行

うとともに、コンプライアンス統括部門による疑義事案162に係る調査結果

161 被保険者が後遺障害を被ったことにより発生する将来の逸失利益を填補する保険金。後遺障害等級に

応じた労働能力喪失期間及び労働能力喪失率を、現実収入額等に乗じて算出する。 
162 不祥事故が疑われる事案。不祥事故とは、コンプライアンス・マニュアルにおいて、「社員又は代理

店若しくはその使用人が、保険業法等に基づき届出義務のある不祥事件又はその他の保険募集に関する

不適切行為に該当する行為を行ったこと」と定義されている。 
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等を踏まえた上で、最終判断を行うこととしている。 

また、コンプライアンス統括部門は、疑義事案の調査を行うに当たり、

契約者等と保険募集人の事実認識に相違がある場合には、契約者等に対し

て、三者面談163を提案することとしている。 

こうした中、コンプライアンス統括部門は、契約者等が三者面談を望ま

ない場合には、三者面談を契約者等が拒否したとして、それ以上の調査を

行わないまま、「調査棚上げ」又は「事故非該当」のいずれかに分類してお

り、不祥事故の該当・非該当の判断を適切に行っていない。 

また、支払管理部門は、告知義務違反の事実と発生した疾病との間に医

的な因果関係が認められた事案について、コンプライアンス統括部門によ

る疑義事案の調査結果で不祥事故には該当しないと判断された場合には、

事実関係の確認を行わないまま、契約の解除権を行使している。 

こうした中､今回検査において検証したところ、不適切な契約の解除権の

行使により保険金等が不払いとなっている事例164が認められる。

➣ 支払管理部門が、当社の店舗総合保険の契約者の中には、短期間のうち

に多数の保険事故が発生している者が含まれているにもかかわらず、こう

した契約者を把握・管理していないなど、モラルリスクの排除に向けた態

勢を十分に整備していない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

支払管理部門は、「損害調査マニュアル」を策定し、保険金等の支払可

否の判断に当たっての基本的な考え方として、モラルリスク165の排除に留

意しつつ、慎重に損害調査を行う旨を定めている。 

しかしながら、同部門は、当社の店舗総合保険の契約者の中には、短期

間のうちに多数の保険事故が発生している者が含まれているにもかかわら

ず、こうした契約者を把握・管理していないなど、モラルリスクの排除に

向けた態勢を十分に整備していない。 

こうした中、今回検査において、店舗総合保険に係る損害調査の状況を

検証したところ、短期間のうちに多数の保険事故が発生している契約者に

対して、モラルリスクの観点からの損害調査が行われないまま、保険金が

支払われている事例が認められる。 

163 当社、保険募集人、契約者等の三者による面談。 
164 当社が三者面談を行うことを提案したが、契約者等に拒否され、事実関係を確認していないにもかか

わらず、告知義務違反と判断し、保険契約を解除したものなど。 
165 例えば、事故発生日時を虚偽報告して保険金等を詐取する行為。 
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⑵ 支払管理部門の役割・責任

①【保険金等支払管理に係る具体的施策等の実施】

➣ 支払管理部門が、後遺障害事案について、顧客の身体状況の経過管理を

行うこととしていないほか、請求勧奨を行うかどうかを担当者の判断に委

ねている事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

支払管理部門は、「保険金支払マニュアル」を策定し、事故受付から一定

期間が経過した事案について、経過管理を行うとともに、保険金等受取人

に対して、定期的な連絡を行い、請求勧奨を行うこととしている。 

しかしながら、同部門は、後遺障害事案について、顧客の身体状況の経

過管理を行うこととしていないほか、請求勧奨を行うかどうかを担当者の

判断に委ねている。 

こうした中、今回検査において、入院日数が長期間にわたる事例などを

検証したところ、後遺障害保険金の支払要件に該当する可能性が高いにも

かかわらず、請求勧奨が行われていない事例が認められる。

３．顧客サポート等管理態勢

⑴ 顧客サポート等の実施

①【記録、保存及び報告】

➣ 顧客サポート等管理部門が、各部門における顧客サポートデータベース

への苦情登録状況を検証する態勢を整備していない等の事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

顧客サポート等管理部門は、「顧客サポート運用要領」を策定し、顧客か

らの申出のうち、不満が表明されているものを「苦情」と定義し、当該苦

情が自部門の業務等に起因するかどうかにかかわらず、受け付けた者に顧

客サポートデータベース（以下、「ＤＢ」という。）への登録を行わせるこ

ととしている。 

しかしながら、同部門は、ＤＢへの苦情登録状況について、四半期ごと

に顧客サポート委員会に報告することとしているものの、各部門における

苦情の登録状況を検証する態勢を整備していない。 

こうした中、支払管理部門における苦情登録について、以下のような問

題点が認められる。 
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 支払管理部門は、保険金支払いに関する顧客対応履歴については、全

件を保険金支払システムに登録することとしており、そのうち苦情につ

いてはＤＢにも登録することとしている。 

しかしながら、同部門は、内部監査において、複数回にわたり苦情の

登録漏れについての指摘を受けているにもかかわらず、同部門内で苦情

をＤＢへ登録するよう促すにとどまり、苦情の登録漏れを把握するため

の検証を行っていない。 

こうした中、今回検査において、保険金支払システムに登録されてい

る対応履歴のうち、当社が苦情に該当すると判断した事案について、苦

情登録の有無を確認したところ、多数の登録漏れが認められる。

４．顧客情報管理態勢

⑴ 顧客情報管理の実施

①【各部門の顧客情報管理状況等のモニタリング】

➣ コンプライアンス統括部門が、各部門が顧客情報を外部委託先に提供す

る場合に締結することとしている「機密情報及び顧客情報保護に関する覚

書」について、その締結状況を確認するなどのフォローアップを行ってい

ない等の事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、「個人情報の外部委託に係る規程」を策定

し、各部門が外部委託先に顧客情報を提供する場合には、外部委託先との

間で「機密情報及び顧客情報保護に関する覚書」（以下、「覚書」という。）

を締結させることとしている。 

しかしながら、同部門は、各部門における覚書の締結状況を確認するな

どのフォローアップを行っていない。 

また、同部門は、顧客情報を取り扱う外部委託先が再委託を行う場合に

は、担当部門に、再委託先が外部委託先と同等以上の管理レベルにあるこ

とを確認させた上で、事前承認を行わせることとしているものの、再委託

先の管理レベルを確認するためのルールを定めていないほか、事前承認の

実施状況を検証することとしていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、外部委託を行う担当部

門において、覚書を締結していない事例や、事前承認を適切に実施してい

ない事例166が認められる。 

166 再委託先の管理レベルを確認せずに承認を行っている事例。 
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５．外部委託管理態勢

⑴ 外部委託管理の実施

①【外部委託先に対するモニタリングの実施】

➣ 外部委託管理部門が、外部委託の終了時に、外部委託先において個人情

報が完全に廃棄されたことを確認した「委託終了時報告書」が委託元部署

から適時に提出されているかどうかの確認を行っていない等の事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

外部委託管理部門は、「外部委託先管理マニュアル」を策定し、外部委

託の終了時には、委託元部署167に､外部委託先において個人情報が完全に

廃棄されたことを確認させた上で､委託元部署から同部門に対して､「委託

終了時報告書」168を提出させることとしている。 

しかしながら、同部門は、外部委託先において個人情報の廃棄が行われ

ずに個人情報が漏えいした場合には、顧客や当社に影響が生じる可能性が

あり注意を要することについて、委託元部署に対する周知徹底を図ってい

ないほか、委託元部署から同報告書が適時に提出されているかどうかの確

認を行っていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、外部委託先との取引が

終了したにもかかわらず、委託元部署から同部門への同報告書の提出が行

われておらず、個人情報の管理状況が不明となっている外部委託先が認め

られる。 

②【顧客情報保護措置】

➣ コンプライアンス統括部門が、代理店が個人情報の管理を第三者に委託

する場合に必要な許可について、具体的なプロセスを定めていない等の事

例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、代理店における個人情報の取扱いについ

て、「個人情報管理規程」を策定し、「代理店は、当社が取扱を委託した個

人情報を、当社の許可なく、第三者に委託してはならない」と規定してい

る。また、営業推進部門は、代理店に対して、個人情報の管理方法につい

167 外部委託した業務を所管する部署。 
168 外部委託先において個人情報の廃棄が行われた場合には、委託元部署が外部委託先から廃棄に係る証

明書を取得した上で、その旨を記載することとされている。 



 116

て周知を図ったとしている。 

しかしながら、コンプライアンス統括部門は、代理店が個人情報の管理

を第三者に委託する場合に必要な許可について、具体的なプロセスを定め

ておらず、また、営業推進部門も代理店に対して、個人情報を第三者に委

託する場合に許可が必要であることを、周知していない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、代理店において、当社

の契約者の個人情報の管理を、当社の許可を得ないまま第三者に委託して

いる事例が認められる。

Ⅱ．個別の問題点

１．保険契約管理態勢

①【失効管理・契約の復活】

➣ 契約管理部門及び顧客サポート等管理部門が、保険契約が失効した場合

の営業店における契約者対応の状況について把握していない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

契約管理部門及び顧客サポート等管理部門は、保険契約が失効した場合

には、当該契約者に対して、契約が失効したことや解約返戻金が残存して

いることなどを郵送により通知するとともに、営業店に、電話や訪問によ

る契約者対応を行わせることとしている。 

しかしながら、両部門は、営業店における契約者対応の状況について把

握しておらず、今回検査において、両部門の管理する失効契約について検

証したところ、契約者からの請求がなく、解約返戻金が残ったままとなっ

ている事例が多数認められる。
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②【住居・連絡先変更】

➣ 顧客サポート等管理部門が、調査により判明した支払漏れ事案について、

一斉に請求勧奨を行った結果、契約者及び被保険者の所在不明等により未

払いとなっている事案について、当該一斉請求勧奨以降、一度も所在の調

査を行っていない等の事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

顧客サポート等管理部門は、調査により判明した支払漏れ事案につい

て、一斉に請求勧奨を行った上で、契約者及び被保険者（以下、「契約者

等」という。）と連絡が取れない契約については、営業店に、電話連絡及び

連絡依頼文書の送付等による保険金等の請求意思の確認を実施させること

としている。 

しかしながら、同部門は、保険金等の請求意思の確認ができなかった事

案のうち、契約者等の所在不明等により未払いとなっている事案について

は、一斉請求勧奨以降、一度も所在の調査を行っていないほか、通常の保

険金等支払事務において、所在不明等により未払いとなっている事案につ

いても、所在の調査を実施することとしていない。 

こうした中、今回検査において、所在不明等により未払いとなっている

事案について検証したところ、その後所在が判明し、請求勧奨を実施する

ことが可能となった契約者等が存在しているにもかかわらず、請求勧奨を

行っていない事例が認められる。

２．保険金等支払管理態勢

⑴ 保険金等支払い等の迅速性・適切性の確保

①【支払事由の管理】

➣ 契約管理部門が、支払不能事案に係る調査方法等を営業店任せにしてお

り、支払不能事案の調査が適切に行われているかどうかを把握していない

事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

契約管理部門は、満期返戻金について、営業店に支払管理を行わせるこ

ととし、契約者等と連絡が取れない等の理由で支払不能となっている事案

については、同部門へ報告させるとともに、年に１回、支払不能事案に係

る一斉調査を行わせることとしており、こうした取組により、支払不能事

案の解消に努めることとしている。 
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しかしながら、同部門は、支払不能事案に係る調査方法等を営業店任せ

にしており、支払不能事案の調査が適切に行われているかどうかを把握し

ていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、営業店において、十分

な調査が行われないまま支払不能とされている事案169が認められる。

②【相互牽制等】

➣ 支払管理部門が、査定担当部門による再査定結果について、査定担当部

門以外の者にその妥当性を検証させることとしていない等の事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

支払管理部門は、支払後検証において、機械査定の際に注意メッセージ

が表示されていた事案等について検証を行い、その結果、査定ミスが疑わ

れる事案については、査定担当部門に再査定を行わせることとしている。 

しかしながら、支払管理部門は、査定担当部門による再査定結果につい

て、査定担当部門以外の者にその妥当性を検証させることとしていない。 

また、支払管理部門は、支払後検証を端緒として追加支払いが行われる

こととなった事案については、定期的に経営会議へ報告することとしてい

るものの、査定担当部門が査定ミスではないと判断した事案170については

報告対象としていない。

➣ 業務管理部門が、各業務部門の点検において、「支払不能事案」に係る保

険金請求の取消しが「適」とされた事案について、取消理由の妥当性を全

く検証していない等の事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

支払管理部門は、「運営要領」において、顧客の自主的な申出によらな

いと考えられる「支払不能事案」171について、各業務部門に、契約者保護

の観点から月次で点検させ、保険金請求の取消しの適否等を業務管理部門

169 国内旅行により長期不在との理由で、請求勧奨を全く実施していない事例。 
170 誤記のある入院証明書等に基づいて査定を行った事案など、当社側の不備に起因しないと査定担当部

門が判断したもの。 
171 「支払対象外」、「不正請求」等を理由として保険金請求の取消処理を行う事案。 
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へ報告させるとともに、同部門に、各業務部門による点検結果の妥当性を

検証させることとしている。 

しかしながら、業務管理部門は、各業務部門の点検において取消しが

「適」とされた事案については、取消理由の妥当性を全く検証していな

い。 

こうした中、今回検査において検証したところ、「人身傷害、差額支払

いなし」を理由に「適」とされた事案等について、休業損害の算定誤りに

よる支払漏れ等が認められる。 

また、業務管理部門は、各業務部門の点検において取消しが「不適」と

された事案についても、その原因分析や、再発防止策の検討を行っていな

い。

③【支払査定】

➣ 支払管理部門が、責任開始前発病や告知義務違反を不払事由とする場合

には、被保険者の罹患状況等を十分に調査・確認した上で判断を行う必要

があるにもかかわらず、その判断基準を明確に定めていない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

支払管理部門は、保険金等の不適切な不払いを防止するため、不払いと

する場合には、査定担当者による十分な調査に基づく事実確認の後、必要

に応じて担当医、社医及び弁護士の見解を確認した上で、判断を行うこと

としている。 

しかしながら、同部門は、責任開始前発病や告知義務違反を不払事由と

する場合には、被保険者の罹患状況等を十分に調査・確認した上で判断を

行う必要があるにもかかわらず、その判断基準を明確に定めていない。 

このため、今回検査において検証したところ、誤判断により不払いとし

ているものや、十分な調査・確認を行わないまま不払いとしているものな

ど、不適切な不払判断が行われている事例が認められる。
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➣ 支払管理部門が、不告知事項と支払事由との因果関係について否定的な

又は不明確とする主治医の意見があり、これを排除できる根拠が不足して

いるにもかかわらず、当社査定医の意見をそのまま最終判断とし、「詐欺取

消し等に関する査定基準」との整合性の確認を行わないまま、告知義務違

反として不払決定を行っている事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

支払管理部門は、「詐欺取消し等に関する査定基準」を策定し、告知義務

違反による契約解除や免責事由による不払い等についての査定上の具体的

な取扱いを規定し、告知義務違反による不払いについて、不告知事項と支

払事由との因果関係を要することとしている。なお、当該因果関係の有無

については、不払判断の客観性を確保するため、同基準において主治医が

因果関係について否定的又は不明確な証明をするときは、原則として因果

関係は不十分と判断する旨規定されている。

こうした中、支払管理部門において、主治医による因果関係について否

定的な又は不明確とする意見があり、これを排除できる根拠が不足してい

るにもかかわらず、当社査定医の意見をそのまま最終判断とし、同基準と

の整合性の確認を行わないまま、告知義務違反として不払決定を行ってい

る事例が認められる。

④【不当な支払抑制・支払遅延の防止】

➣ 損害調査部門が、車両保険金支払事案の多くを占める画像査定事案につ

いて、当社と修理工場との間で修理費用金額の合意が成立した日を履行期

の起算日としているなど、保険約款と異なる誤った取扱いを支払管理部門

に対して周知している事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

当社は、保険金支払いの履行期については、保険法の施行を受けて改定

した保険約款において、保険金の請求権者等から見積書等の損害確認資料

が全て提出された日を起算日として 30 日以内としているほか、履行期内に

保険金を支払わなかった場合には、遅延損害金を支払うこととしている。 

また、損害調査部門は、支払管理部門に対して、支払保険金の費目や損

害調査の手法ごとに履行期の具体的な起算日を記載した資料を使用して研

修を行い、適切な履行期管理を行うよう指示している。 

しかしながら、損害調査部門は、当該研修の実施に当たり、当該研修資



 121

料と保険約款との整合性を確認していないことから、車両保険金支払事案

の多くを占める画像査定事案172について、当社と修理工場との間で修理費

用金額の合意が成立した日を履行期の起算日としているなど、保険約款と

異なる誤った取扱いを支払管理部門に対して周知している。 

こうした中、今回検査において、画像査定事案を抽出して、見積書等の

損害確認資料が全て提出された日を履行期の起算日として検証したとこ

ろ、遅延損害金の支払漏れが生じている事例が認められる。

３．顧客情報管理態勢

①【顧客情報の外部への持ち出し】

➣ コンプライアンス統括部門及び営業推進部門が、営業店において、代理

店における顧客情報管理態勢の点検や顧客データの持ち出しの際の事前承

認が適切に実施されているかどうかを検証していない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

コンプライアンス統括部門は、「個人情報保護管理規程」に基づき、営業

店に、代理店における顧客情報管理態勢の点検を行わせることとしてい

る。 

また、営業推進部門は、顧客データである「管理一覧表」について、社

外への持ち出しを原則禁止とし、やむを得ず営業社員が社外へ持ち出す場

合には、所属部門長の事前承認が必要である旨を営業店に周知したとして

いる。 

しかしながら、両部門は、営業店において、点検や事前承認が適切に実

施されているかどうかを検証していない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、営業店において、点検

が適切に行われていない事例173や、所属部門長の承認を得ることなく管理

一覧表が社外に持ち出されている事例が認められる。 

172 調査員による現車調査を行わず、画像データと修理見積書により保険金査定を行う事案。 
173 営業店が代理店を訪問していない事例及び現物確認を行っていない事例。 
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Ⅴ．統合的リスク管理態勢

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．管理者による統合的リスク管理態勢の整備・確立状況

１．統合的リスク管理部門の役割・責任

⑴ リスクの特定・評価

①【各種リスクの評価】

➣ 統合的リスク管理部門が、「統合的リスク管理規程」の策定に当たり、リ

スク量の計測手法の設定根拠について、グループ会社に確認していないほ

か、計測手法の妥当性についても十分に検証していない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

統合的リスク管理部門は、リスク量の計測手法について、グループ会社

からの指示に基づき「統合的リスク管理規程」174を策定している。 

しかしながら、同部門は、同規程の策定に当たり、リスク量の計測手法

の設定根拠について、グループ会社に確認していないほか、計測手法の妥

当性についても十分に検証していない。 

このため、「予定利率及び解約リスク」や「費差リスク」など、リスク量

の計測手法の設定根拠が不明なものが認められる。 

②【ストレス・テスト】

➣ リスク管理責任者が、ストレス・テストを実施する目的や、テスト結果

の経営判断への活用方法を定めていない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

取締役会は、統合的リスク管理について、「統合的リスク管理規程」を

策定し、統合的リスク管理部門に、ＶａＲ手法を用いた内部モデルによる

統合リスク量の計測を行わせるとともに、リスク管理委員会に対する報告

を、四半期ごとに行わせることとしている。 

174 信用リスクや市場リスクなどのリスク量の計測について定めており、例えば、信用リスクの計測は、

債券の時価に発行体の格付に応じて設定した掛け目を乗じて計測しているほか、市場リスクは、「予定利

率及び解約リスク」と「政策株式リスク」とをそれぞれ計算した上で、合計値を市場リスク量としてい

る。 



 123

また、同部門は、ストレス・テストを行い、ストレスをかけた際の統合

リスク量の変化を分析した上で、リスク管理責任者に報告することとして

いる。 

しかしながら、リスク管理責任者は、ストレス・テストを実施する目的

や、テスト結果の経営判断への活用方法を定めていない。

Ⅱ．個別の問題点

１．責任準備金等積立額の適切性

⑴ 損害保険会社の責任準備金等

①【責任準備金】

➣ 経理部門が、出再している超過損害額再保険に係る普通責任準備金の算

出について、責任期間 12 か月の再保険の始期が年間を通じて均等にあると

仮定して、年度末の未経過保険料を過少に算出しており、普通責任準備金

が過少となっている事例   

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

経理部門は、「責任準備金算出規程」を策定し、算出関連部門であるリ

スク管理部門より報告を受けた責任準備金の算出に必要な計数の取りまと

め及び検証を行った上で、責任準備金を積み立てることとしている。 

また、経理部門は、普通責任準備金については、リスク管理部門が算出

した未経過保険料と、経理部門が算出した初年度収支残高175とを比較し、

いずれか大きい額を積み立てることとしている。 

こうした中、経理部門は、出再している超過損害額再保険176（以下、「Ｅ

ＬＣ」177という。）に係る普通責任準備金の算出について、ＥＬＣの多くが

４月に責任開始となり３月末に終了する再保険契約であり、３月末以降は

未経過の責任がないにもかかわらず、責任期間 12 か月の再保険の始期が年

間を通じて均等にあると仮定して、年度末の未経過保険料を過少に算出し

ており、普通責任準備金が過少となっている事例が認められる。 

175 当該事業年度における収入保険料の額から、当該収入保険料に係る保険契約に基づき支出した保険金、

返戻金、支払備金及び当該事業年度の事業費を控除した金額。保険業法施行規則第 70 条第１項第１号に

規定。 
176 一事故により被る損害額が、出再者と受再者の間であらかじめ取り決めた金額を超過した場合、超過

した部分について特約条件に定めた限度額まで填補する再保険特約。 
177 Excess of Loss Cover の略。 
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Ⅵ．保険引受リスク管理態勢 

♦ 評 定 事 例
➣ 保険引受リスク管理部門が、企業向け火災保険における規定外料率案件

について、企業物件に係るリスクが変動していないことを、同部門への申

請を不要とする条件としていない事例【評定：Ｂ】  

【業態等】 

  損害保険会社 

【検査結果】 

保険引受リスク管理部門は、企業向け火災保険に係る「商品マニュアル」

等178を策定し、営業店が、企業向け火災保険の規定外料率案件179について新

規に契約しようとする際には、同部門に対して承認の申請を行わせることと

している一方で、契約更新を行う際には、契約条件が変更されない等180の一

定の要件を満たすことを条件に、同部門への申請を不要としている。 

しかしながら、企業向け火災保険においては、契約を更新していく過程

で、企業物件に係るリスクが変動181している可能性があり、そうしたリスク

の変動に応じて規定外料率を適用する必要があるにもかかわらず、同部門

は、規定外料率案件について、企業物件に係るリスクが変動していないこと

を、同部門への申請を不要とする条件としていない。 

こうした中、今回検査において、規定外料率案件を検証したところ、営業

店において、企業物件に係るリスクの変動の確認を行ったことが確認できな

い事例が多数認められる。 

【評定結果】 

① 経営陣により当社の規模・特性を踏まえた十分な保険引受リスク管理

態勢が構築されているものの、企業向け火災保険の対応について、管理

者レベルの弱点が認められること。 

② 今回認められた弱点は、当社の健全性等に重大な影響を及ぼすもので

はないこと。 

③ 前回検査指摘事項182については、適切に改善が図られており、今回認

められた弱点についても、自主的な改善が期待できること。 

  以上、総合的に勘案し、「Ｂ」評定が適当。 

178 企業向け火災保険に係る引受基準集等を含む。 
179 リスクが特殊なため、各種の引受規程に記載されていない料率を適用しようとする案件。 
180 前回の契約更新以前に、再申請が必要であると指定されていないこと等を含む。 
181 企業物件である工場が建て替えられる等。 
182 「保険契約の引受に係る事前承認手続において、ルールの指示が不徹底であったことから、事前申請

が行われていない契約が認められる」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．管理者による保険引受リスク管理態勢の整備・確立状況

１．管理者の役割・責任

①【管理者による保険引受リスク管理態勢の整備】

➣ 保険引受リスク管理部門が、規程等に則った引受手続がなされているか

どうかについてのチェック項目の中に、保険金額が出再限度額を超えてい

ないかどうかについての確認項目を含めていない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

取締役会は、「保険引受リスク管理規程」を策定し、保険引受リスク管理

部門を保険引受リスクにおける所管部署としている。 

また、当社が引き受けた保険契約については、引受担当者による引受限

度額とは別に、グループ会社に出再する際の出再限度額が保険種目ごとに

定められていることから、当社の引受担当者が引き受けようとする保険金

額が出再限度額を超える場合には、引受限度額の範囲内であってもグルー

プ会社に対する事前照会を行い、超過部分については、特例出再の承認又

は任意再保険の手配承認（以下、「グループ会社による事前承認」とい

う。）を求めることとされている。 

こうした事務処理ルールを踏まえ、同部門は、規程等に則った引受手続

がなされているかどうかについて、複数の引受担当者によるダブルチェッ

クを実施させることとしているものの、チェック項目の中に、保険金額が

出再限度額を超えていないかどうかについての確認項目を含めていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、グループ会社による事

前承認を得ないまま、出再限度額を超える保険金額により引き受けられた

契約が認められる。
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②【管理者による保険引受審査態勢の整備】

➣ 業務管理部門が、企業が自主的に行っているリスク対策に応じて保険料

を割り引いて契約を締結する制度の適用の可否の判断に当たり、対象企業

におけるリスク対策の状況に係る営業部門の担当者のヒアリング結果が妥

当なものかどうかを確認する態勢を構築していない等の事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

当社は、企業向け保険について、企業が自主的に行っているリスク対策
183に応じて保険料を割り引いて契約を締結する制度を有しており、業務管

理部門に、同制度の適用の可否を対象企業ごとに判断させることとしてい

る。 

そのため、同部門は、同制度の適用の可否の判断に当たり、営業部門の

担当者に、対象企業におけるリスク対策の状況に係るヒアリングを行わ

せ、その内容をリスク調査シートに記入させた上で、業務管理部門に事前

申請させることとしている。 

しかしながら、同部門は、リスク対策の状況に係るヒアリング結果が妥

当なものかどうかを確認する態勢を構築していないほか、同部門への申請

が事後となった場合でも、営業部門の担当者に対する指導を行っていな

い。 

こうした中、今回検査において、企業向け保険について保険料割引が適

用されている契約を抽出して検証したところ、リスク対策の状況に係るヒ

アリング結果の妥当性を証明する資料が確認できないものや、割引料率の

適用が誤っているものが認められる。

183 消火設備点検、機械警備、防災教育等。 
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２．保険引受リスク管理部門の役割・責任

⑴ リスクの特定・評価

①【保険引受リスクの特定・評価】

➣ リスク管理部門及び再保険部門が、一時払い終身保険の販売に当たり、

競合他社が銀行窓販チャネルで同種の商品を売り止めとした場合には、当

該商品に販売が集中し、当社の想定以上に販売高が伸びるリスクが生じ得

ることについて、その分析も、リスク管理委員会に対する報告も行ってい

ない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

リスク管理部門及び再保険部門は、販売を予定する商品について、販売

開始前にリスク分析を行い、当該分析の結果をリスク管理委員会に対して

報告することとしている。 

こうした中、一時払い終身保険については、銀行窓販チャネルにおいて

資産運用を主目的とした商品として販売される可能性があり、競合他社が

同チャネルで同種の商品を売り止めとした場合には、当該商品に販売が集

中し、当社の想定以上に販売高が伸びるリスク（以下、「集中リスク」と

いう。）が生じ得る。 

しかしながら、両部門は、当該商品のリスクについて、運用利回りの高

低や死亡率の高低に着目した分析を行い、その結果を同委員会に対して報

告するにとどまり、集中リスクが生じ得ることについては、その分析も、

同委員会に対する報告も行っていない。



 128

Ⅱ．個別の問題点

１．再保険に関するリスク管理

①【出再保険のリスク管理】

➣ リスク管理部門が、出再先の信用力を判定するに当たり、出再先の財務

状況や出再先のグループ会社による保証をどのように評価したのかといっ

た、グループ会社の社内格付の根拠の確認を行っていない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

リスク管理部門は、「再保険規程」を策定し、再保険の出再先を新規に選

定する際には、当該出再先の信用力を判定するため、グループ会社に対し

て、当該出再先の財務諸表等184を送付して社内格付の付与を依頼し、社内

格付が一定格付以上であることを確認した上で、再保険契約を締結するこ

ととしている185。 

また、出再後においても、同部門は、グループ会社に対して出再先の社

内格付の定期的な確認を行い、社内格付が一定格付未満となった場合に

は、再保険の対象となる商品の販売や新規の出再の停止について検討する

こととしている。 

しかしながら、同部門は、出再先の信用力を判定するに当たり、グルー

プ会社に対して、一定格付以上の社内格付が付与されていることのみを確

認するにとどまり、出再先の財務状況や出再先のグループ会社による保証

をどのように評価したのかといった、当該社内格付の根拠の確認を行って

いない。

184 当該再保険取引に係る出再先のグループ会社による保証書等を含む。 
185 なお、「保険会社向けの総合的な監督指針」においては、保険契約を再保険に付した部分に相当する

責任準備金を積み立てない場合には、当該再保険契約に係る再保険金等の回収の蓋然性が高いかどうか

等に着目して判断すべきであり、回収の蓋然性の評価に当たっては、出再先の財務状況について、でき

る限り詳細に把握する必要があるとされている。 
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Ⅶ．資産運用リスク管理態勢 

♦ 評 定 事 例
➣ 経営会議が、運用資産が含み損率の基準に達した場合の対応について、

資産運用担当役員が資産運用部門及び資産運用リスク管理部門の両部門を

所管していることから、資産運用部門に対する牽制が働かない対応策が定

められる可能性があるにもかかわらず、リスク管理全般に係る統括部署で

あるリスク管理部門を関与させていない等の事例【評定：Ｂ】 

【業態等】 

  生命保険会社 

【検査結果】 

取締役会は、資産運用部門を資産運用の執行に係る所管部署、資産運用

リスク管理部門を資産運用リスク管理の牽制に係る所管部署としている。 

  こうした中、当社の資産運用リスク管理態勢について、以下のような問題

点が認められる。

１．損失限度額の管理

経営会議は、「市場リスク管理規程」を策定し、運用資産の損失限度額

の管理について、運用資産の種類ごとに含み損率の基準を設定し、当該基

準に達した場合には、資産運用リスク管理部門に、資産運用担当役員と協

議させた上で、対応策を定めさせることとしている。 

しかしながら、経営会議は、同役員が資産運用部門及び資産運用リスク

管理部門の両部門を所管していることから、資産運用部門に対する牽制が

働かない対応策が定められる可能性があるにもかかわらず、こうした問題

を認識しておらず、リスク管理全般に係る統括部署であるリスク管理部門

を関与させていないなど、資産運用部門に対する牽制態勢の構築は十分な

ものとなっていない。 

２．投資計画の策定

資産運用部門は、年度ごとに投資計画を策定し、ＡＬＭ委員会における

審議を経た上で、取締役会の承認を受けることとしており、今年度の投資

計画においては、デュレーションマッチングにより金利リスクの軽減を図

ることとしている。 

こうした中、デュレーションマッチングによる金利リスクの軽減策は、

金利がパラレルに変動することを前提としており、将来の資産・負債キャ

ッシュ・フローがミスマッチとなっている状況においては、イールドカー

ブに形状変化186が発生した場合に、十分な効果を発揮しないリスクを内包

している。 

しかしながら、同部門は、同委員会に対して、将来の資産・負債キャッ

186 フラットニング又はスティープニング。 
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シュ・フローのミスマッチの状況について説明していない。

【評定結果】

① 経営陣により当社の規模・特性を踏まえた十分な資産運用リスク管理

態勢が構築されているものの、一部経営陣レベル及び管理者レベルの弱

点が認められること。 

② 今回認められた弱点は、当社の健全性等に重大な影響を及ぼすもので

はないこと。 

③ 前回検査指摘事項187については適切に改善が図られており、今回認め

られた弱点についても、自主的な改善が期待できること。 

  以上、総合的に勘案し、「Ｂ」評定が適当。 

187 「当社において、仕組ローンの金利リスクを管理の対象外としている」との指摘等。 
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♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．管理者による資産運用リスク管理態勢の整備・確立状況

１．資産運用リスク管理部門の役割・責任

⑴ 資産運用リスクの特定・評価

➣ 経理部門及び資産運用リスク管理部門が、市場時価のない債券の理論時

価の算出に当たり、市場から要求される信用スプレッドには、業種ごとに

差異があるにもかかわらず、全業種を一律にグルーピングしている等の事

例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

経理部門及び資産運用リスク管理部門は、欧州の金融機関を中心とした

超長期の私募債といった市場時価のない債券については、当社の計算方法

により理論時価を算出し、これを会計上の公正価値とすることとしてい

る。 

しかしながら、両部門は、理論時価の算出に当たり、市場から要求され

る信用スプレッドには、業種ごとに差異があるにもかかわらず、全業種を

一律にグルーピングしていることから、欧州債務問題の発生以降、高い信

用スプレッドを要求されている金融機関の債券について、市場実勢比で相

対的に高い理論時価が算出される結果となっている。 

また、両部門は、例えばアレンジャーやブローカーが提供する理論時価

と両部門が算出した理論時価とを比較するといった、現行の理論時価の算

出手法の適切性について確認するための検証作業を実施していない。

➣ 資産運用リスク管理部門が、現行のリスク量の計測方法が、当社の保有

する債券ポートフォリオのリスクを適切に反映させたものとなっているか

どうかの検証を行っていない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

資産運用リスク管理部門は、市場関連リスクについては、分散投資効果

により、単純合算額の３割までリスク量が縮小することを前提に、リスク

量を計測することとしている。 

また、同部門は、市場関連リスクの一つである信用スプレッドの変動リ

スクについて、外部ベンダーのデータベースにある債券銘柄を通貨、地域
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及び格付別に仕分けてマトリックス化した上で、過去５年間の標準偏差と

相関を使用してリスク量を計測することとしている。 

一方で、当社の保有する債券ポートフォリオは、超長期の私募債が中心

であり、業種も金融機関に偏っているなど、同データベースにある債券の

構成とは大きく異なるものとなっている。 

しかしながら、同部門は、現行のリスク量の計測方法が、当社の保有す

る債券ポートフォリオのリスクを適切に反映させたものとなっているかど

うかの検証を行っていない。

➣ リスク管理部門が、資産運用方針についてリスク評価を行う際に、資産

区分間の相関の妥当性を検証していない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

取締役会は、資産運用部門を資産運用リスクの主管部署とし、リスク管

理部門による牽制の下に置くこととしている。 

また、資産運用部門は、円建て債券及び政策投資株式と低相関関係にあ

る資産の組入れにより、トータルリスクの低減及び期待収益の向上を目指

すこととし、具体的には、J-ＲＥＩＴ及びファンドオブファンズ188の増額

や、日本国債から社債及び為替ヘッジ外債への振替を行うこととしてい

る。 

しかしながら、リスク管理部門は、当該資産運用方針についてリスク評

価を行う際に、資産区分間の相関の妥当性を検証しておらず、リスク分散

の観点からの検討が不十分なものとなっている189。

188 運用会社が複数の投資信託を組み合わせて、一つの投資信託にまとめたもの。 
189 J-REIT 及びファンドオブファンズの増額は、当社の最大のリスクファクターである国内株式と高い相

関を持つ資産を増加させることになるほか、社債や為替ヘッジ外債への振替は、国内株式との正の相関

が予想される信用リスクの増加につながることになる。 
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⑵ モニタリング

①【限度枠の遵守状況等のモニタリング】

➣ リスク管理委員会が、アラームポイントへの抵触が発生した場合の対応

策について、資産運用部門からＡＬＭ委員会への報告期限を定めていない

等の事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

リスク管理委員会は、「資産運用リスク管理規程」に基づき、有価証券

の評価損について、円建て債券、国内株式等のアセットクラス単位で、帳

簿価額総額に対する評価損率に基づくアラームポイントを設定した上で、

資産運用リスク管理部門に月次でモニタリングを行わせることにより、リ

ミット管理を行うこととしている。 

また、同委員会は、アラームポイントへの抵触が発生した場合には、同

部門に、直ちに担当役員に対して報告させるとともに、資産運用部門に、

対応策を策定させた上で、ＡＬＭ委員会に対する報告を行わせることとし

ている。 

しかしながら、リスク管理委員会は、資産運用部門からＡＬＭ委員会へ

の報告期限を定めておらず、また、ＡＬＭ委員会も、アセットクラス単位

でアラームポイントへの抵触が発生する場合には、当社の財務への影響も

大きくなっていると見込まれるにもかかわらず、同部門が策定した対応策

の報告を受けるにとどまり、自ら意思決定を行っていないなど、当社にお

ける有価証券の評価損に係る管理態勢は不十分なものとなっている。

Ⅱ．個別の問題点

１．資産査定及び償却・引当 

➣ 資産運用部門が、商業モーゲージローンの債務者区分の判定に当たり、

担保割れの状況等を把握しているにもかかわらず、グループ会社から債務

者の状況等についての詳細なヒアリングを行わないまま、信用格付のみに

基づいて判定を行っている事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

取締役会は、「資産査定規程」を策定し、商業モーゲージローンの債務者

区分判定の基準となる信用格付として、グループ会社が付与する格付を用

いることとしている。 
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また、資産運用部門は、「資産査定作業ガイドライン」を策定し、商業モ

ーゲージローンについて、担保割れの状況となっていないかどうか等190を

把握した上で、総合的な回収の可能性を評価し、債務者区分を判定するこ

ととしている。 

しかしながら、同部門は、担保割れの状況等を把握しているにもかかわ

らず、グループ会社から債務者の状況等191についての詳細なヒアリングを

行わないまま、信用格付のみに基づいて債務者区分の判定を行っている。 

こうした中、今回検査において、商業モーゲージローンの債務者を検証

したところ、債務者区分の変更（要注意先から破綻懸念先）を要する先が

認められる。

２．市場リスク計測手法

⑴【市場リスク計測態勢の確立】

➣ 資産運用リスク管理部門が、ＶａＲのバック・テスティングにおいて、

１年分のリスク量計測の結果（12 回分）と、対応するポートフォリオの時

価変化額とを、年に１回まとめて比較することとしているため、ＶａＲの

信頼性が低下した場合でも、そうした実態を早期に検出することが困難な

状況となっている等の事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

資産運用リスク管理部門は、｢資産運用リスク管理規程｣に基づき、信頼

水準 95％、保有期間１年のＶａＲにより、月次で市場リスク量を計測する

こととしているほか、年に１回以上バック・テスティングを行うこととし

ている。 

しかしながら、同部門は、当該バック・テスティングにおいて、１年分

のリスク量計測の結果（12 回分）と、対応するポートフォリオの時価変化

額とを、年に１回まとめて比較することとしているため、実際の損失額が

ＶａＲを超過する回数（以下、「超過回数」という。）が増加し、ＶａＲの

信頼性が低下した場合でも、そうした実態を早期に検出することは困難な

状況となっている。 

また、同部門は、バック・テスティングにおける超過回数が増加した場

合の対応として、モデルの見直しのみを検討することとしており、ＶａＲ

値を補正するといった迅速な対応を検討することとしていない。

190 債務者が利払いを行うに当たり十分な収入を得られているかどうかを含む。 
191 債務者の状況の今後の見込みを含む。 
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➣ 資産運用リスク管理部門が、バック・テスティングを実施しているもの

の、ＶａＲの超過回数が基準を超えた場合の原因分析の手法や、計測モデ

ルの妥当性の判断基準を定めていない事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

資産運用リスク管理部門は、「市場リスク管理規程」及び「ＶａＲ計測手

続」（以下、「管理規程等」という。）を策定して、市場リスクの計測方法や

バック・テスティングの方法等を定めている。 

しかしながら、同部門は、バーゼル銀行監督委員会の３ゾーンアプロー

チ192を準用して、バック・テスティングを実施しているものの、管理規程

等には、ＶａＲの超過回数が基準を超えた場合の原因分析の手法や、計測

モデルの妥当性の判断基準を定めていない。

Ⅲ．管理者による信用リスク管理態勢の整備・確立状況

１．信用リスク管理部門の役割・責任

①【与信管理部門の役割・責任】

➣ 与信管理部門が、与信先の中に、投資実行時に想定していた信用リスク

に大きな変化が生じている先が多数存在しているにもかかわらず、投資資

産を満期まで保有することを前提としたリスク検証を行うにとどまってい

る等の事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

当社は、米国発の金融危機による一部与信先の信用力の悪化や、前回検

査の指摘193を踏まえ、期中の与信管理機能を担う部署として、与信管理部

門を設置し、与信審査態勢の強化に取り組んできたとしている。 

しかしながら、ミドル部門である同部門は、与信先の中に、合併や欧州

債務問題等により、投資実行時に想定していた信用リスクに大きな変化が

生じている先が多数存在しているにもかかわらず、投資資産を満期まで保

有することを前提としたリスク検証を行うにとどまり、フロント部門であ

る資産運用部門に対して、信用リスクの変化に対する対応策の策定を指示

していない。 

192 信頼水準 99％、保有期間 10 日のトレーディング損益に関する VaR 計測モデルについて、250 回のう

ち何回、VaR を超過する損失が発生したかによって、その精度を評価する手法であり、０～４回をグリ

ーンゾーン、５～９回をイエローゾーン、10回以上をレッドゾーンとしている。 
193 「フロント部門に対するミドル部門の牽制が不十分」との指摘。 
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Ⅷ．オペレーショナル・リスク等管理態勢 

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例）

Ⅰ．管理者によるオペレーショナル・リスク等管理態勢の整備・確立状況

１．事務リスク管理態勢

⑴ 事務リスク管理部門の役割・責任

①【事務統括部門の役割・責任】

➣ 事務ミス等の発生した部門が、自らが策定した再発防止策の実効性を検

証しておらず、また、事務リスク管理部門も、再発防止策の内容について

適切な検証を行っていない事例

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

事務リスク管理部門は、「事務リスク報告規程」を策定し、事務ミス及び

システム障害が発生した場合の報告基準を明確化しており、当該基準に該

当する場合には、事務ミス等の発生した部門（以下、「発生部門」とい

う。）から同部門に対して、その内容及び再発防止策を報告させることとし

ているほか、発生部門による再発防止策の内容を検証した上で、オペレー

ショナル・リスク委員会に月次で報告することとしている。 

しかしながら、発生部門は、自らが策定した再発防止策の実効性を検証

しておらず、また、事務リスク管理部門も、再発防止策の内容について適

切な検証を行っていない。 

このため、発生部門において、同様の事務ミス等が再発している事例が

認められる。 

２．システムリスク管理態勢

⑴ システムリスク管理部門の役割・責任

①【システムリスクの認識・評価】

➣ システムリスク管理部門が、リスクの評価をシステムごとに行っておら

ず、営業店内の保有システムをひとまとめで評価している等の事例  

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

システムリスク管理部門は、「システムリスク管理規程」を策定し、営業

店で保有しているシステムに係るシステムリスクの統制を行うとともに、
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「情報セキュリティ規程」に基づき、システムリスクの評価を行うことと

している。 

しかしながら、同部門は、リスクの評価をシステムごとに行っておら

ず、営業店内の保有システムをひとまとめで評価しており、リスクの見逃

しが生じるおそれがあるほか、営業店で重大なリスク194が認められたにも

かかわらず、迅速な改善対応も指示していない。 

また、同部門は、営業店で保有しているシステムのうち、重要度が低い

と判断したシステムについては、システムリスクの評価を行わないことと

している。 

しかしながら、同部門は、リスクの評価を行わないこととしているシス

テムの中には、個人情報を保有するシステムも含まれているにもかかわら

ず、管理状況を把握していない。

Ⅱ．個別の問題点

１．システムリスク管理態勢

⑴ システム企画・開発・運用管理等

①【システム企画・開発態勢】

➣ システムリスク管理部門が、新システムへの移行について、本番移行判

定に関する規程及び基準を策定していない事例  

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

システムリスク管理部門は、新システムへの移行について、「本番移行判

定会議」における審議を経て、プロジェクト管理委員会において選任され

たプロジェクト責任者に判定させることとしている。 

しかしながら、同部門は、本番移行判定に関する規程及び基準を策定し

ていない。 

こうした中、同責任者が、システム統合テストやユーザーテストにおい

て発見された不具合への対応結果等の確認を行わずに本番移行の最終判定

を行った結果、本番稼働後にシステム障害が発生している事例が認められ

る。 

194 システム開発に関して、契約者の個人情報を含む本番データを使用する場合の承認手続が策定されて

いない。 
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⑵ 外部委託管理

①【外部委託業務の管理】

➣ システムリスク管理部門が、クラウドコンピューティングについて、同

部門の業務担当者に、外部委託契約書の内容を確認させるためのチェック

シートを策定しているものの、同担当者への周知徹底を図っておらず、外

部委託先に対する監査の実施等の規定が契約書に盛り込まれないまま、外

部委託契約が締結されている事例   

【業態等】 

損害保険会社 

【検査結果】 

システムリスク管理部門は、外部委託に係る要領を策定し、外部委託先

に対して監査を実施することなどを、外部委託契約書に盛り込むこととし

ている。 

また、同部門は、クラウドコンピューティング195（以下、「クラウド」と

いう。）について、同部門の業務担当者に、外部委託契約書の内容を確認さ

せるためのチェックシートを策定している。 

しかしながら、同部門は、当該チェックシートについて、同担当者への

周知徹底を図っておらず、今回検査において検証したところ、クラウドを

利用している業務の委託において、外部委託契約書に外部委託先に対する

監査の実施を定めた規定などが盛り込まれていない事例が認められる。 

➣ システムリスク管理部門が、顧客契約に関するクラウドコンピューティ

ングのシステムを導入するために行った各種リスクの洗出し工程において、

システム障害発生時の対応方法を確認していない等の事例

【業態等】 

生命保険会社 

【検査結果】 

当社は、クラウドコンピューティング（以下、「クラウド」という。）の

導入を進めており、一部のシステムにおいて導入済みである。 

また、当社は、クラウドの導入に当たり、国内での導入実績及び開発期

間、並びに個人情報保護の観点から議論を行ったとしている。 

しかしながら、システムリスク管理部門は、顧客契約に関するクラウド

のシステムを導入するために行った各種リスクの洗出し工程において、シ

ステム障害発生時の対応方法を確認していない。 

また、内部監査部門は、同システムの導入後、システム監査を一度も実

施していない。 

195 外部委託先に設置されているコンピュータを利用契約によって使用するサービス。 
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貸金業者 
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１．法令等遵守（コンプライアンス）態勢等 

【貸金業法（以下、「法」という。）第８条（変更の届出）関係】 

➣ 経営企画部門が、委託先とのＡＴＭ提携が解除され、当局への届出事項

に変更が生じているにもかかわらず、変更届出の担当部署である総務部門

に対してその旨を伝達していない事例   

取締役会は、「業務分掌規程」を策定し、総務部門を当局に対する貸金業

者登録簿の変更の届出等の担当部署としている。 

しかしながら、ＡＴＭ提携契約業務を所管する経営企画部門は、委託先

とのＡＴＭ提携が解除され、当社による金銭の交付の方法にＡＴＭ及びＣ

Ｄが該当しなくなったことに伴い、当局への届出事項に変更が生じている

にもかかわらず、総務部門に対してその旨を伝達していない。 

このため、総務部門において、削除すべき金銭の交付の方法について、

当局に対する貸金業者登録簿の変更の届出を行っていない事例が認められ

る。 

２．顧客等に関する情報管理態勢 

【法第 12 条の２（業務運営に関する措置）関係】 

➣ 経営企画部門が、「開示請求マニュアル」に記載されている顧客との対応

方法を営業店に対して周知徹底しておらず、営業店において、債務者であ

った者からの開示請求について、長期間合理的な理由なく開示に向けた作

業を行っていない事例 

 経営企画部門は、「開示請求マニュアル」を策定し、債務者又は債務者で

あった者から取引履歴の開示請求があった場合には、「開示請求書」を請求

者に送付し、同請求書受理後、速やかに開示書面を請求者に送付するなど

の対応を行うこととしている。 

しかしながら、同部門は、同マニュアルに記載されている顧客との対応

方法を営業店に対して周知徹底していない。 

こうした中、営業店において、債務者であった者からの開示請求につい

て、長期間合理的な理由なく開示に向けた作業を行っていない事例が認め

られる。 
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➣ 個人情報管理責任者が、「個人情報台帳」の定期的な確認作業を行ってい

るものの、同台帳の内容が実態と異なっていないかどうかについて記載内

容を十分に検証していない事例

取締役会は、｢個人情報管理規程」を策定し、顧客等に関する情報管理態

勢について、個人情報管理担当者に、「個人情報台帳」を作成させ、同台帳

の正確性について、個人情報管理責任者に定期的に確認させることとして

いる。

しかしながら、同責任者は、同台帳の定期的な確認作業を行っているも

のの、同台帳の内容が実態と異なっていないかどうかについて記載内容を

十分に検証していない。 

こうした中、与信情報等196の項目について、実態と異なる内容が同台帳

に記載されている事例が認められる。 

➣ 個人情報管理担当者が、「個人情報台帳」の定期的な確認作業を行ってい

るものの、外部記憶媒体で保有する顧客情報を同台帳の対象外と誤って認

識している等の事例 

取締役会は、｢個人情報管理規程」を策定し、個人情報管理担当者（総務

部門長）に、「個人情報台帳」が正確に記載されているかどうかを定期的に

確認させているほか、内部監査部門に、同台帳の見直しが適切に実施され

ているかどうかを検証させることとしている。 

  しかしながら、同担当者は、同台帳の定期的な確認作業を行っているも

のの、外部記憶媒体で保有する顧客情報を同台帳の対象外と誤って認識し

ているため、氏名、住所、電話番号などの顧客情報を含む外部記憶媒体情

報が同台帳に記載されていない。 

また、内部監査部門も、内部監査において、同担当者に対して「一部の

外部記憶媒体情報を個人情報台帳に記載していない」と指摘しているにも

かかわらず、当該改善状況のフォローアップを行っていないなど、顧客情

報の安全管理態勢は不十分なものとなっている。 

196 情報提供元、会員住所、口座情報、有効期限、決済情報を含む。 
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３．外部委託 

【法第 12 条の２（業務運営に関する措置）関係】 

➣ 経営企画部門が、当社の個人情報等へのアクセス権限についての外部委

託先及び再委託先における管理状況を監督していない等の事例   

取締役会は、「個人情報管理規程」を策定し、経営企画部門を外部委託に

係る所管部署、内部監査部門を内部監査に係る所管部署としている。 

また、取締役会は、コンピュータ・システム・ネットワーク業務を外部

委託することとし、外部委託先との契約において、①外部委託先が当社の

個人情報等197を適切に取り扱うこと、②経営企画部門が外部委託先及び同

委託先からの再委託先における当社の個人情報等の管理状況を監督するこ

と、及び③内部監査部門が外部委託先による委託業務の実施状況を監査す

ることを定めている。 

しかしながら、経営企画部門は、当社の個人情報等へのアクセス権限に

ついての外部委託先及び再委託先における管理状況を監督していない。 

また、内部監査部門は、外部委託先に対する監査を実施することとして

いるものの、外部委託先が再委託先に付与した当社の個人情報等へのアク

セス権限の管理状況については監査することとしていない。 

こうした中、今回検査において検証したところ、外部委託先がプログラ

ム開発を再委託している先に在籍する従業員に、当社の個人情報等へのア

クセス権限が付与されているにもかかわらず、当社としてその事実を全く

把握していない事例が認められる。 

➣ 業務管理部門が、外部委託業者の処理が誤っていることを認識している

にもかかわらず、「この処理で問題ない」という当該業者の回答をそのまま

信頼して、当該処理に関する委託業務が的確に遂行されているかどうかを

十分に検証していない事例 

業務管理部門は、債務者又はその代理人（以下、「債務者等」という。）

から法定帳簿の開示請求があった場合、キャッシング業務を委託している

第三者（以下、「受託者」という。）に依頼して、貸付金額や利率等の取引

履歴を記載した「計算書」の送付を受けている。 

こうした中、当社は、年度途中において、貸付けの利率を変更している

が、受託者は、利率変更後に契約した貸付けに係る契約を含む取引履歴の

開示請求について、変更後の契約についても変更前の利率に基づいて「計

算書」を作成しており、同部門は、送付を受けた「計算書」を確認して利

率の誤りに気付いている。 

しかしながら、同部門は、「この処理で問題ない」という受託者の回答を

そのまま信頼して、当該処理に関する委託業務が的確に遂行されているか

197 「経営情報」、「営業秘密」及び「内部情報」を含む。 
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どうかを十分に検証しておらず、受託者に対する必要かつ適切な監督を行

うための措置は不十分となっている。 

こうした中、開示請求のあった債務者等に対して、誤った債権残高を回

答している事例が認められる。 

４．契約に係る説明態勢 

【法第 14 条（貸付条件等の掲示）関係】 

➣ 総務部門が、営業店に掲示する貸付条件の掲示内容に記載されている返

済例が、実際に取り扱われているものかどうかについて、十分に検証して

いない事例   

取締役会は、「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、総務部門をコ

ンプライアンス管理の統括部署とし、登録届出事項及び貸付条件等の掲示

について所管させることとしている。 

  しかしながら、同部門は、営業店に掲示する貸付条件の掲示内容に記載

されている返済例が、実際に取り扱われているものかどうかについて、十

分に検証していない。 

  こうした中、営業店で掲示している「貸付条件表」への返済例の記載に

ついて、実際には取り扱っていない返済例を記載している事例が認められ

る。 

５．過剰貸付けの禁止

【法第 13 条の２（過剰貸付け等の禁止）関係】 

➣ 業務推進部門が、契約を締結する際に、十分なリーガル・チェックを行

っていないほか、内部監査部門が、内部監査を実施するに当たり、貸金業

法の改正に伴う当社の対応状況の検証を行っていない事例   

取締役会は、業務推進部門を内部管理の所管部署、内部監査部門を内部

監査の所管部署とし、法令等遵守及び業務運営の状況について検証を行わ

せることとしている。 

しかしながら、業務推進部門は、契約を締結する際に、十分なリーガ

ル・チェックを行っていないほか、内部監査部門は、内部監査を実施する

に当たり、貸金業法の改正に伴う当社の対応状況の検証を行っていない。 

こうした中、貸付けの契約を締結する際に、個人事業主の家族や、法人

の役員等は個人事業主に当たる198として、法第 13 条第１項の規定に基づく

返済能力の調査により、当該貸付けの契約が「個人過剰貸付契約」199に該

198 19 年 11 月２日付、パブリックコメント No,465 において「法人の代表者個人に対する貸付けに係る契

約を「事業を営む個人顧客に対する貸付けに係る契約」と解することはできない」旨記載されている。 
199 貸金業法第 13 条の２第２項に規定する個人過剰貸付契約。 
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当すると認められるにもかかわらず、同契約を締結している事例が認めら

れる。 

６．返済能力調査

【法第 13 条（返済能力の調査）関係】 

➣ 審査部門が、法人の代表者を連帯保証人とした法人向け貸付けを行うに

当たり、反復して貸付けが発生していることをもって、連帯保証人の信用

情報照会を行っていない事例   

  審査部門は、連帯保証人の返済能力調査においては、借入申込みを受け

付けた後、指定信用情報機関への信用情報の照会を行うこととしている。 

しかしながら、同部門は、法人の代表者を連帯保証人とした法人向け貸

付けを行うに当たり、反復して貸付けが発生していることをもって、連帯

保証人の信用情報照会を行っていない。 

７．広告規制

【法第 15 条（貸付条件の広告等）関係】 

➣ 経営企画部門が、個人ローンの商品内容に係る広告を掲載するに当たり、

承認手続の過程で内容に不備があることを把握しておらず、内部監査部門

における監査においても、当該不備が見過ごされている事例 

経営企画部門は、ホームページに貸付けに係る広告を掲載する場合や、

掲載した広告の改定を行う場合には、営業推進部門が起案した広告の内容

に不備がないかどうかを検証の上、承認することとしている。  

また、内部監査部門は、定期的に、当該広告の内容を検証することとし

ている。 

  しかしながら、経営企画部門は、個人ローンの商品内容に係る広告を掲

載するに当たり、承認手続の過程で内容に不備があることを把握しておら

ず、内部監査部門における監査においても、当該不備が見過ごされてい

る。 

このため、ホームページに掲載している貸付条件の広告について、「返済

期間、返済回数」が表示されていない事例が認められる。 
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８．書面の交付義務

【法第 17 条（契約締結時の書面の交付）関係】 

➣ 審査部門が、契約締結時の書面における「貸付けに関し貸金業者が受け

取る書面の内容」に、当社が、契約相手方から受け取る可能性がある書類

を例示すれば足りると誤って認識している事例   

  審査部門は、営業店に、契約締結時の書面として、「借入通知書」を使用

し、契約締結手続を行わせることとしている。 

  しかしながら、同部門は、当該書面における「貸付けに関し貸金業者が

受け取る書面の内容」に、当社が、契約相手方から受け取る可能性がある

書類を例示すれば足りると誤って認識している200。 

  このため、当社が契約相手方から実際に受け取った書類の内容が明らか

になっていない事例が認められる。 

【法第 18 条（受取証書の交付）関係】 

➣ 経営企画部門が、債務者以外の者が債務の弁済をした場合の手続を明確

にしていない事例   

  経営企画部門は、「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、債務の弁

済を受けた際の書面の交付方法等を定めている。 

  しかしながら、同部門は、債務者以外の者が債務の弁済をした場合の手

続を明確にしていない。 

  こうした中、債務者の配偶者から弁済を受けているにもかかわらず、配

偶者名を記載した受取証書を交付していない事例が認められる。 

200 当該書面において、「本お借入に関し、当社は、お客様から個人情報の取扱いに関する同意書のほか、

本人確認書類、所得証明書類を受領いたしました。」との統一的な記載にとどまっている。 
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９．帳簿の備付け等

【法第 19 条（帳簿の備付け）関係】 

➣ 業務管理部門が、極度額を減額する措置等の案内を送付している顧客と

の交渉の経過の記録について、「発送者リスト」への記載で足りると誤って

判断している事例 

取締役会は、「貸付管理規程」を策定し、業務管理部門を帳簿の備付け等

の所管部署と定め、債務者等との交渉経過を電磁的記録により保存させる

こととしている。 

しかしながら、同部門は、極度額を減額する措置等の案内を送付してい

る顧客との交渉の経過の記録については、「発送者リスト」への記載で足り

ると誤って判断している。 

このため、帳簿に記載を要する事項のうち、極度方式貸付けの極度額の

減額等の措置に係る通知日及び減額等の内容が記録されていない事例が認

められる。 

10．取立行為規制

【法第 21 条（取立て行為の規制）関係】 

➣ 債権管理部門が、債権を複数の営業店が有する債務者に対して、各営業

店の担当者による１日の督促交渉回数を確認するための明確なルールを策

定していない等の事例   

取締役会は、「債権管理規程」を策定し、債権管理部門を取立て行為の所

管部署と定め、同部門に、延滞状況に応じた督促交渉や同一債務者に対す

る反復・継続した督促交渉の１日の限度回数や、債務者が行方不明で連絡

不能の場合の家族等、第三者への対応などの交渉手順を定めさせている。 

  しかしながら、同部門は、債権を複数の営業店が有する債務者に対し

て、各営業店の担当者による１日の督促交渉回数を確認するための明確な

ルールを策定していないほか、営業店への指導も徹底していない。 

  こうした中、債務者に対して、複数の営業店担当者が督促交渉を行った

結果、１日の督促交渉限度回数を超えて架電している事例が認められる。 
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➣ 審査部門が、催告書面の記載事項が法定記載事項を充足しているかどう

かについて、十分に検証を行っていない事例 

取締役会は、「債権管理規程」を策定し、審査部門を債権管理に係る所管

部署と定め、毎月約定返済日を経過した債権について、当月月末までは債

権金額の高額先を優先して、主に電話による口座への入金確認等を行わ

せ、延滞が翌月に至った場合には、催告書面の送付等により回収を図らせ

ることとしているほか、催告書面の正確性について検証させることとして

いる。 

しかしながら、同部門は、催告書面の記載事項が法定記載事項を充足し

ているかどうかについて、十分に検証を行っていない。 

  こうした中、貸付けの契約に基づく債権の取立てについて、債務者に対

し送付している催告書面に、契約年月日、貸付けの金額、貸付けの利率等

が記載されていない事例が認められる。 
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金融持株会社 
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Ⅰ．グループ経営管理（ガバナンス）態勢 

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例） 

Ⅰ．グループの経営方針等の策定 

１．経営方針等の策定 

①【法令等遵守方針の整備・周知】 

➣ コンプライアンス統括部門が、各子銀行に対して、定期的なスクリーニ

ングを実施する際に、各行の顧客管理システムに登録されたデータのみな

らず、グループ共有の顧客照会システムに登録されたデータも活用して、

反社会的勢力等を確実に把握・管理するよう指示していない事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

  コンプライアンス統括部門は、既存取引先が反社会的勢力等であるかど

うかを確認するスクリーニングについて、各子銀行及び全国銀行協会の反

社会的勢力等データを登録し、各子銀行間で共有しているシステム（以下、

「顧客照会システム」という。）に登録された反社会的勢力等データを活用

できるよう整備している。 

しかしながら、同部門は、各子銀行に対して、定期的なスクリーニング
201を実施する際に、各子銀行が自行の反社会的勢力等データを詳細に登録

している各子銀行のシステム（以下、「顧客管理システム」という。）に登

録されたデータのみならず、顧客照会システムに登録されたデータも活用

して、反社会的勢力等を確実に把握・管理するよう指示していない。 

このため、各子銀行は、定期的なスクリーニングを実施する際に、顧客

管理システムに登録されたデータを活用するにとどまり、顧客照会システ

ムに登録されたデータは活用していない。  

こうした中、各子銀行において、反社会的勢力等との預金取引や与信取

引等を把握していない事例が認められる。 

201 各子銀行は、６か月ごとに、反社会的勢力等のスクリーニングを行った上で、反社会的勢力等の取引

状況のモニタリングを行うこととしている。 
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Ⅱ．グループ内会社管理態勢の整備・確立状況 

１．銀行持株会社への報告・承認態勢の整備 

➣ 経営会議が、ハードリミット超過先について、子銀行に対して、十分な

根拠や説明を求めないまま、大口与信先に係る個別リミット及び管理方針

の設定に係る協議・承認を行っている等の事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

リスク管理責任者は、「信用集中リスク管理規程」を策定し、グループに

おける大口与信集中リスクの管理及び運営の方法等を定めている。

具体的には、クレジットリミット202による個社（グループ）別の与信集

中管理について、信用格付に応じて、個別行基準のクレジットリミット

（ソフトリミット）203やグループ合算基準のクレジットリミット（ハード

リミット）204を設定することとしている。また、新たにハードリミットを

超過する先については、個別リミットを設定することとしている。 

また、経営会議は、ハードリミット超過先について、年１回、子銀行に

よる個別リミット及び管理方針の設定に係る協議・承認を行うこととして

いる。 

こうした中、経営会議は、子銀行に対して、十分な根拠や説明を求めな

いまま、個別リミット及び管理方針の設定に係る協議・承認を行っている

ほか、年１回しか管理方針の設定を行わないため、同会議以降に新規にハ

ードリミットを超過する先については、翌年まで管理方針が設定されない

など、適時適切な管理が行われる態勢となっていない。 

202 クレジットリミットによる管理対象先は正常先。 
203 子銀行が、単体与信先について、信用格付に応じて未保全額ベースで設定している。 
204 経営会議が、単体与信先とグループ与信先について、信用格付に応じて未保全額ベースで設定してい

る。 
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➣ ＩＴ戦略会議が、子銀行が経営管理を行う会社が取り組んでいる重要な

システム開発プロジェクトについて、計画の変更や大きなリスク事象が生

じている場合に、それらの原因や対応策を速やかに報告させる仕組みを構

築していない事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

取締役会は、ＩＴ戦略会議を設置し、ＩＴ戦略の基本方針、個別システ

ム案件の管理や、グループ内のシステム一元化に関する事項等について審

議させることとしている。

しかしながら、ＩＴ戦略会議は、子銀行が経営管理を行う会社が取り組

んでいる重要なシステム開発プロジェクトについて、計画の変更や大きな

リスク事象が生じている場合に、それらの原因や対応策を速やかに報告さ

せる仕組みを構築していない。 

こうした中、子銀行が経営管理を行う会社が参画する重要なシステム開

発プロジェクトにおいて、内部管理上の問題205に起因して開発工程の延長

が生じているほか、大きなリスク事象206が発生しているにもかかわらず、

その原因や対応策が速やかに報告されていない事例が認められる。 

２．内部監査態勢の整備 

⑴ 内部監査部門の役割・責任 

①【グループにおける内部監査】 

➣ 内部監査部門が、デリバティブ勘定を運用する子会社の監査を担当する

海外駐在に対して、告示改正の内容を伝えていない事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

当社グループは、子銀行の特定取引勘定及び子銀行の子会社のデリバテ

ィブ勘定に係るマーケット・リスクの計測に当たって、内部モデル方式を

採用することとしており、内部監査部門は、金融庁告示207を踏まえて、同

リスクの計測過程に係る内部監査208を実施することとしている。 

205 開発委託先の開発現場における連携が不足していることや、開発手順及び現行システム仕様に対する

理解が不足していることなど。 
206 システムテストにおいて発覚した重大な品質不良。 
207 平成 18 年金融庁告示第 20 号｢銀行法第 52 条の 25の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持株会社及

びその子会社の保有する資産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断す

るための基準｣。 
208 同告示第 252 条第２項第８号において、「マーケット・リスクの計測過程について、原則として一年
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こうした中、23 年末の告示改正により、同リスクについてストレスＶａ

Ｒの計測が新たに求められることとなったにもかかわらず、同部門は、デ

リバティブ勘定を運用する子会社の監査を担当する海外駐在に対して、こ

うした告示改正の内容を伝えていないことから、適切な監査が実施されて

いない実態が認められる。 

②【フォローアップ態勢の整備】 

➣ 内部監査部門が、子銀行の内部監査部門に対して、営業店監査に係るフ

ォローアップを委ねているにもかかわらず、フォローアップの実施状況に

ついての報告を求めておらず、子銀行において、フォローアップや、その

実施状況の経営陣への報告などが、適切に実施されているかどうかを把握

していない事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、同部門が実施した子銀行に

対する監査結果の取りまとめや通知、指摘事項を踏まえた改善状況のフォ

ローアップ等を実施することとしている。 

しかしながら、同部門は、営業店監査に係るフォローアップについて、

子銀行の内部監査部門が自行の現状を踏まえて実施する方が効率的である

として、実際には、子銀行の内部監査部門に委ねている状況にある。 

こうした状況にあるにもかかわらず、内部監査部門は、子銀行の内部監

査部門に対して、フォローアップの実施状況についての報告を求めておら

ず、子銀行において、フォローアップや、その実施状況の経営陣への報告

などが、適切に実施されているかどうかを把握していない。 

➣ 内部監査部門が、フォローアップ監査の実施について子会社の監査方針

の確認により同監査を完了したとしており、その後の改善状況についての

モニタリングを行っていない事例 

【業態等】

保険持株会社 

【検査結果】 

内部監査部門は､子会社が前回検査において内部監査に係る指摘209を受け

に一回以上の頻度で内部監査が行われること」とされている。 
209 「内部監査計画の進捗状況が芳しくないにもかかわらず、取締役会は対応策を策定させていない」と
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たことを踏まえ、その改善状況について、フォローアップ監査を実施して

検証することとしている。 

しかしながら、同部門は、子会社の監査方針210の確認によりフォローア

ップ監査を完了したとしており、その後の改善状況についてのモニタリン

グを行っていない。 

Ⅲ．特に留意すべき個別の問題 

１．グループ内取引等に関する管理 

①【グループ内取引等に関する管理態勢の整備】 

➣ 経営企画部門が、グループ内取引の適切性の検証について、グループ内

金融機関に対する指示の徹底を図っていない等の事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

経営企画部門は、「グループ内取引管理規則」を策定し、グループ内金融

機関に、グループ内取引の適切性を検証させることとしているほか、一部

のグループ内取引211については、同部門への事前協議も求めることとして

いる。 

しかしながら、こうしたグループ内取引に係る取扱いについて、同部門

による指示の徹底が図られていないことから、グループ内金融機関におい

て、グループ内取引の適切性に係る検証が行われていない事例212や、検証

は行われているものの、その方法が適切なものとなっていない事例213が認

められる。 

また、同部門は、今のところ事前協議の対象となっていないグループ内

取引について、経営戦略の変化214を踏まえて、今後どのようにその適切性

を確認していくのかについて十分な検討を行っていない。 

の指摘。 
210 全部門に対する監査を数年間で終了させるという方針。 
211 大口の取引など。 
212 他社との戦略提携に係る弁護士費用を子銀行とグループ証券会社との間で分担する取引について、そ

の適切性に係る検証がグループ証券会社では行われているものの、子銀行では行われていない事例。 
213 子銀行が、グループ証券会社との間での顧客分別金信託に係る信託報酬の適切性について検証を行っ

ているものの、グループ外の会社との取引条件に照らして適切であるかどうかについては検証していな

い事例。 
214 子銀行とグループ証券会社との連携の強化により、子銀行とグループ証券会社との間での取引が増加

すると予測されていることなど。 
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➣ 経営企画部門が、各子銀行とグループ内の各社との間の不動産賃貸借取

引について、不動産賃貸借契約の更新時において、アームズ・レングス・

ルールに抵触していないかどうかを検討した上で同部門に協議する必要が

あることを、各子銀行に対して明確に指示していない事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

取締役会は、「事務分掌規程」を策定し、経営企画部門を当社及び当社の

関係会社のグループ（以下、「当社グループ」という。）内の取引に関する

業務の統括部署としている。 

こうした中、同部門は、「グループ内取引管理基準」を策定し、子銀行が

当社グループ内の各社との間で取引を行う場合には、各子銀行の当該取引

の所管部署にアームズ・レングス・ルールに抵触していないかどうかの検

討を行わせた上で、同部門に協議させることとしている。 

しかしながら、同部門は、各子銀行と当社グループ内の各社との間の不

動産賃貸借取引について、取引の開始時だけではなく、不動産賃貸借契約

の更新時（自動更新を含む）においても、同ルールに抵触していないかど

うかを検討した上で同部門に協議する必要があることを、各子銀行に対し

て明確に指示していない。 

このため、子銀行が同行の子会社と締結している不動産賃貸借契約につ

いて、①賃貸借料の改定時に同部門への協議が行われていない事例や、②

賃貸借契約の自動更新時に、同ルールに抵触していないかどうかを検討す

る上で必要な近隣不動産の家賃との比較検討が行われていない事例が認め

られる。 
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Ⅱ．グループ統合的リスク管理態勢 

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評 価 事 例） 

Ⅰ．統合的リスク管理部門の役割・責任 

１．統合的リスク管理部門の役割・責任 

⑴ モニタリング 

①【リスク全体の統合的なモニタリング】 

➣ リスク管理部門が、海外保険事業のリスク管理の状況について、海外部

門から報告を受けるにとどまり、自らが主体的にリスク管理の状況を確認

していない事例 

【業態等】

保険持株会社 

【検査結果】 

海外保険事業のリスク管理については、海外部門がリスク管理を行うこ

ととし、リスク管理部門が海外部門による管理の適切性を牽制する態勢と

している。 

こうした中、海外部門は、海外保険事業の保有リスク量を計測するとと

もに、リスク管理の状況を取りまとめて、定期的にリスク管理部門に報告

することとしている。 

しかしながら、リスク管理部門は、海外保険事業のリスク管理の状況に

ついて、海外部門から報告を受けるにとどまり、自らが主体的にリスク管

理の状況を確認しておらず、海外部門がリスク量の計測に使用しているパ

ラメータも把握していないなど、海外部門への牽制は不十分なものとなっ

ている。 

②【グループ内会社への還元】 

➣ リスク管理部門が、各子銀行に対して、各子銀行合算の資金利益シミュ

レーション結果のみを還元し、各子銀行単体の資金利益シミュレーション

結果については還元していない事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

  リスク管理部門215は、資金利益シミュレーションを実施し、金利上昇時

215 グループ全体のリスク管理の統括部署。 



 157

における資金利益への影響を検証することとしている。 

しかしながら、同部門は、金利リスクについては当社において一元的に

管理する方針であるとして、各子銀行に対して、各子銀行合算の資金利益

シミュレーション結果のみを還元し、各子銀行単体の資金利益シミュレー

ション結果については還元しておらず、各子銀行における営業戦略面の検

討に活用されていない。 

⑵ 検証・見直し 

①【リスク管理の高度化】 

➣ リスク管理部門が、政策投資株式に係るリスク計測モデルのバック・テ

スティングについて、検証データ数が少ないため、不適切なモデルを見過

ごしてしまうリスクがあるにもかかわらず、こうしたリスクに対応するた

めに追加検証等が必要ないかどうかの検討を行っていない等の事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

リスク管理部門は、政策投資株式に係るリスクを計測するために導入し

たモデルについて、二項検定216によるバック・テスティング等を実施し、

その妥当性を検証している。 

しかしながら、当該バック・テスティングについては、検証データ数が

少ないため、不適切なモデルを見過ごしてしまうリスクがあるにもかかわ

らず、同部門は、こうしたリスクに対応するために追加検証等が必要ない

かどうかの検討を行っていない217。 

また、同部門は、信用リスク量の計測モデルにおける信用相関につい

て、業種寄与率218及び業種間相関の組合せにより把握219することとしてい

る。 

しかしながら、同部門は、信用相関の妥当性に係る十分な検証を行って

おらず220、また、業種寄与率については、業種を問わず一律の値を適用し

ていることから、当該計測モデルは、特定業種におけるＰＤ（デフォルト

率）の上昇等を的確に把握できないものとなっている。 

216 信用水準 99%のＶａＲは、損益が１%の確率でＶａＲを超過するものであることを踏まえて、その超過

回数により、妥当な計測モデルであるかどうかを判定する手法。 
217 このほかに、リスク管理部門は、当該計測モデルにより作成される年次収益率シナリオについて、ヒ

ストリカルデータと比べて、保守的でないものとなるおそれがあることを認識しているにもかかわらず、

こうしたモデルの限界について文書化していないという問題点も認められる。 
218 債務者が所属する業種と債務者の相関。 
219 例えば、債務者Ａと債務者Ｂの間の信用相関は、「Ａの業種寄与率×業種間相関×Ｂの業種寄与率」

となる。 
220 例えば、実績デフォルト件数が事前に想定された範囲内に収まっているかといった視点からの検証を

行っていない。 
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➣ 経営企画部門が、投資の適切性を判断する際の基準を策定するにとどま

り、ＥＲＭ態勢構築の観点から、案件ごとにリスク・リターンの関係を分

析・評価する仕組みの導入等を検討していない等の事例 

【業態等】

保険持株会社 

【検査結果】 

当社の海外保険事業については、経営企画部門が、「グループ経営基本方

針」等の方針を策定し、海外保険事業委員会221において、海外子会社の設

立等に関する協議を行う管理態勢としている。 

しかしながら、当社の海外保険事業に関する管理態勢について、以下の

ような問題点が認められる。 

⑴ 経営企画部門は、「投資基準に関する内部規程」を策定し、投資の適

切性を判断する際の基準222としている。 

しかしながら、同部門は、当該投資基準を策定するにとどまり、Ｅ

ＲＭ223態勢構築の観点から、案件ごとにリスク・リターンの関係を分

析・評価する仕組みの導入等を検討していない。 

⑵ 当社の海外Ｍ＆Ａについては、将来の成長が見込める地域に加え、

投資対象の追加を検討しているため、今後Ｍ＆Ａの規模が大型化する

可能性がある。 

しかしながら、経営企画部門は、リスクバッファーの水準を上回る

金額の投資案件が検討の俎上にのぼった場合における、資本調達の手

法やその実現可能性についての検討を十分に行っていない。 

221 海外保険事業の強化に関するグループ横断的な経営論議を行う会議体。 
222 投資の適切性を判断する際には、当社グループのリスクバッファーへの影響、事業計画策定根拠の合

理性、リスクの特定と管理などを総合的に評価した上で行うこととしている。また、投資後の事業実績

が、予め設定した事業計画の最も保守的なリスクシナリオを下回り、回復が見込めない場合には、売却

案を含めて対応策を検討することとしている。 
223 Enterprise Risk Management:統合的リスク管理。 
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Ⅲ．金融検査マニュアルの適用 

♢ 個 別 事 例（指 摘 ・ 評  価  事  例）

金融円滑化 

Ⅰ．経営陣による態勢の整備・確立状況 

１．方針の策定 

①【金融円滑化管理方針の整備・周知】 

➣ 経営会議が、複数の子銀行による併行与信先に対する金融円滑化対応に

ついて、基本方針・規程類や所管部署を定めておらず、子銀行に対して金

融円滑化管理に係る指導等を行うための態勢を整備していない事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

当社は、子銀行との間で「グループ経営管理契約」を締結しており、同

契約に基づき、経営会議は、「グループ経営管理規程」を策定している。

しかしながら、経営会議は、複数の子銀行による併行与信先に対する金

融円滑化対応について、基本方針・規程類や所管部署を定めておらず、子

銀行に対して金融円滑化管理に係る指導等を行うための態勢を整備してい

ない。 

こうした中、複数の子銀行による併行与信先で、いずれかの子銀行が経

営改善支援先に選定している先について、子銀行間で、経営改善に係る重

要な情報の共有が行われておらず、グループとしての連携・取組が不足し

ている事例が認められるにもかかわらず、当社はこのような事例が発生し

ている状況を把握していない。 
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法令等遵守態勢 

Ⅰ．個別の問題点 

１．リーガル・チェック等態勢 

①【取引及び業務に関するリーガル・チェック等態勢の整備】 

➣ コンプライアンス統括部門が、内部規程等において、当社及び各子銀行

の業務所管部署が、当社又は各子銀行のコンプライアンス統括部門に対し

て照会すべき新商品・新規業務の判断基準を明確にしていない事例 

【業態等】

銀行持株会社 

【検査結果】 

    コンプライアンス統括部門は、当社及び各子銀行の業務所管部署が、新

商品・新規業務（以下、「新商品等」という。）に該当する可能性のある商

品・業務の取扱いを開始しようとする場合には、新商品等に該当するかど

うかについて、当社又は各子銀行のコンプライアンス統括部門に対して照

会させることとしている。 

しかしながら、当社のコンプライアンス統括部門は、内部規程等におい

て、当社及び各子銀行の業務所管部署が、当社又は各子銀行のコンプライ

アンス統括部門に対して照会すべき新商品等の判断基準を明確にしていな

い。 

こうした中、子銀行によるグループ証券会社の口座開設を勧誘する金融

商品仲介業務の開始について、これまでに子銀行で取扱いのある個別の金

融商品の勧誘とは、グループ証券会社との取引開始を勧誘する点において

異なる要素があるにもかかわらず、当社の営業推進部門において、既存の

金融商品仲介業務の追加であり新商品等には該当しないとして、当社のコ

ンプライアンス統括部門への照会を行っていない事例が認められる。 


